
小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市

【対象】
公益的市民活動団体

【補助金額等】
２０万円を限度(補助対象金額の２分の１)

【国、県等からの財源】
市単独事業(まちづくり基金)

【対象】
土地開発公社
【補助金額等】
事業用地に対する支払利息、諸経費相当額
を利子等補給金として公社に交付

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
防犯灯の設置、補修・撤去を行う自治会又
は市長が認める団体

【補助金額等】（１灯につき）
平成２７年度以降は防犯灯の設置及び管理
を市で行っているため、予算なし。
平成２６年度
○柱からＬＥＤ防犯灯（１０ｗ以上）新設
５１，０００円
○柱からＬＥＤ防犯灯（１０ｗ未満）新設
４１，０００円
○東電柱等ＬＥＤ防犯灯（１０ｗ以上）共架新
設
２９，０００円
○東電柱等ＬＥＤ防犯灯（１０ｗ未満）共架新
設
２０，０００円
○ＬＥＤ防犯灯への付け替え（１０ｗ以上）
２９，０００円
○ＬＥＤ防犯灯への付け替え（１０ｗ未満）
２０，０００円
○補修・撤去費
９，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

032021防犯灯整備費補助金

防犯灯の設置を促進し、補修・
撤去に要する経費の軽減を図
り、もって夜間における犯罪の
発生防止に資する。

廃止。

防犯灯の設置及び管理を市
で行っていくため、要綱上を
改正し防犯灯整備費補助金
は廃止とする。

特になし。 特になし。

公社保有の事業用地に
係る簿価が固定されるた
め、市の将来負担額が
明確化される。

特になし
土地開発公社利子等補
給金

土地開発公社が保有している
事業用地に係る利子相当額や
管理経費相当額を、利子等補
給金として公社に交付し、公社
保有地簿価の増加を抑制す
る。

現行どおりとする。

利子等補給金は、公社経営
健全化計画に基づき、公社保
有土地の簿価上昇を抑制す
るために平成２２年度より交
付している。公社保有の事業
用地の簿価を固定し、市の公
社に対する債務額を明確化
するため、今後も補給金の交
付により簿価上昇を抑制す
る。

022025

デメリットと対応策

交流促進賑わい創出事
業補助金

市内で交流する人口の増加を
促進し、にぎわいを創出する事
業を対象とする。(28年度より
施行)

廃止。

自治基本条例により、本補助
金の財源であるまちづくり基
金については存続する方針と
したが、まちづくり基金の設置
を定めている、南足柄市自治
基本条例については、行政改
革の観点も踏まえながら、小
田原市自治基本条例と調整
していく必要がある。小田原
市自治基本条例を存続させ、
南足柄市自治基本条例が廃
止となった場合には、まちづく
り基金の使用用途の区分とし
て定めている、南足柄市自治
基本条例第８条「まちづくりの
指針」についても廃止となる。
そのため、「まちづくり基金」
の制度についても見直す必
要が生じ、基金を使用する事
業についても精査する必要が
あるため、廃止とする。

事務量の削減に繋がる
ため、人件費の減。

調整方針（案）一覧  （補助金、交付金等の取扱い）

事務事業名
概    要 現    況

調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

011012
活用を希望する団体に理解を
得る必要がある。

（協議第２３号 補助金、交付金等の取扱いについて） 別紙
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
防犯灯の維持管理を行う自治会又は市長
が認める団体。

【補助金額等】（１年１灯につき）
○ＬＥＤ防犯灯　　　 １，３５０円
○蛍光灯等防犯灯　３，１１０円
○水銀灯等防犯灯　６，４５０円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
交通指導隊

【補助金額等】
２１，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原交通安全協会

【補助金額等】
６０５，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市交通安全母の会連絡協議会

【対象】
交通安全母の会活動助成金

【補助金額等】
２９８，０００円

【補助金額等】
５０，４００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市交通安全対策協議会

【対象】
南足柄市交通安全対策協議会

【補助金額等】
２３０，０００円

【補助金額等】
１００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原地方防犯協会

【対象】
足柄上地区防犯協会連合会

【補助金額等】
予算内で市長が定める額

【補助金額等】
７６，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

032023

交通安全対策協議会は、市
内における交通事故の状況
をふまえ、交通の安全と円滑
の確保に関し、関係行政機関
及び団体の密接な連携のもと
に、総合的かつ効果的な対策
を強力に推進することを目的
としていることから、合併後の
市の交通安全対策協議会に
対し、補助金を一本化し、支
出する。

協議会を一本化すること
により、統一された交通
安全啓発活動を行うこと
ができる。

経費削減にならないため、将
来的には合併後の市域での交
通安全啓発活動や事業費(補
助金の見直し含め)を検討して
いく。

交通安全対策協議会補
助金・助成金

交通安全対策協議会の健全な
運営を図るため補助金を交付
するもの。

交通安全対策協議会の健全な
運営を図るため補助金を交付
するもの。

032027

032026
新市として補助金（助成
金）制度を再編する。

費用の削減が図られる。 特になし。

交通安全協会補助金

小田原交通安全協会は、小田
原警察署をはじめ、行政（１市
３町）、交通関係団体等と連携
を図りながら、地域住民の交通
安全意識の向上に努めるてい
る。市では、こうした交通安全
協会の活動に対して補助金を
支出している。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市交通安全母の会連
絡協議会と南足柄市交通安
全母の会では、活動内容が
異なるため、それぞれが存続
することとなり、小田原市交通
安全母の会連絡協議会補助
金と交通安全母の会活動助
成金の制度をそれぞれ継続
する。

特になし。 特になし。

交通指導隊活動助成金
交通指導隊の健在な運営を図
るため補助金を交付するもの。

廃止。

南足柄市交通指導隊は、そ
の活動内容が小田原市交通
指導員とほぼ同様であり、交
通指導隊を小田原市交通指
導員に統合させることとなる
ため、交通指導隊への活動
助成金は廃止とする。

032025

032022

032024

小田原地方防犯協会補助金
は、平成２９年度から小田原
地方防犯協会負担金として支
出することとしており、南足柄
市が小田原地方防犯協会へ
編入すると想定し、引き続き
負担金制度を継続する。

南足柄市が小田原地方
防犯協会へ編入すること
で、スケールメリットが活
かせる。

足柄上地区防犯協会連合は５
町での運営となるため、５町、
小田原警察署及び松田警察署
との調整が必須。

交通安全母の会連絡協
議会補助金・活動助成
金

各自治会連合会単位で、任意
で活動している交通安全母の
会の健在な運営を図るため補
助金を交付している。活動内
容としては、登校時の街頭監
視、各季・各種交通安全運動
への参加、市が実施する交通
教室への協力等である。

交通安全母の会は、保育園・
幼稚園に通園する園児の保護
者によって構成されており、健
在な運営を図るため補助金を
交付している。活動内容は、保
育園・幼稚園で交通教室を開
催している

現行どおりとする。

小田原地方防犯協会補
助金・足柄上地区防犯
協会連合会助成金

小田原地方防犯協会の健在な
運営を図るため補助金を交付
するもの。

足柄上地区防犯協会連合会
の健在な運営を図るため補助
金を交付するもの。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

交通安全協会は、交通安全
思想の普及と交通道徳の高
揚に努め、交通事故のない平
和な社会の実現に寄与するこ
とを目的としており、交通安全
啓発に必要な組織であること
から、小田原市の方式を引き
継ぐこととする。

特になし。 特になし。

本補助金は、ESCO事業で市
の管理とすることができず、
自治会の管理となってしまっ
た防犯灯の電気料金等の維
持管理を行うための補助金で
あり、バランスを考慮し、引き
続き助成することとする。

自治会所有の防犯灯の
電気料金相当を負担す
ることで、バランスが保
たれる。

経費削減にならないため将来
的には、自治会所有の防犯灯
を無くし、市が新たに設置す
る。

防犯灯維持管理費補助
金

自治会等の管理する防犯灯の
維持管理に要する経費の軽減
を図り、もって夜間における犯
罪の発生防止に資する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原地方防犯協会小田原支部

【対象】
南足柄市防犯協会

【補助金額等】
予算の範囲内

【補助金額等】
５０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
暫金時隊

【補助金額等】（１団体につき）
２，０００円(各自治会単位　３３団体)

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
神奈川県弁護士会
県内の市町村が法律上の援助を要する者
の権利を擁護し、もってその正義を確保する
ことを目的とする。
○事業
１　刑事被疑者弁護援助事業
２　少年保護付添援助事業
３　子供に対する法律援助事業を行ってい
る。

【対象】
神奈川県弁護士会
県内の市町村が法律上の援助を要する者
の権利を擁護し、もってその正義を確保する
ことを目的とする。
○事業
１　刑事被疑者弁護援助事業
２　少年保護付添援助事業
３　子供に対する法律援助事業

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【補助金額等】
市長がその都度定めるもの

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
（１）敷地内の草刈り、清掃作業及び危険物
の除去並びに樹木の枝打ち及び消毒に関
する事業
（２）空き家に係る入居希望者を募集するに
あたり、市長が必要と認める事業

【補助金額等】
一年度における経費を合算した額の２分の
１（千円未満の端数があるときは、端数金額
を切り捨てた額）とし、その額が１０万円を超
える場合は、１０万円を限度とする。なお、一
年度における一自治会に対する助成金の額
は、１０万円を限度とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市自治会総連合

【対象】
南足柄市自治会長連絡協議会

【補助金額等】
２，８５０，０００円

【補助金額等】
４１７，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

032031

032029

032037

自治会活動推進費補助
金・自治会長連絡協議
会活動助成金

小田原市自治会総連合が主
催する各種事業及び２６地区
の自治会連合会への補助金な
ど、自治会総連合及び各地区
自治会連合会、各自治会の活
性化を促進する。

南足柄市内の３４自治会長で
構成する自治会長連絡協議会
(自治連）が行う、会議運営や
研修会、美化デーなどの事業
の実施に対する補助金として
交付し、地域社会の向上及び
住民福祉の増進に寄与する。

両市の自治会組織の一
体化を働きかけ、補助金
を合算して支給する。

これまでの自治会組織への
補助を維持する。

特になし。 特になし。 033028

特になし 特になし
南足柄市自治会空き家
環境整備事業助成金

定住の促進を図るため、空き
家の購入又は賃貸借を希望す
る者を募集する空き家に係る
環境整備事業を実施した自治
会に対し、自治会空き家環境
整備事業助成金を交付する。

廃止
南足柄市のみの事務事業で
あるが、実績もなく、予算額も
少ないため。

暫金時推進協議会助成
金

暫金時推進協議会の健在な運
営を図るため補助金を交付す
るもの。

廃止。

南足柄市が小田原地方
防犯協会へ編入すること
で、スケールメリットが活
かせる。

特になし。 032028

経費削減にならない。
神奈川県弁護士会法律
援助事業補助金

神奈川県弁護士会が実施する
各種の法律援助事業に関し、
当会に対し補助する。金額は
県内各市町村に人口割等によ
る。

神奈川県弁護士会が実施する
各種の法律援助事業に関し、
当会に対し補助する。金額は
県内各市町村に人口割等によ
る。

合併後の市として補助金
（助成金）制度を整える。

神奈川弁護士会の補助金要
望が市町村の人口割等で計
算されるため。

特になし。

自主防犯組織や防犯ボラン
ティアに対する補助金を合併
後の市全域に拡大させること
は難しく、補助金を交付しない
方針とする。

費用の削減が図られる。

暫金時推進協議会を構成する
自主防犯組織の活動意欲が
低下する可能性があるため、
南足柄市の各自主防犯組織で
構成される暫金時推進協議会
の活動を活性化し、活動意欲
の低下を防ぐ。

小田原地方防犯協会小
田原支部補助金・南足
柄市防犯協会助成金

小田原地方防犯協会小田原
支部の活動費を補助する。

足柄上地区防犯協会連合会
の健在な運営を図るため補助
金を交付するもの。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原地方防犯協会小田原
支部補助金は、平成２９年度
から小田原地方防犯協会か
ら支出することとしているが、
南足柄市が小田原地方防犯
協会小田原支部へ編入する
と想定し、その方式を継続す
る。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内３４自治会

【補助金額等】
均等割・・・＠１７５，０００円
世帯割・・・＠５９０円
組割・・・＠３，７４０円
未加入世帯（自治会の協力による広報誌配
付）…＠４００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市自治会総連合

【対象】
自治会

【補助金額等】
上限２，５００，０００円

【補助金額等】
上限２，５００，０００円

【国、県等からの財源】
財源率１００％　(一般財団法人自治総合セ
ンター)

【国、県等からの財源】
財源率１００％　(一般財団法人自治総合セ
ンター)

【対象】
○スタートアップコース
地域社会が抱える課題の解決に向けて、団
体が新たに取り組む事業（１回）
○ステップアップコース
地域社会が抱える課題の解決に向けて、団
体がこれまで行ってきた活動の拡充または
更なる発展を図ろうとする事業（３回まで）

【対象】
○初期コース
公益的市民活動団体の自立を支援する。前
年度創設された事業。１回限り。
○育成コース
公益的市民活動団体の自立・育成を支援す
る。３年前以降に創設された事業に対し２回
まで。
○継続コース
活動が継続できるようにするため３年前の３
月３１日までに創設された事業で３回まで。

【補助金額等】
○スタートアップコース　上限１０万円
○ステップアップコース
・プランＡ　他の補助金等を控除した額の７
０％以下で２０万円を上限
・プランＢ　他の補助金等を控除した額の５
０％以下で３０万円を上限

【補助金額等】
○初期コース　上限１０万円
○育成コース　事業費から収入、他の補助
金等を控除した額（上限５万円）
○継続コース　事業費から収入、他の補助
金等を控除した額の１／２（上限５万円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
交付団体及び補助金額は市長がその都度
定める。

【補助金額等】
事業内容により決定する。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　自由人権思想に関する啓発宣伝
２　人権侵犯事件の調査、情報収集及び相
談活動
３　関係行政機関との連絡協議会への参加
４　その他人権の擁護を図るために実施す
る事業

【対象】
１　自由人権思想に関する啓発宣伝
２　人権侵犯事件の調査、情報収集及び相
談活動
３　関係行政機関との連絡協議会への参加
４　その他人権の擁護を図るために実施す
る事業

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

033029

033030

033031

小田原市の事務処理方式を
適用し、西湘二宮人権擁護委
員協議会の分担金は新市人
権擁護委員会が負担するべ
きものとし、分担金に相当す
る額を含めて補助金を支出す
る。

事務の軽減、経費の節
減を図れる。

今後、同様のニーズへの対応
がなくなるため、イベント等で
感謝の意を伝える。

ウルトラ元気な街づくり
助成金

市民活動団体が行う公益性の
高い事業に対する財政的支援
として、公共的団体等運営補
助金を交付する。

廃止。

近隣市でも実施しておらず、
単年度実施した事業で効果
に疑問があることから、事務
や経費の節減を図るため廃
止する。

西湘二宮人権擁護委員
協議会の構成員として、
市人権擁護委員会が協
議会への分担金を直接
支出することができる。

西湘二宮人権擁護委員協議
会への分担金の増減により、
市人権擁護委員会の活動に対
する実質の補助額が変わって
しまう可能性があるため、西湘
二宮人権擁護委員協議会へ
の分担金の額にかかわらず、
市人権擁護委員会に対し、自
主事を実施できるだけの一定
額の補助ができるよう努める。

033033

033032

市民ニーズに対する対
応が確保でき、市民活動
の推進につながる。

特になし。

人権擁護委員会補助金
人権擁護委員会の活動に対す
る補助金

人権擁護委員会の活動に対す
る補助金

小田原市の事務処理方
式を適用する。
両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、小田原市の事務処
理方式を適用し、西湘二
宮人権擁護委員協議会
の分担金に相当する額
に加えて、現行の自主事
業が実施できる額を支出
する。

市民活動応援補助金・
公益的市民活動助成金

市民活動団体が行う公益性の
高い事業に対する財政的支援
として、市民活動応援補助金を
交付する。

市民活動団体が行う公益性の
高い事業に対する財政的支援
として、公益的市民活動助成
金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

利用ニーズ、実績の多い小田
原市の方式を適用する。

同じ事務内容のためそのまま
統合する。助成対象について
は検討を要する。

特になし。 特になし。
コミュニティ助成事業補
助金

一般財団法人自治総合セン
ターの「コミュニティ助成事業助
成金」を特定財源にして、小田
原市自治会総連合に対し、コ
ミュニティ助成事業補助金を交
付する。

一般財団法人自治総合セン
ターの「コミュニティ助成事業助
成金」を特定財源にして、自治
会に対し、コミュニティ助成事
業補助金を交付する。

現行どおりとする。

南足柄市の自治会の活動資
金が急激に減らないよう、当
分の間現在の制度を継続す
る。将来的には、小田原市の
事務処理方法である、行政事
務委託事業として整理する

特になし。 特になし。自治会組織活動交付金

市内の各自治会へ交付金を交
付することにより、自治会の活
動及び組織の充実と、地域活
性化を支援する。

現行どおりとする。
当分の間、現南足柄市
の区域で交付金を継続
する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原地区保護司会
○事業
犯罪非行防止活動

【対象】
南足柄市保護司連絡会
○事業
犯罪非行防止活動及び研修

【補助金額等】
総事業費から、会費、寄付金、その他雑入
で賄う経費を除く事務費、及び事業費（慶弔
費及び雑費を除く。）の１００％以内で、予算
の範囲内において市長が定める額

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
犯罪者の更生保護並びに非行防止活動へ
の協力

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
緊急に避難する必要がある被害者及びその
同伴する家族に、宿泊費、食費、交通費を
支給

【補助金額等】
○宿泊費
　１日１人につき６，０００円を限度。支給日
数は２日を限度。
○食費
　１日１人につき１，５００円を限度。支給日
数は２日を限度。
○交通費
　宿泊施設等までの交通費として、１人１回
につき１，０００円を限度額として実費支給。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
部落解放同盟神奈川県連合会小田原支
部、・全日本同和会神奈川県連合会小田原
支部、・神奈川県地域人権運動連合会小田
原支部、・社団法人　神奈川人権セン
ター、・国連ＮＧＯ　横浜国際人権センター

【対象】
社団法人　神奈川人権センター、・国連ＮＧ
Ｏ　横浜国際人権センター

【補助金額等】
支出額から収入額を差し引いた額以内で、
予算の範囲内において市長が定める額

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
特別な研究を行い、または功績のあった個
人・団体、国や世界レベルで大きな記録を樹
立したり、成果を上げたりすることで市民に
明るい希望と誇りを与え、小田原の名を高
めた個人・団体

【対象】
市の発展に寄与し、又は市民の模範と認め
られる行為があった者

【補助金額等】（１人につき）
○功労賞
１００，０００円
○栄誉賞
３０，０００円

【補助金額等】（１人につき）
○一般表彰
７，５６０円相当の記念品

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

033044
功労表彰を存続すること
で基金も存続できる。

これまでの南足柄市の表彰者
の推薦レベルを若干上げる必
要がある。
推薦レベルに達しない場合
は、各所管課での表彰制度で
表彰する。

一時保護施設が速やかに利用
できない場合に、施設利用が
できるまでの間の安全な避難
先を確保するのが困難になる
ため、友人の家等、当座安全
な場所がないか被害者と調整
を図る。

市民功労表彰に係るほ
う賞金
一般表彰に係る報償金

小田原市に関する学術、文
化、教育、福祉等について、特
別な研究を行い、または功績
のあった個人・団体、国や世界
レベルで大きな記録を樹立した
り、成果を上げたりすることで
市民に明るい希望と誇りを与
え、小田原の名を高めた個人・
団体を表彰する。

市の政治、経済、教育、文化、
社会その他各般にわたって、
市の発展に寄与し、又は市民
の模範と認められる行為が
あった者を表彰し、もって市政
の伸展と民風の高揚を図るこ
とを目的とする。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

表彰者の推薦レベルが高い
小田原市の水準を維持する
ため。

小田原市配偶者暴力被
害者等緊急一時保護費

配偶者（婚姻の届出をしていな
いが、事実上婚姻関係と同様
の事情にある者を含む。）等の
家庭内暴力等から緊急に避難
し、保護が必要と認められる者
等に対し、宿泊等に要する費
用として支給する緊急一時保
護費。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

万が一に備える経費であり、
近隣他市でも、当該緊急一時
保護費の導入を検討している
ところもあるため、事業を継続
する。

一時保護施設の利用が
速やかにできない場合
に、施設利用ができるま
での間、安全な避難先の
提供等ができる。

廃止。
小田原市及び近隣他市の水
準を適用し廃止する。

現在の補助額がなくな
り、市の財政的負担が減
る。

現在の更生保護女性会に対す
る補助がなくなる（南足柄市）
現在、南足柄市が行っている
活動の運営範囲が限られる。

人権啓発活動事業費等
補助金

人権諸問題の解決に向け、人
権の擁護及び確立を目指すこ
とを目的として組織された本市
に活動の拠点を置く団体及び
本市と協力して市内外で活動
する団体が行う人権啓発活動
に対し補助を行う。

人権諸問題の解決に向け、人
権の擁護及び確立を目指すこ
とを目的として組織された本市
に活動の拠点を置く団体及び
本市と協力して市内外で活動
する団体が行う人権啓発活動
に対し補助を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

一市分として取り扱うものとす
る。

市更生保護女性会補助
金

南足柄地区更生保護女性会
の活動に対する補助金

経費の削減につながらないた
め、既存の活動を精査した上
で、安全・安心なまちづくりに関
する活動等の新たな活動を展
開するなどなどを通して、補助
事業の効果充実を図る。

保護司会活動補助金
小田原地区保護司会の活動に
対する補助金

南足柄市保護司連絡会の活
動に対する補助金

両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、両市の補助金額の
合計程度の額を支出す
る。

近隣他市に比べて交付金額
が少ないため、両市の補助金
額の合計程度の額は確保す
る。

現行の活動水準が維持
できる。

合算するより、市の経費
負担が小さくなる。

団体の活動資金が減るため、
対象事業の精査を行う。

033039

033035

033037

033038
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
自治会連合会が実施する防災訓練事業、ま
たは自主防災組織（２５３自治会）が実施す
る防災資機材購入事業。

【対象】
地域の防災対策を確立するため自治会を単
位として組織する自主防災組織（３４自治
会）で、市長に届出があり、平常時における
防災知識の普及等や災害発生時の情報収
集活動などを行うもの。

【補助金額等】
交付限度額範囲内で、自治会連合会及び
自主防災組織に対し、各事業毎年度１回交
付を限度とする。
○防災訓練事業
構成世帯数により４０，０００～１０５，０００
円。
○防災資機材購入事業
購入金額の５分の４。補助限度額は１００世
帯未満３０，０００円、１５０世帯増毎に１０，０
００円増。

【補助金額等】
１会計年度の防災資機材購入等に係る実
支出額と別に定める１会計年度の補助対象
限度額とを比較して少ない方の額に２分の１
の率を乗じて得た額。

【国、県等からの財源】
県補助あり

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
道路に面した危険な塀等を撤去する工事。
ただし、撤去跡地に塀を築造する場合は、
道路面から４０ｃｍ以内の高さの塀とする。

【補助金額等】
道路に面する塀等の長さ１ｍ(少数点以下切
り捨て)当たり８，０００円、限度額２００，０００
円。

【国、県等からの財源】
国庫補助あり

【対象】
市内に居住している者及び市内に事務所、
事業所等を有する法人又は団体で、市の指
定する戸別受信機を設置するもの。

【補助金額等】
１，７８５，０００円　(平成２７年度)

【国、県等からの財源】
市単独事業、県支出金(１/３)

【対象】
小田原市消防団員互助会(７５２人)

【補助金額等】(１人につき)
１，３００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
消防団本部及び各消防分団（団員数の加算
有）

【対象】
南足柄市消防団

【補助金額等】
○消防団本部  　　　　　　　７５，０００円
○分団（２３分団、７５２人）
１分団につき　　　　　　　　  ７５，０００円
１人につき 　   　　　　　　　　 ７，１００円

【補助金額等】
本団維持金(４人分） 　　　　　２５４，２００円
分団長維持金（９人分）、　　　２８５，９５０円
部維持金（２８部）   　  　　２，３５３，４５０円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

041010

041011

交付金を分配し、消防団活動
の充実化を図る。

団員数に応じた交付金
の分配により、消防団装
備等の平準化が図れ
る。
財政効果が見込まれる。

交付額が減額となる分団の消
防団員の確保や消防団活動
への影響が懸念されるため、
年間事業計画等の見直しによ
り負担軽減をする。

消防団交付金・消防団・
本団・分団・部維持助成
金

消防団が行なう事務、事業に
要する経費に対し交付金を交
付する。

消防団が行なう事務、事業に
要する経費に対し交付金を交
付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

現状の消防団員の福利厚生
を維持する。

現状の消防団員の福利
厚生の維持が可能とな
る。

南足柄市消防団員は互助会
がないため、１人につき１，７０
０円の個人負担額が生じる。

042010

042011

経費や業務量の軽減が
できる。

戸別に配信できていた災害時
等の情報が途絶，するため、
戸別受信機の代替となる他の
安価かつ確実な情報伝達手段
の導入を検討する。

小田原市消防団員互助
会補助金

小田原市消防団員の福祉の
増進を図るため、小田原市消
防団員互助会が行なう事業に
要する経費に対し補助金を交
付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

戸別受信機設置補助金
南足柄市防災行政無線戸別
受信機を設置するものに対し
補助金を交付する。

廃止。

戸別受信機の購入に係る個
人の負担金が高額であること
から、さらなる普及が見込め
ない。

041012

地震被害軽減化促進事
業補助金

危険な塀等の撤去を行う市民
に対し、補助金を交付する。

廃止。

危険な塀等撤去に対する補
助は、平成２８年度までで終
了とする。
耐震や防火等に寄与する新
たな補助事業について検討し
たが、効果的な事業がないた
め、平成２９年度から事業を
廃止する。

経費や業務量の削減が
できる。

地震被害を軽減する取り組み
が進まないため、地震被害軽
減化を目的とした新たな補助
事業について検討し、補助事
業を実施する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助率を基準と
し、自主防災組織の防災力の
向上が図られるよう、助成事
業を継続していく。

補助率が高いため、各
自主防災組織において、
より充実した資機材の整
備、更新が図られる。

経費が増加する。
自主防災組織等育成事
業補助金

地域防災訓練開催事業と自主
防災組織資機材整備事業（防
災資機材購入）に対して補助
金を交付する。

防災資機材購入等に対して補
助金を交付する。

6



小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原映画祭実行委員会
○事業
オープニング上映等、映画祭のシンボルイ
ベントを実施する事業
ショートフィルムコンテストの開催に関わる事
業
小田原ゆかりの作品の上映に関わる事業

【補助金額等】
事業費の２分の１を上限、予算の範囲内

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市民及び本市を拠点に活動する団体

【補助金額等】
○国内の事業
  個人５．０００円
  団体１人につき５，０００円
  ※上限３０，０００円
○海外の事業
  個人：派遣参加２０，０００円
          任意参加１０，０００円
  団体：予算の範囲内において市長が別に
定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市文化連盟

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市民文化祭に参加し、市の後援を認められ
た団体・事業

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市海外市民交流会の実施する青少
年海外姉妹都市派遣事業及び受入事業

【補助金額等】
事業費の５０％以下

【国、県等からの財源】
市単独事業

市民に対する公平性が
保てる。

既知の団体に対する周知が必
要になるため、団体に対する
説明を行っていく。

文化振興事業の参加者
に対する祝い金

文化の振興を図るため、国又
は地方公共団体が行う文化振
興事業に参加した場合に祝い
金を交付する。

廃止

文化の対象が不明確なため、
また既知の団体のみが申請
する状況が続いており、公平
性が保たれないため。

051020

051021

海外姉妹都市青少年交
流事業補助金

市内在住、在勤、在学の青少
年を海外姉妹都市･チュラビス
タ市に派遣し、ホームステイや
ボランティア活動を通し、国際
的視野の拡大と相互理解の推
進に役立てることを目的に補
助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

長年継続してきた交流を募集
範囲、活動範囲を拡大し、さ
らに発展させることができる。

051023

文化祭事業や団体のあり方と
併せて、合併後３年を目処に
検討する。

活動団体の自立が図ら
れる。

文化祭全体の構成等を再検討
する際に困難が予想されるた
め、文化祭開催について検討
するとともに、
補助金周知、金額の増加につ
いて検討する。

小田原市民文化祭参加
後援団体補助金

文化団体の市民文化祭への
参加を促進し、市民文化の高
揚と振興に寄与することを目的
に補助金を交付する。

現行どおりとする。
他の補助金等と合わせ
て新しい基準を検討す
る。

051022

団体の活動を促進するため、
支援を継続する。団体数に応
じて補助する。

補助金を交付すること
で、一体性を持った支援
ができる。

特になし。文化団体事業費補助金

市民文化団体の活動を促進
し、市民文化の高揚と振興に
寄与することを目的に補助金
を交付する。

現行どおりとする。
両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、新たな水準で補助す
る。

３０年以上にわたる青少
年交流を継続し、両市の
交流がさらに深まる。

特になし。

文化振興及び市の魅力発信
につながる市民による活動を
継続的に支援する。

市民による文化活動を
継続的に支援できる。

特になし。
小田原映画祭開催事業
費補助金

小田原映画祭開催のための事
務及び事業に要する経費に対
し、補助金を交付する。

現行どおりとする。 051019
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原海外市民交流会の運営を図るため
の補助金

【対象】
南足柄市姉妹都市交流協会の健全な運営
を図るための補助金

【補助金額等】
総事業費の５０％以下

【補助金額等】
１　事業費補助を基本とする。
２　補助する事業は、オランダ国やティルブ
ルグ市を市民に広く紹介する事業や生涯学
習となる事業等を基本とする。
３　交流団派遣事業、交流協会だより発行、
研修会等は交流協会独自の事業と考え、補
助対象外とする。
４　１から３までの考えを基本に、事業費計
の２分の１を限度とし，予算の範囲内の額と
する。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
テレビ共同受信施設利用組合
【補助金額等】
１１，８００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　認定建造物の認定時若しくは認定時と同
程度の外観の保全に係る修理、修復、復元
等の事業
２　認定建造物と一体的な景観をなす外構
を整備する事業
３　認定建造物の防災のための施設を設置
する事業
４　前３号に掲げるもののほか、特に市長の
認める保全に関する事業

【補助金額等】
○外観保全
補助対象事業費に１／２を乗じて得た額 ３０
０万円を限度
○外構保全
補助対象事業費に１／２を乗じて得た額 １５
０万円を限度
○防災施設保全
 補助対象事業費に３／４を乗じて得た額 ３
０万円を限度
○その他の保全
 補助対象事業費に１／２を乗じて得た額 １
００万円を限度

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市内にある建築技術
や意匠等の優れた、著名人
にゆかりのある建造物の保
存及び活用を図ることにより、
個性的で魅力的な、うるおい
のあるまちづくりの創造に資
することを目的としており、こ
の目的を達成するためには
必要なものである。

本補助金を継続すること
により、建造物の保存及
び活用が図られ、個性的
で魅力的な、潤いのある
まちづくりが推進できる。

特になし。
小田原ゆかりの優れた
建造物に係る補助金

小田原ゆかりの優れた建造物
（以下「認定建造物」という。）
の保存を図るため、認定建造
物の保全等の事業に要する経
費に対し、予算の範囲内にお
いて補助金を交付する。

現行どおりとする。 052008

テレビ共同受信施設利用組
合の運営を支援するため、引
続き組合運営費用の一部を
助成する。

少額の助成金額で済
む。

地デジ化に伴い、電波障害が
なくなった組合員やケーブルテ
レビ加入により、組合を脱退す
る組合員がいるため、繰越金
を取り崩して対応している状況
であり、将来、繰越金が枯渇
し、組合の運営が厳しくなる。

テレビ共同受信施設利
用組合助成金

南足柄市文化会館建設の影
響で電波障害が生じた地域の
難視聴対策として設立された
テレビ共同受信施設利用組合
に対し助成金を交付する。

現行どおりとする。 051025

現行のまま引き継ぐが、姉妹
都市のあり方も見ながら３年
を目処に検討する。

長年にわたる友好関係
を維持することができ
る。

新市の一体感を確保できな
い。

小田原海外市民交流会
補助金・姉妹都市交流
協会運営補助金

小田原海外市民交流会の発
展を期するとともに、運営の円
滑化を図ることを目的に補助
金を交付する。

南足柄市姉妹都市交流協会に
対し、その運営補助金を交付
する。

現行どおりとする。 051024
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市に所在する文化財の保存、保護の
ための修理、補修及び公開その他文化財の
活用を図る事業（登録有形文化財にあって
は、保存修理に係る設計監理事業。）

【対象】
南足柄市に所在する市指定文化財の所有
者等が行う文化財保護事業

【補助金額等】
次に掲げる文化財の区分に応じて当該各号
に定める額を上限として予算の範囲内にお
いて市長が定める額。
１　市指定文化財　補助事業経費の２分の１
２　国指定文化財及び登録有形文化財　補
助事業経費の６分の１
３　県指定文化財  補助事業経費の４分の１
４　前３号に掲げるもの以外の文化財であっ
て教育委員会が認めるもの　補助事業経費
の２分の１

【補助金額等】
次に掲げる文化財の区分に応じて当該各号
に定める額を上限として予算の範囲内にお
いて市長が定める額。
１　市指定文化財　補助事業経費の１／２

【国、県等からの財源】
○国指定・登録
国１／２、県１／６、市１／６（国・県は直接補
助）
○県指定
県１／２、市１／４（県は直接補助）
○市指定
単独

【国、県等からの財源】
○県指定
県１／２（県指定に対する市からの補助はな
し）
○市指定
単独

【対象】
市指定文化財等を管理している者

【対象】
市指定文化財等を管理している者又は保持
している者

【補助金額等】
別添資料参照

【補助金額等】
別添資料参照

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原民俗芸能保存協会

【対象】
足柄ささら踊保存会、相模人形芝居足柄座

【補助金額等】
事業総額の２分の１以内

【補助金額等】
予算の範囲内において交付する。
７２，０００円（足柄ささら踊保存会：３６，０００
円、相模人形芝居足柄座：３６，０００円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
公益財団法人小田原市体育協会

【対象】
南足柄市体育協会

【補助金額等】
５５，４８９，０００円(平成２７年度決算）

【補助金額等】
６００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

(公財)小田原市体育協
会に両市の補助金を合
算して交付する。

法人格のある(公財)小田原市
体育協会に、現在南足柄市と
南足柄市体育協会が共催し
ている事業についても当面原
則的に引き継いで実施してい
くことを含めて、団体のあり方
についての検討を働きかける
としていることから、補助金に
ついては原則合算して交付す
るが、事業費については委託
料も含めて調整する。

合併後の市域で一体感
のある事業展開が期待
できる。

ただちに補助金の削減にはつ
ながらないため、事業の効率
的な運営を体育協会に働きか
けていく。

体育協会補助金

公益財団法人小田原市体育
協会に補助金を支出し、活動
を支援する。

南足柄市体育協会に補助金を
支出し、活動を支援する。南足
柄市における社会教育の発展
を図るため、社会教育法に規
程する社会教育関係団体が行
う事業に要する経費の一部を
助成する。

指定文化財等管理奨励
金
市指定文化財保存管理
奨励金

個人等で管理している市指定
文化財（ただし無形文化財に
ついては、国・県指定も含む）
若しくは、それに準ずる文化財
の管理者に対して奨励金を支
出する。

個人等で管理している市指定
文化財の所有者等に対して奨
励金を支出する。

新たな水準に再編する。

【補助金額等】
別添資料参照

補助金単価については、両市
の基準単価に差があるため、
支給総額を小田原市の基準
（単価の割合）で配分し新た
な単価を設定する。
なお、単価変動の緩和措置と
して３年間の経過措置を設け
る。

052010

054017

南足柄市の２団体に小田原
民俗芸能保存協会への加入
を促す。
小田原民俗芸能保存協会へ
の補助金は、現状を維持す
る。
また、２団体への社会教育関
係団体補助金は、財源を管
理奨励金へ移して交付する。
（金額は調整）
以上の方向で関係団体と協
議する。

個別団体への補助金を
廃止することにより、公
平性が図れる。
南足柄市の２団体には、
補助金に変わり管理奨
励金を交付することで代
替案を示すことができ
る。

小田原民俗芸能保存協会の
加盟団体数の増加に伴う補助
金額の増加がない。
小田原民俗芸能保存協会に説
明し理解を求める。

国・県指定文化財に対す
る補助を行うことによっ
て文化財保護の推進が
図られる。

南足柄市の県指定文化財１０
件が新たに補助対象となること
により、補助金額が増加となる
ため、修理等の希望が多かっ
た場合、その緊急度等の優先
順位を踏まえ調整を図り、補助
金額の平準化を図る。

小田原民俗芸能保存協
会補助金・社会教育関
係団体補助金

民俗芸能の保存、普及並びに
後継者育成を目的に組織され
ている小田原民俗芸能保存協
会の後継者育成事業に対し補
助を行う。

社会教育の発展を図るため、
文化財の保護を主たる目的と
する団体等に対し補助を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
小田原民俗芸能保存協
会への補助金は現行の
ままとする。
社会教育関係団体補助
金２団体への補助は廃
止し、管理奨励金に振り
替える。

文化財保存管理補助
金・文化財保護事業補
助金

文化財を保存し、かつ、その活
用を図り、もって市民の文化向
上に資するため国又は地方公
共団体以外の者が行う事業に
要する経費に対し、予算の範
囲内において補助金を交付す
る。（民俗芸能保存協会後継
者育成事業費補助金を除く）

文化財を保存し、かつ、その活
用を図り、もって市民の文化向
上に資するため国又は地方公
共団体以外の者が行う事業に
要する経費に対し、予算の範
囲内において補助金を交付す
る。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

他市の事例も踏まえ、国・県・
市の指定文化財に対し補助
金を交付する。

052009

052012

両市の奨励金額を統一
することで、公平性が保
たれる。

南足柄市の一部の奨励金が
減額となるため、３年間の経過
措置を設け、理解を求める。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
以下の事業に参加する場合
（１）国内において行われる全国規模の事業
（予選会又は選考会を経た後に行われる事
業に限る）
（２）海外において行われる事業であって、国
又は国際的な機関が主催するもの
（３）海外とのスポーツ交流又は海外教育事
業等の事業であって、国又は地方公共団体
が主催するもの
【補助金額等】
○国内大会
  個人３，０００円
  団体３０，０００円を上限
○国際大会
  個人２０，０００円
  団体  予算内で市長が別に定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市スポーツ推進委員協議会

【対象】
南足柄市スポーツ推進委員協議会

【補助金額等】
１１４，０００円

【補助金額等】
８０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
金太郎ウォーク実行委員会

【補助金額等】
３００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
南足柄市ＰＴＡ連絡協議会、南足柄市立幼
稚園ＰＴＡ連絡協議会

【補助金額等】
○南足柄市ＰＴＡ連絡協議会　２０，０００円
○南足柄市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会　１
５，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

経費削減

南足柄市立幼稚園ＰＴＡ連絡
協議会への補助金を廃止する
ことにより、活動の水準が低下
する可能性があるため、人的
支援を増やす。

055026
社会教育関係団体等補
助金

社会教育関係団体に対して、
予算の範囲内で補助金を交付
する。

廃止。

054018

大会に思い入れのある参加
者、関係者には不満が出る可
能性があるため、丁寧に説明
する。

スポーツ振興祝い金

要綱に基づき、国又は地方公
共団体が行うスポーツ振興事
業に参加する市民及び市民団
体に祝い金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

オリンピック・パラリンピック東
京大会を控え、このタイミング
で祝い金を廃止するのは得
策でないと考え、小田原市の
水準で制度を存続する。

金太郎ウォーク補助金

金太郎ウォークに対する補助
金。
大会の開催経費として、金太
郎ウォーク実行委員会へ補助
金を支出する。

廃止。

同時期の大会であり、南足柄
市域に現在コース設定を行っ
ていない、城下町おだわら
ツーデーマーチ等と一本化し
て実施する。

事務の効率化。

054019

南足柄市ＰＴＡ連絡協議会へ
の補助金については、ＰＴＡ研
修会の委託料に統合する。
南足柄市立幼稚園ＰＴＡ連絡
協議会への補助金について
は廃止する。

054022

スポーツ推進委員協議
会事業費補助金・活動
助成金

小田原市スポーツ推進委員協
議会事業費補助金
他市町村との交流研修や
ニュースポーツの普及・推進事
業の一部として補助金を交付。

南足柄市スポーツ推進委員協
議会活動助成金。
南足柄市における社会教育の
発展を図るため、社会教育法
に規定する社会教育関係団体
が行う事業に要する経費の一
部を助成する。南足柄市ス
ポーツ推進委員協議会に活動
助成金として補助金を支出。

補助金交付額は両市の
補助金・交付金の合計
額とする。

小田原市の委員は各連合自
治会区から選出されるため、
ただちに減員は難しい。南足
柄市域を大きな連合自治会
区と捉え、委員数は合算、協
議会への補助金額も合算と
する。

市のスポーツ振興にお
いて重要な役割を担うス
ポーツ推進委員協議会
に今までどおり活動助成
を行える。

合併によるコスト削減の効果
は得られない。

スポーツ振興に対する市
の姿勢を見せることがで
きる。

経費を削減できないが、財源
確保について調査研究する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市公民館連絡協議会に加入し、講習
会、実習会、展覧会等の事業を実施してい
る地区公民館

【対象】
南足柄市の全自治会（３４自治会）

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額
※平成２８年度
均等割１１，４００円、世帯割１９円＠１世帯

【補助金額等】（別添資料参照）
次に掲げる額の合計額
１　５，０００円以上の謝礼を支払い講演会、
講座等を開催した場合は５，０００円。ただ
し、１年度に１回までとする。
２　運動会を開催した場合は７，０００円。た
だし、１年度に１回までとする。
３　予算で定める均等割額
○均等割　予算額の５０％を均等に配分
○世帯割　予算額の２５％を世帯数に応じて
配分
○事業割　予算額の２５％を公民館活動実
績に応じて配分（講師謝礼５，０００円、運動
会助成金７，０００円を含む）
４　助成金の交付を受ける年度の１０月１日
における自治会の世帯数及び自治会公民
館活動の実績を考慮し、市長がその都度定
める額。
※平成２８年度予算
均等割総額６３０，０００円、世帯割総額３１
５，０００円、事業割総額３１５，０００円(１)、
(２)含む】

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
地区公民館を所管し、新築、改築、増築、買
収及び既存建物の修繕を実施する自治会
その他の団体

【対象】
南足柄市の全自治会(３４自治会）のうち要
望する自治会

【補助金額等】（別添資料参照）
○小田原市地区公民館建設費補助金、小
田原市地区公民館修繕費補助金
追加資料のとおり
○コミュニティ助成事業に認定された小田原
市地区公民館建設費補助金
コミュニティ助成事業実施要綱のとおり（平
成２８年度：対象となる事業費の５分の３以
内に相当する額。上限１，５００万円）

【補助金額等】（別添資料参照）
○自治会公民館等新増改築補修等事業補
助金
別紙追加資料のとおり
○コミュニティ助成事業に認定された場合
コミュニティ助成事業実施要綱のとおり（平
成２８年度：対象となる事業費の５分の３以
内に相当する額。上限１，５００万円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

055028

地区公民館建設費・修
繕費補助金・自治会公
民館等新増改築補修等
事業補助金

地区公民館を所管する自治会
その他の団体に対し、新築、改
築、増築、買収及び既存建物
の修繕に係る費用の一部を補
助する。

自治会公民館の新築、増築、
改築、補修等の請負工事又は
耐震診断を発注する自治会に
対し、予算の範囲内において
補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

補助対象項目が少ない小田
原市の補助基準を適用するこ
とで、事務量の削減を図る。

事務量の削減を図ること
ができる。補助対象下限
額が上がることで（３万
円以上⇒５０万円以上）
小規模補修工事の要望
が削減できる。

小田原市補助対象金額を適用
することにより（小田原市：５０
万円以上３００万円以内、南足
柄市：３万円以上２００万円以
内）、南足柄市域の要望額が
増加する可能性がある。また、
補助対象項目の変更により自
治会が混乱する可能性がある
ため、事前周知の徹底を図る。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

補助金算定基準項目が少な
い小田原市の補助内容を適
用することで、事務処理時間
及び補助金額の削減を図る。

事務の簡素化により事
務処理時間と補助金額
が削減できる

南足柄市は補助金額が半減す
ることから、公民館活動の減少
や衰退等の可能性がある。

地区公民館活動費補助
金・自治会公民館活動
等助成金

小田原市公民館連絡協議会に
加入する地区公民館に対し、
講習会、実習会、展覧会等の
事業費の一部を補助する。

講演会、講座、教室、スポーツ
大会等を開催した自治会に対
し、予算の範囲内において自
治会公民館活動助成金を交付
する。

055027
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
南足柄市の全自治会(３４自治会）のうち要
望する自治会

【補助金額等】
当該事業を行う上で必要な材料の購入に要
する費用の額以内の額とし、市長が定める
額
（実質１００％補助）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
南足柄市の２５自治会（市有地、境内地に自
治会公民館等が設置されている９自治会を
除く）

【補助金額等】
自治会公民館等が設置されている土地に係
る固定資産税及び都市計画税並びに借地
料を考慮し、市長がその都度定める。（実
質、固定資産税、都市計画税の１００％補
助）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
①一般財団法人ベターリビングによる優良
住宅部品（ＢＬ部品）の認定を受けたもの
②一般社団法人燃料電池普及協会（ＦＣＡ）
が指定しているもの
③一般社団法人環境共創イニシアチブの実
施する補助金の交付決定を受けたもの、①
～③共通　自ら居住する住宅の新築等に設
備を設置すること

【補助金額等】
①強制循環型　　８０，０００円
自然循環型　　　 ４０，０００円
②５０，０００円
③１００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
①償却資産課税台帳に再生可能エネル
ギー事業の認定発電設備の所有者として登
録されている市内事業者
②①に加え、広く市民が参加し、地域の防
災対策を推進し、地域経済を活性化し、継
続可能な事業
【補助金額等】
①対象設備に係る交付申請した年度の償
却資産の固定資産税相当分（交付期間３
年）
②対象設備に係る交付申請した年度の償
却資産（交付期間５年）及び土地（交付期間
１０年間、市街化調整区域のみ対象）の固
定資産税相当分
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
メダカの生息地周辺に自生している絶滅危
惧種に指定されている希少な植物が、沿道
サービス施設の建設等により除去され消失
しないように、鬼柳地区の一部の農地を、こ
れらの植物の移植地として管理している者

【補助金額等】
８０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

現行どおり奨励金を支出
することで、移植地を管
理している者の負担を軽
減し、絶滅危惧種に指定
されている希少な植物を
保護することができる。

特になし現行どおりとする。

類似団体においては、このよ
うな奨励金を支出していると
ころは見当たらないが、小田
原市独自の事業として、メダ
カの生息地周辺に自生してい
る絶滅危惧種に指定されてい
る希少な植物が、沿道サービ
ス施設の建設等により除去さ
れ消失しないようにする必要
があると考えるため。

061009

再生可能エネルギー導
入を促進することができ
る。

対象区域が広くなるため、予算
の増額が必要となる。

再生可能エネルギー事
業奨励金

再生可能エネルギーの利用等
の促進に関する条例に基づ
き、国の固定価格買取制度を
活用し、事業の用として再生可
能エネルギー発電設備を用い
て行う発電事業について、奨
励金の交付を行う。
①再生可能エネルギー事業
②市民参加型再生可能エネル
ギー事業

小田原市の事務処理方
式を適用する。

国の固定価格買取制度を利
用して、事業の用として再生
可能エネルギー発電設備を
用いて行う発電事業に対し
て、事業開始の初期段階に
要する費用の軽減を図ること
により、再生可能エネルギー
導入を促進することができ
る。

061008

地球温暖化対策推進事
業費補助金

地球温暖化対策事業として、
太陽エネルギーの変換効率に
優れる住宅用太陽熱利用シス
テムと、ＣＯ２削減に効果のあ
る家庭用燃料電池システム及
びネット・ゼロ・エネルギー・ハ
ウスの導入に対し補助金を交
付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

再生可能エネルギーの利用、
省エネルギー化の推進に資
する機器の導入が、住宅部
門において促進されることに
より、市域全体のCO２排出量
が削減され、低炭素社会に向
けたまちづくりを進める必要
があるため。

061007

希少な植物移植地維持
管理奨励金

メダカの生息地周辺に自生し
ている絶滅危惧種に指定され
ている希少な植物が消失しな
いように、これらの植物の移植
地として鬼柳地区の農地の一
部を管理している者に対し奨
励金を支出する。

自治会公民館等維持管
理事業補助金

自治会自ら無償で労力を提供
して行う自治会公民館等の屋
根、外壁等の塗装その他の維
持管理事業に対し、予算の範
囲内において補助金を交付す
る。

廃止。

小田原市に当該補助金が無
いことや対象事業金額が少
額で要望も少ないことから廃
止する。

055029

各自治会から市税減免申請書
を提出してもらう必要がある。
全ての公民館の土地の固定資
産税・都市計画税を減免適用
にすることで大幅な税収減とな
る。

自治会への減免申請を促す、
事前周知の徹底を図る。

再生可能エネルギーの
利用、省エネルギー化の
推進に資する機器の導
入が、住宅部門において
促進されることにより、地
域経済の活性化ととも
に、市域全体のCO２排
出量が削減され、低炭素
社会に向けたまちづくり
が進められる。

特になし。

自治会公民館等敷地料
補助金

【参考】
小田原市市税条例及び減免事
務取扱要領により、減免申請
を提出している一部の公民館
の土地の固定資産税・都市計
画税を免除している。

固定資産税又は都市計画税
が課税されている土地に自治
会公民館等が設置されている
自治会に対し、予算の範囲内
において補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
小田原市市税条例と減
免事務取扱要領の減免
対象を南足柄市域の公
民館へ拡大し、小田原市
の事務処理方法を適用
する。

課税されている公民館用地に
対して小田原市市税条例及
び減免事務取扱要領を適用
することで、固定資産税・都市
計画税を減免し、税補てんの
ため支出していた敷地料補助
金を廃止する。

補助金額が削減できる。
補助金交付に関する事
務を削減できる。

055030

補助金や事務事業の削
減を図ることができる。

原材料支給で対応してきた補
修工事等を、修繕費補助金を
利用し業者施工に変更するこ
とで修繕費補助金が増加する
可能性があるため事前周知を
徹底する。

12



小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
整備をしたメダカビオトープの維持管理の主
体者

【補助金額等】
８０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
保存樹又は保存樹林の所有者

【補助金額等】
○保存樹（１本につき）
  ３，０００
○保存樹林
  ９００円（生けがきをなす場合、生けがきを
なす片側面積１０㎡につき）
  ８００円（その他の場合１００㎡につき）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
和留沢水道組合

【補助金額等】
予算の定める額を上限とし、補助対象事業
に係る経費に施設区分に応じた補助率を乗
じて得た額。なお１,０００円未満の端数は切
り捨てる。

【国、県等からの財源】
市単独事業

現行どおり奨励金を支出
することで、ビオトープ維
持管理者の負担を軽減
し、メダカビオトープが安
定的に維持されること
で、メダカの保護が図ら
れる。

特になし 061010

合併後の市の経費削減や行
革の観点から廃止する。

経費が削減できる。
樹木の伐採が進む恐れがあ
る。

保存樹に対する奨励金
健全で美観上優れる樹木・樹
林（保存樹・保存樹林）に対し
奨励金を交付する。

廃止 061011

類似団体においては、このよ
うな奨励金を支出していると
ころは見当たらないが、小田
原市独自の事業として、都市
計画道路小田原大井線の整
備に伴いメダカの生息地が一
部消失したことから整備をし
たメダカビオトープの維持管
理が必要となるため。

毎年、定例的に交付される補
助金ではなく、突発的な設備
故障で高額な修繕に対する
補助金であり、和留沢地区に
おける安定した生活用水や安
全な飲料水の確保に必要で
あるため。

和留沢地区における安
定した生活用水や安全
な飲料水が確保され、住
民の公衆衛生及び生活
環境の向上が図られる。

特になし。 061012

メダカビオトープ奨励金

都市計画道路小田原大井線
の整備に伴いメダカの生息地
が一部消失したことから整備を
したメダカビオトープの維持管
理主体者に奨励金を支出す
る。

現行どおりとする。

和留沢地区水道施設整
備費補助金

和留沢地区における安定した
生活用水や安全な飲料水の確
保のため、当該地区の水道施
設の整備を促進し、給水区域
内の住民の公衆衛生及び生活
環境の向上を図る。

現行どおりとする。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
○市街化調整区域または、下水道整備計
画区域の弾力的な対応を行う区域の一部で
あること
○浄化槽法に基づく設置の届出の受理書
の交付をうけていること
○合併処理浄化槽を適切に維持管理できる
こと
○専用住宅に設置するものであること
○暴力団員ではないこと
○市税の滞納がないこと
○建築確認申請を伴わない設置であること
○設置する合併処理浄化槽は、浄化槽法に
基づく構造基準に適合していること
○水源環境保全・再生市町村補助金対象
者になる場合は、水源税を用いて実施した
河川・水路等の整備区間へ生活排水を放流
していること。

【対象】
○市街化調整区域または、その他市長が特
に定めた区域であること
○浄化槽法に基づく設置の届出の受理書
の交付をうけていること
○合併処理浄化槽を適切に維持管理できる
こと
○専用住宅に設置するものであること
○建築確認申請を伴わない設置であること
○設置する合併処理浄化槽は、浄化槽法に
基づく構造基準に適合していること
○水源環境保全・再生市町村補助金対象
者になる場合は、水源税を用いて実施した
河川・水路等の整備区間へ生活排水を放流
していること。

【補助金額等】
【水源環境保全・再生市町村補助金対象者
以外】
○本体設置費
 ５人槽：３３２，０００円、７人槽：４１４，０００
円、１０人槽：５４８，０００円
○既設単独処理浄化槽撤去費：９０，０００
円
 ※下水道法第５条第１号に規定する予定処
理区域外の場合が対象
 ※本体設置及び既設単独処理浄化槽撤去
に要した費用が上記を超えない場合は、要
した費用額。
【水源環境保全・再生市町村補助金対象
者】
○本体設置費
 ５人槽：５８１，０００円、７人槽：７２４，０００
円、１０人槽：９５９，０００円
○付帯工事費（既設浄化槽等の撤去費及び
新設浄化槽設置に伴う配管工事等経費）
 ５人槽：２００，０００円、７人槽：２５０，０００
円、１０人槽：３００，０００円
○設置奨励金：３００，０００円

【補助金額等】

○本体設置費
 ５人槽：３３２，０００円、７人槽：４１４，０００
円、１０人槽：５４８，０００円
○既設単独処理浄化槽撤去費：９０，０００
円
 ※酒匂川流域関連南足柄公共下水道事業
全体計画区域外であること
 ※３０年を経過していない既設単独処理浄
化槽であること
 ※本体設置及び既設単独処理浄化槽撤去
に要した費用が上記を超えない場合は、要
した費用額。

【国、県等からの財源】
【水源環境保全・再生市町村補助金対象者
以外】
○本体設置補助及び既存単独処理浄化槽
撤去費
国：循環型社会形成推進交付金から１／３
県：神奈川県浄化槽整備事業補助金から１
／３
市：小田原市合併処理浄化槽整備費補助
金から１／３

【水源環境保全・再生市町村補助金対象
者】
○本体設置補助
国：循環型社会形成推進交付金から１／３
県：神奈川県水源環境保全・再生市町村補
助金から１／２
市：小田原市合併処理浄化槽整備費補助
金から１／６
○付帯工事費
県：神奈川県水源環境保全・再生市町村補
助金単独
○設置奨励金
県：神奈川県水源環境保全・再生市町村補
助金単独

【国、県等からの財源】
国：循環型社会形成推進交付金
県：神奈川県浄化槽整備事業補助金、神奈
川県水源環境保全・再生補助金

小田原市の事務処理方
式を適用する。

耐用年数を超える既設単独
処理浄化槽に関しても、撤去
費用を交付することで合併処
理浄化槽への転換を促進す
る。

撤去費用の補助対象を
拡大することで、対象区
域の合併処理浄化槽へ
の転換が促進される

特になし。 061013
合併処理浄化槽（設置）
整備費補助金

循環型社会形成推進交付金
要綱に基づき、合併処理浄化
槽への転換事業に対し補助金
を交付する。水源税を用いて
実施した河川・水路等の整備と
併せて行う生活排水対策事業
に関しては、補助金を上乗せ
する。

循環型社会形成推進交付金
要綱に基づき、合併処理浄化
槽への転換事業に対し補助金
を交付する。水源税を用いて
実施した河川・水路等の整備と
併せて行う生活排水対策事業
に関しては、補助金を上乗せ
する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
環境美化週間事業実行委員会

【補助金額等】
９０，０００円（平成２７年度）
８０，０００円（平成２８年度）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
美化清掃を実施した自治会、子供会等

【補助金額等】
１，８００円（１回の美化清掃に使用した車両
１台につき）
※１回の美化清掃で５台を限度

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　小田原市民で、２０歳以上である者
２　市税を完納している者
３　暴力団員でない者
４　市内に生息する野良猫を保護し、自らの
飼い猫として飼養する者で、当該猫に去勢・
不妊手術等を行う者
５　同一年度内において、当該補助金の申
請を行っていない者

【補助金額等】
オス２,０００円、メス３,０００円
※手術費用が補助金額に満たない場合は、
手術費用を上限とする。（補助金の総額は
当該年度の予算の範囲内とする。）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市鳥獣被害防止対策協議会
○対象経費
追払い経費 、管理捕獲経費 、組織育成経
費

【補助金額等】
４９０万円

【国、県等からの財源】
県(１／２)

【対象】
市内において、現に公衆浴場を営む者で
あって、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９
条）第２条第１項の規定により営業許可を受
けて公衆浴場を営む次の要件を備えている
ものとする。
１　入浴料金を物価統制令（昭和２１年勅令
第１１８条）第４条に規定する統制額の範囲
としていること。
２　公衆浴場法その他関係法令に基づく行
政処分を過去３年以内に受けていないこと。
３　前年度の市税を完納していること。

【補助金額等】
１　施設の整備に要する経費の４分の１以内
とし、限度額は付表に定めるところによる。
２　前項の規定により算出した補助金の額
に１，０００円未満の端数があるときは、その
端数金額は切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

063018

特になし。 特になし。
鳥獣保護管理対策事業
費補助金

鳥獣保護管理対策事業費補
助金

【参考】
 南足柄市野猿対策協議会（事
務局：かながわ西湘農協岡本
支店）に対する負担金に関す
る事務。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
南足柄市野猿対策協議
会負担金は本補助金に
一本化し実施する。

野猿対策は市域全体で実施
する必要があるため。

去勢・不妊手術費用の一部を
補助することにより、野良猫
の飼養につながり、野良猫対
策について一定の効果があ
るため。

野良猫対策事業を実施
することにより、猫の飼
養について責任を持った
飼養者の増加が見込ま
れる。また、そのことによ
り、猫のフン害などにつ
いての減少も見込まれ
る。

特になし。 063015

063017

野良猫の去勢・不妊手
術費補助金

野良猫を保護し、飼い猫とする
場合、当該猫の去勢・不妊手
術費用の一部を補助する。

公衆衛生の保持、災害時の
入浴支援の他,地域コミュニ
ティの場として維持する必要
があるため支援を継続する。

支援を継続することで、
公衆衛生の保持、災害
時の入浴支援他、地域コ
ミュニティの場が維持さ
れる。

特になし。
公衆浴場施設整備費補
助金

公衆浴場施設の整備に対する
支援を行い、公衆衛生の保
持、災害時の入浴支援の他、
地域コミュニティの場の維持を
図る。

現行どおりとする。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

061015美化清掃車両助成金

地域の環境美化の推進を図る
ため、自治会、子供会等が実
施する美化清掃に伴い、廃棄
物を運搬する車両に対して助
成を行う。

廃止
合併後の市において、廃棄物
の回収を直営で行うことがで
きるため。

環境美化週間事業実行
委員会補助金

南足柄市美しい環境をつくる条
例に基づき、６月第三週に、市
民、事業者及び市民団体が協
働して環境の保全について考
える環境フェアを開催するため
南足柄市環境美化週間事業
実行委員会に補助金を支出す
る。

廃止。
初期の役割は果たしており、
他の環境保全意識向上に資
する事業で対応できるため。

経費の削減が図られる。
市民等への意識啓発の機会
が減少するため、他の環境意
識啓発事業で補う。

061014

特になし
廃棄物の回収を直営で行うこ
とにより、人件費の増が見込ま
れる。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市公衆浴場組合

【補助金額等】
事業に必要と認められる経費から事業に関
する収入を差し引いた額。ただし、年間５０，
０００円までとする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市社会福祉協議会（会長報酬、正規・臨時
職員給料等及び地域福祉の推進に係る事
業）に対し助成

【対象】
会長報酬、正規職員給料に対し助成
（対象団体：南足柄市社会福祉協議会）

【補助金額等】
予算に定める額

【補助金額等】
予算に定める額

【国、県等からの財源】
地域福祉推進事業費の一部については、社
会福祉基金の果実を充当

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市遺族会

【対象】
南足柄市遺族会

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【補助金額等】
予算に定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市原爆被災者の会

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
昭和６１年３月３１日以前に日本に居住し、
本市に外国人登録若しくは住民登録をして
いる者又は神奈川県若しくは本市に係る被
措置者のうち、公的年金の受給要件を制度
上満たすことができない者

【対象】
昭和６１年３月３１日以前に日本に居住し、
本市に外国人登録若しくは住民登録をして
いる者又は神奈川県若しくは本市に係る被
措置者のうち、公的年金の受給要件を制度
上満たすことができない者

【補助金額等】（１月につき）

○高齢者等
  ２０，０００円
○障害者等
  ２６，０００円（中度）
  ３８，０００円（重度）

【補助金額等】（１月につき）
※平成１６年８月３１日現在(県要綱改正前）
○高齢者等
  １８，０００円
○障害者等
  ２４，０００円（中度）
  ３６，０００円（重度）

【国、県等からの財源】
県（２分の１）

【国、県等からの財源】
県（２分の１）

071026

公的年金を受給することができ
ない外国籍市民等の高齢者・
障がい者に対し、給付金を支
給する。（県補助事業）

小田原市の事務処理方
式を適用し、神奈川県で
定められている金額の
支給を継続する。

外国籍県民高齢者・障害者
等福祉給付金助成事業補助
金交付要綱に基づく事業のた
め。

転入者がいた時でも継
続して市民サービスが提
供できる。

市民サービスの低下に繋がる
デメリットはなし。

外国籍高齢者・障がい者
等福祉給付金

公的年金を受給することができ
ない外国籍市民等の高齢者・
障がい者に対し、給付金を支
給する。（県補助事業）

071022

071020

原爆被災者の会補助金
小田原市原爆被災者の会の
事業費に対し補助する。

現行どおりとする。

現在の両市の社会福祉
協議会に対する補助対
象の水準を下げることな
く補助することができる。

現在の補助額より多くなり、市
の財政的負担が増えるため、
補助金額の見直しを図り、歳
出を抑えるほか、地域での活
動を活発にし、その成果とし
て、扶助費を減らす。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市遺族会、南足柄市
遺族会に小田原市の補助金
額を交付する。

現在の補助額より少なく
なり、市の財政的負担が
減る。

現在の市遺族会に対する補助
対象の水準が下がる（南足柄
市）
現在、南足柄市遺族会で行っ
ている活動の運営範囲が限ら
れる。
補助金額を財政的負担になら
ないように公平にする。

071021市遺族会補助金

公衆浴場利用促進事業
費補助金

公衆浴場施設の利用促進事
業に対し支援を行い、公衆衛
生の保持、災害時の入浴支援
の他、地域コミュニティの場の
維持を図る。

現行どおりとする。

公衆衛生の保持、災害時の
入浴支援の他,地域コミュニ
ティの場として維持する必要
があるため支援を継続する。

社会福祉協議会補助金
市社会福祉協議会の運営費
（人件費）及び地域福祉推進事
業費に対する助成事業

市社会福祉協議会の運営費
（人件費）に対する助成事業

小田原市の事務処理方
式を適用する。

補助対象が多い小田原市の
水準を適用する。

小田原市原爆被災者の会に
は南足柄市民も加入している
ため、小田原市原爆被災者
の会に対して現行と同額の補
助金を交付する。

市の事業等に協力して
いる団体に現状どおりの
補助ができる。

経費の削減なし。
活動内容等によって、補助金
額の調整を検討する。

小田原市遺族会の事業費に対
し補助する。

市遺族会の運営に対する助成
事業

063019

支援を継続することで、
公衆衛生の保持、災害
時の入浴支援他、地域コ
ミュニティの場が維持さ
れる。

特になし。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
１　地域ふれあい運動推進事業
２　民生委員・児童委員が行う地域福祉増
進活動
３　民生委員・児童委員の資質向上のため
の研修事業
４　その他民生委員・児童委員活動を促進
する事業

【対象】
南足柄市民生委員児童委員協議会

【補助金額等】
○予算の範囲内において、地域ふれあい活
動事業と協議会活動にかかる経費を加えた
額
○民生委員児童委員協議会補助金
９，５２０，９００円
○ふれあい活動費補助金
８，１５７，０００円

【補助金額等】
○民生委員活動費負担金　　　１，７７５千円
○地区民児協活動費負担金　  　 ３３２千円
○県社協負担金                      　  ７３千円
○県民児協負担金　               　 ４００千円
○民生委員協議会補助金        　６１０千円
○民生委員活動費交付金      １，８３０千円

【国、県等からの財源】
県交付金を充当
財源率　県 ６４/１００

【国、県等からの財源】
県・市交付金を充当
財源率　県 ６４/１００

【対象】
①暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津
波その他の異常な自然現象により市民が死
亡した際に、その遺族に支給
②災害救助法の適応を受けない火災、風水
害等によって生じる被害を受けた者等

【対象】
①暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津
波そのたの異常な自然現象により市民が死
亡した際に、その遺族に支給
②災害救助法の適応を受けない火災、風水
害等によって生じる被害を受けた者等

【補助金額等】
①
○死亡
  ５００万円（生計主）
  ２５０万円（その他の者）
○障害
  ２５０万円（生計主）
  １２５万円（その他の者）
②
○全焼等
  ２０，０００円（１人世帯）
  ５０，０００円（２人以上）
○半焼等
  １０，０００円（１人世帯）
  ２０，０００円（２人以上）
○死亡
  ５０万円
○重傷
  １５，０００円（３週）
  ３０，０００円（３か月）

【補助金額等】
①
○死亡
  ５００万円（生計主）
  ２５０万円（その他の者）
○障害
  ２５０万円（生計主）
  １２５万円（その他の者）
②
○全焼等
  １０，０００円（１人世帯）
  ５０，０００円（２人以上）
○半焼等
  １０，０００円（１人世帯）
  ２０，０００円（２人以上）
○死亡
  ３０万円（自然災害）
  ２０万円（火災・生計主）
  １０万円（火災・その他）
○負傷
  ２０，０００円（１か月）

【国、県等からの財源】
①県（４分の３、うち国３分の２）
   市（４分の１）
②市単独事業

【国、県等からの財源】
①県（４分の３、うち国３分の２）
   市（４分の１）
②市単独事業

【対象】
基準日に住民基本台帳に登録されており、
当該年度の市民税（均等割）が非課税且つ
課税者の扶養親族及び生活保護制度の被
保護者等でない者

【対象】
基準日に住民基本台帳に登録されており、
当該年度の市民税（均等割）が非課税且つ
課税者の扶養親族及び生活保護制度の被
保護者等でない者

【補助金額等】
３，０００円（平成２８年度）

【補助金額等】
３，０００円（平成２８年度）

【国、県等からの財源】
国庫支出金（１０分の１０）

【国、県等からの財源】
国庫支出金（１０分の１０）

071028

071027

071029

国による全国一律の措置で
あり、平成２９年度中若しくは
年度末で終了する事業のた
め。

特になし 特になし

消費税率が８％に引き上げら
れたことによる低所得者の負
担を考慮した暫定的・臨時的
措置である「臨時福祉給付金」
の支給を行う。

終了臨時福祉給付金

より手厚い支給を行うこ
とができ、住民の精神的
苦痛から一層の回復が
期待できる。

大きな問題となるデメリットはな
い。

消費税率が８％に引き上げら
れたことによる低所得者の負
担を考慮した暫定的・臨時的
措置である「臨時福祉給付金」
の支給を行う。

南足柄市民及び南足柄市民生
委員は事業の変更が必要なた
め、　南足柄市民及び南足柄
市民生委員への説明をする。

災害見舞金

災害弔慰金の支給等に関する
法律に基づき、避けがたい自
然災害によって死亡し、又は障
害を受けた者に対する弔慰
金、見舞金を支給する。また、
その適用を受けない小規模の
災害における被害者に対して
災害見舞金を支給する。
①災害弔慰金・災害障害見舞
金
②災害見舞金・死亡弔慰金

災害弔慰金の支給等に関する
法律に基づき、避けがたい自
然災害によって死亡し、又は障
害を受けた者に対する弔慰
金、見舞金を支給する。また、
その適用を受けない小規模の
災害における被害者に対して
災害見舞金を支給する。
①災害弔慰金・災害障害見舞
金
②災害見舞金・死亡弔慰金

支給金の額に差異のあ
る「災害見舞金・死亡弔
慰金」について、平塚市
の事務処理方式を適用
する。

【補助金額等】
②
○全焼等
  ５０，０００円（１人世帯）
  ８０，０００円（２人以上）
○半焼等
  ３０，０００円（１人世帯）
  ５０，０００円（２人以上）
○床上浸水等
  ２０，０００円（１人世帯）
  ３０，０００円（２人世帯）
○死亡
  ７５０，０００円（生計主）
  ５００，０００円（その他）
○傷病
  ５０，０００円（３週以上
入院）

類似団体と比較して水準が低
い支給額について、手厚い対
応を行っている平塚市や厚木
市並みとすることにより、一層
の住民の精神的苦痛からの
回復が期待できるため。
また、災害弔慰金の支給等に
関する法律に基づき支給され
る「災害弔慰金・災害障害見
舞金」は、全国統一の要件で
あるため、現行のままとする。

民生委員児童委員協議
会補助金

民生委員児童委員協議会運
営費及び地域ふれあい運動推
進助成事業

民生委員・児童委員協議会の
運営及び地区活動に対する助
成を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、小田原市の事務処
理方式を適用する。

補助金内容を細分化し、目的
を明確にする。

小田原市民及び小田原
市民生委員への影響が
少ない。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
基準日に住民基本台帳に登録されており、
当該年度の市民税（均等割）が非課税且つ
課税者の扶養親族及び生活保護制度の被
保護者等でない者で次のいずれかの要件
に該当する者
①平成２８年度中に６５歳以上になる者
②平成２８年５月までに障害・遺族基礎年金
を受給する者

【対象】
基準日に住民基本台帳に登録されており、
当該年度の市民税（均等割）が非課税且つ
課税者の扶養親族及び生活保護制度の被
保護者等でない者で次のいずれかの要件
に該当する者
①平成２８年度中に６５歳以上になる者
②平成２８年５月までに障害・遺族基礎年金
を受給する者

【補助金額等】
３０，０００円

【補助金額等】
３０，０００円

【国、県等からの財源】
国庫支出金（１０分の１０）

【国、県等からの財源】
国庫支出金（１０分の１０）

【対象】
中国残留邦人等本人とその配偶者

【対象】
中国残留邦人等本人とその配偶者

【補助金額等】
１，９２６，９８０円（平成２７年度決算）

【補助金額等】
１，６５７，０００円（平成２７年度決算）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【対象】
生活保護受給者

【対象】
生活保護受給者

【補助金額等】
５，３４０，２６４，７９４円（平成２７年度決算）

【補助金額等】
７６２，１９４，９０４円（平成２７年度決算）

【国、県等からの財源】
○生活保護負担金
  国（４分の３）、県（４分の１）
○生活困窮者就労準備支援事業費等補助
金
  国（４分の３）

【国、県等からの財源】
○生活保護負担金
  国（４分の３）、県（４分の１）
○生活困窮者就労準備支援事業費等補助
金
  国（２分の１または４分の３）【対象】

（１）申請日において６５歳未満かつ離職後２
年以内
（２）申請者世帯の収入が基準額以下である
こと
（３）預貯金が基準額の６か月分以下かつ１
００万円以下
（４）公共職業安定所に求職の申込み。期間
の定めのない労働契約又は定めが６か月
以上の労働契約の就職を目指した就労活
動を行う

【対象】
（１）申請日において６５歳未満かつ離職後２
年以内
（２）申請者世帯の収入が基準額以下である
こと
（３）預貯金が基準額の６か月分以下かつ１
００万円以下
（４）公共職業安定所に求職の申込み。期間
の定めのない労働契約又は、定めが６か月
以上の労働契約の就職を目指した就労活
動を行う

【補助金額等】
１，４７７，６００円（平成２７年度決算）

【補助金額等】
５５４，７００円（平成２７年度決算）

【国、県等からの財源】
○生活困窮者自立相談支援事業費等負担
金
  国（４分の３）

【国、県等からの財源】
○生活困窮者自立相談支援事業費等負担
金
  国（４分の３）

【対象】
社会資本整備総合交付金交付要綱に基づ
く都市再構築戦略事業補助金の交付対象
者が、市内に１０床以上を有する産婦人科
医院を設置しようとする事業

【補助金額等】
社会資本整備総合交付金交付要綱に基づ
く都市再構築戦略事業補助金の額の範囲
内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
国交付金　補助対象経費（施設整備費用の
２３％など）のおおむね２／３

【対象】
小田原市に住所を有し、要介護認定で要介
護３以上の認定を受けた在宅の高齢者。た
だし、在宅重度障害者タクシー利用助成の
対象者及び普通自動車税・軽自動車税の減
免を受けている方を除く。

【補助金額等】
初乗り運賃相当額を助成。ただし、福祉有
償運送にあっては５００円を上限とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

071035

071036

国による全国一律の措置で
あり、平成２９年度に終了する
事業のため。

071030

071046

071033

年金生活者等支援臨時
福祉給付金

①賃金引き上げの恩恵が及び
にくい低年金受給者への支援
②平成２９年度から実施される
「年金生活者支援給付金」の
前倒し的な位置づけ
③平成２８年前半の個人消費
の下支えにも資する
以上のことを目的に、対象者に
支給する。

①賃金引き上げの恩恵が及び
にくい低年金受給者への支援
②平成２９年度から実施される
「年金生活者支援給付金」の
前倒し的な位置づけ
③平成２８年前半の個人消費
の下支えにも資する
以上のことを目的に、対象者に
支給する。

終了 特になし 特になし

小田原市の事務処理方
式を適用するが、実施に
当たっては要件の見直し
について検討する。

【対象】
現在対象を要介護３以
上としているが、これに
所得要件等の制限を加
えるなどの見直しを検討
する。
【補助金額等】

本事業を南足柄市域におい
ても実施することによる負担
増を、要件を見直すことで抑
える。

見直す内容によって扶助
費の削減が図られる。
南足柄市民の在宅高齢
者に対するサービスが
向上する。

072027

見直す内容によって扶助費が
増加する。
小田原市民の在宅高齢者に対
するサービスが低下する。
要件の見直しや、１回あたりの
助成額の減額等について検討
し、扶助費全体の額が増えな
いよう見直しを行う。

離職者であって就労能力及び
就労意欲がある者のうち、住
宅を喪失している者または喪
失の恐れのある者に対して、
住宅手当を支給することによ
り、これらの者の住宅及び就労
機会の確保に向けた支援を行
う。

離職者であって就労能力及び
就労意欲がある者のうち、住
宅を喪失している者または喪
失の恐れのある者に対して、
住宅手当を支給することによ
り、これらの者の住宅及び就労
機会の確保に向けた支援を行
う。

現行どおりとする。

特になし。 特になし。

小田原市在宅高齢者等
福祉タクシー利用助成

在宅の介護を要する高齢者
が、通院及び日常生活の利便
に供するため、タクシーを利用
した場合に初乗り運賃を助成
する。

国の制度のため。 特になし
級地区分の見直しにより、南
足柄市分が歳出増となる可能
性がある。

生活保護費

生活保護法に基づき、生活に
困窮する者に対しその困窮の
程度に応じて生活支援、住宅
支援、介護支援等を行う。

生活保護法に基づき、生活に
困窮する者に対しその困窮の
程度に応じて生活支援、住宅
支援、介護支援等を行う。

現行どおりとする。

国の制度のため。 特になし 特になし
中国残留邦人等に対す
る支援給付及び配偶者
支援金

中国残留邦人等本人とその配
偶者の生活の安定を目的とし
て、その世帯の必要に応じて
生活支援、住宅支援、介護支
援等を行う。

中国残留邦人等本人とその配
偶者の生活の安定を目的とし
て、その世帯の必要に応じて
生活支援、住宅支援、介護支
援等を行う。

現行どおりとする。

産婦人科医療施設整備
費補助金

産婦人科医療施設の整備に要
する費用について助成

廃止。 単年度事業のため廃止。

国の制度のため。 特になし 特になし
住居確保給付金支給事
業
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
①８８歳、９９歳、１００歳（ただし、平成２９年
度から９９歳は廃止）
②市内最高齢男女
③１００歳の者で内閣総理大臣から祝状及
び記念品の贈呈を受けることとなる者
④結婚６０年・７０年を迎える夫婦
⑤１００歳

【対象】
市内に１年以上在住の当該年度の１００歳
到達者

【補助金額等】
①５，０００円（８８歳）
   １０，０００円（９９歳）
   ３０，０００円（１００歳）
②予算に定める金額の範囲内
  （本人希望の品。１０，０００円以内）
③予算で定める金額の範囲内
  （内閣総理大臣からの祝状を入れる額縁
を贈呈。５，０００円程度）
④祝状及び額縁（予算で定める額）
⑤祝状及び額縁（予算で定める額）

【補助金額等】
５０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
シルバー人材センター

【対象】
シルバー人材センター

【補助金額等】
１０，２８０千円
前年度の厚生労働省職業安定局長通知の
シルバー人材センター事業執行方針に規定
する国庫の運営費及び事業費の補助単価
限度額の合計額を上限とし、市長が定める
額。

【補助金額等】
８，８００千円
前年度の厚生労働省職業安定局長通知の
シルバー人材センター事業執行方針に規定
する国庫の運営費及び事業費の補助単価
限度額の合計額を上限とし、市長が定める
額。

【国、県等からの財源】
市単独事業。ただし、市の補助金額を上限
として、国からシルバー人材センターへ補助
金が交付される。

【国、県等からの財源】
市単独事業。ただし、市の補助金額を上限
として、国からシルバー人材センターへ補助
金が交付される。

【対象】
神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交付要
綱に基づく老人クラブ活動等事業のうち、市
町村老人クラブ連合会事業の要件を満たす
もの。

【対象】
南足柄市老人クラブ連合会（１連合会（４７ク
ラブで構成））への補助

【補助金額等】
神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交付要
綱に基づき、＠９０千円×老人クラブ連合会
数＋（＠３千円×老人クラブ連合会加入老
人クラブ数）＋各事業メニューに係る経費。
この他、市単独事業として人件費実費。

【補助金額等】
神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交付要
綱に基づき、＠９０千円×老人クラブ連合会
数＋（＠４千円×老人クラブ連合会加入老
人クラブ数）＋この他、市単独事業として非
適正クラブへの補助。

【国、県等からの財源】
国１/３・県１/３・市（１/３＋市単独分）

【国、県等からの財源】
国１/３・県１/３・市（１/３＋市単独分）

【対象】
神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交付要
綱に基づく老人クラブ活動等事業のうち、老
人クラブ事業の要件を満たすもの。

【対象】
概ね３０人以上の会員で組織された単位老
人クラブへ活動費の一部の支援し、老人福
祉の向上を図る。３０人以下の非適正クラブ
へも適正クラブと同じ補助基準の補助金を
支出している。

【補助金額等】
神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交付要
綱に基づき、２，３００円×活動延月数。

【補助金額等】（１単位クラブ）
１５，０００円+@２３０×会員数

【国、県等からの財源】
県：神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交
付要綱に係る費用の３分の２
市：神奈川県高齢者在宅福祉費補助金交
付要綱に係る費用の３分の１

【国、県等からの財源】
国、県、市（市の補助金と県の補助金を比較
し、少ない金額の２/３の補助）

072029

072030

財政的負担、事務的負
担が少ない。

影響が出る高齢者数が多い。
小田原市においては、敬老行
事や敬老祝金品の今後のあり
方について、関係団体の代表
者で組織する検討会を開催し
ており、合併に際しても、同様
に関係団体の理解を得ながら
進めていく必要がある。

敬老祝金品
長寿祝品

高齢者を敬愛し、長寿を祝うた
め、高齢者に対して敬老祝金・
祝品を贈呈する。また、満１００
歳を迎えた者に対し、その長寿
祝品を交付する。
①小田原市敬老祝金
②③④小田原市敬老祝品
⑤小田原市長寿祝品

本市居住の高齢者に対し、敬
老と長寿を祝福し、その家族の
平和と福祉の増進に寄与する
ことを目的に敬老祝金の給付
を行う。

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

財政的負担を勘案し、要件を
簡素化し、南足柄市の事務処
理方式を適用するが、今後の
あり方については、関係団体
で組織する検討会等の理解
を得ながら調整していく必要
がある。

072028

小田原市の事務処理方
式を適用する。

神奈川県高齢者在宅福祉事
業費補助金交付要綱に準じ
た交付とする。

県の補助金要綱を支出
根拠とするため、積算根
拠が明解である。

072031

現行どおりとする。

老人クラブ連合会補助
金・助成金

高齢者の組織的な活動を促進
し、もって明るい長寿社会づく
りに資するため、老人クラブ連
合会の活動に対し補助金を交
付する。

高齢者の組織的な活動を促進
し、もって明るい長寿社会づく
りに資するため、老人クラブ連
合会の活動に対し補助金を交
付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、小田原市の事務処
理方式を適用する。

神奈川県高齢者在宅福祉費
補助金交付要綱に準じた交
付をしている小田原市の事務
処理方法を適用する。

単位老人クラブ運営費
補助金・助成金

老後の生活を健全で豊かなも
のにし、もって老人福祉の増進
に資するため、単位老人クラブ
の活動に対し補助金を交付す
る。

老後の生活を健全で豊かなも
のにし、もって老人福祉の増進
に資するため、単位老人クラブ
の活動に対し補助金を交付す
る。

シルバー人材センター補
助金

高年齢者等の雇用の安定等に
関する法律第３７条に規定する
シルバー人材センターの運営
を支援する。

高年齢者等の雇用の安定等に
関する法律第３７条に規定する
シルバー人材センターの運営
を支援する。

高年齢者等の雇用の安定等
に関する法律第三十七条で、
シルバー人材センターについ
て、「都道府県知事は、市町
村の区域ごとに一個に限り指
定することができる。」と規定
されていることから、合併後
の市域で一つの組織となるよ
う働きかけるとともに、合併後
の団体に対し、国の指針に基
づき、引き続き支援を行う。

両市において、従来と同
様の活動が継続され、高
齢者福祉の増進につな
がる。

特になし。

会員数３０人未満のクラブに対
する助成がなくなるため、会員
数３０人未満のクラブに対し
て、理解を求める。
連合会への追加補助金として
助成する。

経費の削減。また、県の
補助金要綱を支出根拠
としているため、積算根
拠が明解である。

特になし。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内の老人クラブ会員

【補助金額等】
事業実施後に利用人数に応じた申請金額
の補助金を支出する。
○丹沢荘利用時
１人１回につき、４０５円
○おんりーゆー利用時
１人１回につき、５００円
※１老人クラブにつき、補助金の支出は、２
回まで。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内における介護老人福祉施設等の整備
に伴う工事請負費等

【対象】
市内における介護老人福祉施設等の整備
に伴う工事請負費等

【補助金額等】
県補助基準額（２５５万円／床）又は実支出
額のうち少ない方の額の１／４（上限２，４０
０万円／施設）

【補助金額等】
県補助基準額（２５５万円／床）の１００分の
１８の額とする（１，５００万円を上限とする）。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
軽減制度を実施した社会福祉法人等
要件：軽減総額が、本来受領すべき利用者
負担収入の１％（介護老人福祉施設の場合
は１０％）を超えた場合に助成

【対象】
軽減制度を実施した社会福祉法人等
要件：軽減総額が、本来受領すべき利用者
負担収入の１％（介護老人福祉施設の場合
は１０％）を超えた場合に助成

【補助金額等】
軽減制度を実施した法人の軽減総額から、
本来受領すべき利用者負担収入の１％を差
し引いた部分の１／２を助成（介護老人福祉
施設の場合は、軽減総額が本来受領すべき
利用者負担収入の１０％を超えたときに、超
えた部分の全額を助成）

【補助金額等】
軽減制度を実施した法人の軽減総額から、
本来受領すべき利用者負担収入の１％を差
し引いた部分の１／２を助成（介護老人福祉
施設の場合は、軽減総額が本来受領すべき
利用者負担収入の１０％を超えたときに、超
えた部分の全額を助成）

【国、県等からの財源】
県３／４（国２／４）

【国、県等からの財源】
県３／４（国２／４）

【対象】
介護保険被保険者のうち、居宅介護（介護
予防）支援の提供を受けていない要支援・要
介護認定者に係る「住宅改修が必要な理由
書」を作成した居宅介護（介護予防）支援事
業者

【対象】
介護保険法施行規則に規定する住宅改修
費の支給の申請書に貼付する理由書を作
成する業務であり、市の居宅介護保険費保
険者又は居宅要支援被保険者に係る理由
書作成業務を行ったもので、要件を満たす
もの。

【補助金額等】
２，０００円（１件につき）

【補助金額等】
２，０００円（１件につき）

【国、県等からの財源】
国３９％、県１９．５％、市１９．５％、保険料２
２％

【国、県等からの財源】
国３９％、県１９．５％、市１９．５％、保険料２
２％

072034

072036

廃止に伴う、既利用者への対
策として、小田原市で実施して
いる福寿カード交付事業（観光
施設等の無料入場、民間保養
所での協定料金での宿泊）を
新市にて実施する。

老人会入浴料補助金

【参考】
６５歳以上の市民を対象に、協
定旅館を老人クラブ活動やそ
の他グループ活動の一環とし
て利用した際にその費用の一
部を補助していたが、平成２６
年度をもって廃止した。

日帰り入浴を利用した老人会
会員一人１回に付き、施設の
区分に応じ、補助をする。 廃止。 072032財政負担の軽減。

特になし。 特になし。

施設整備を行う事業者への
影響を考慮し、当面の間、小
田原市の補助基準額を適用
する。ただし、合併後の市の
高齢者福祉介護計画策定時
に、同計画に盛り込まれる施
設整備の考え方を踏まえ、新
たな補助基準額を設定する。

合併後の市において必
要とされる施設整備を促
進する効果が見込まれ
る。

財政負担が生じる。
老人福祉施設等整備費
補助金

市内において介護老人福祉施
設等を整備する事業者に対
し、整備費補助金を交付する。

市内において介護老人福祉施
設等を整備する事業者に対
し、整備費補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
合併時は小田原市の事
務処理方法を適用する
が、合併後の市の高齢
者福祉介護計画策定時
に、新たな基準額を検討
する。

072033

小田原市では類似事業を平
成２６年度末に廃止している
こと、南足柄市のバスを利用
した事業であること、また、老
人クラブ会員のみを対象とし
た助成を小田原市域で新た
に実施することの難しさなど
を考慮し、新市においては廃
止とする。

現行どおりとする。
法令に基づく自治事務であ
り、要件、金額、事務処理方
法が同じため。

特になし。 特になし。
居宅介護支援事業者等
事務費補助金・住宅改
修支援事業

介護保険被保険者のうち、居
宅介護（介護予防）支援の提
供を受けていない要支援・要介
護認定者に係る「住宅改修が
必要な理由書」を作成した居宅
介護（介護予防）支援事業者に
対し、事務費用の一部を助成
する。

介護保険制度による住宅改修
を行う際に必要な書類を作成
した者の業務に対し、補助金を
交付することにより、当該業務
実施者を支援することを目的と
する。

社会福祉法人等利用者
負担軽減事業費補助
金・社会福祉法人による
介護サービス利用者負
担軽減制度

介護保険サービスの提供を行
う社会福祉法人等が、その社
会的な役割にかんがみ、低所
得で生計が困難である者の利
用者負担を軽減し、軽減額が
以下の助成要件に該当する場
合に、軽減分の一部を社会福
祉法人等に助成する。

国が定める「社会福祉法人等
による生計困難者に対する介
護保険サービスに係る利用者
負担軽減制度事業実施要綱」
に基づき実施する。

現行どおりとする。
法令に基づく自治事務であ
り、要件、金額、事務処理方
法が同じため。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
１　介護予防、閉じこもり防止等に関すること
２　地域住民とともに高齢者を支えること
３　概ね２週間に１回以上の活動頻度と継続
的な活動が見込まれること
４　営利目的でないこと
５　政治または宗教に関係しないこと

【補助金額等】
○事業にかかる備品購入
５０，０００円
○トイレの洋式化、バリアフリー化にかかる
経費　１８０，０００円

【国、県等からの財源】
国：２５％、県：１２.５％、市：１２.５％、支払基
金：２８％、１号保険料：２２％

【対象】
（１）市の登録した、登録住民主体型サービ
ス提供者であること
（２）ケアプランに基づいたサービス提供を
行ったこと
（３）サービスの提供により、サービス利用者
から利用券を受領すること
（４）受領した利用券の枚数分を、市に対し
て適切に請求すること

【補助金額等】
サービス１回（利用券１枚）あたり９００円
【国、県等からの財源】
国２５％、県１２．５％、市１２．５％、支払基
金２８％、１号保険料２２％

【対象】
国要綱で定める事業のうち、市が作成する
整備計画で規定する事業

【対象】
国要綱で定める事業のうち、市が作成する
整備計画で規定する事業

【補助金額等】
地域介護・福祉空間整備等施設整備交付
金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金
の範囲内で市長が定める額

【補助金額等】
地域介護・福祉空間整備等施設整備交付
金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金
の範囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
国１０／１０（金額は、活用する補助対象事
業及び施設種別により異なる。）

【国、県等からの財源】
国１０／１０（金額は、活用する補助対象事
業及び施設種別により異なる。）

【対象】
県要綱で定める事業のうち、市が作成する
整備計画で規定する事業

【対象】
神奈川県地域医療介護総合確保基金（介
護分）事業費補助金交付要綱に掲げる事業
であり、県が交付事業として採択したもの

【補助金額等】
県要綱の規定により算出された補助額の範
囲内で市長が定める額

【補助金額等】
県要綱の規定により算出された補助額の範
囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
国１０/１０

【国、県等からの財源】
国１０/１０

072039

072040

ふれあい担い手発掘事
業補助金（助成金等）

主に活動地域住民で構成さ
れ、地域の高齢者に対して活
動する「ふれあい担い手」を選
定し、その団体が行う介護予
防・閉じこもり防止にかかる事
業に使用する備品等の購入、
サロン等活動場所のバリアフ
リー化に係る軽費について補
助する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市内では既に運用開
始されており、サービス提供
者、利用者がいるため、現行
の事業を継続する。

既に提供している団体、
利用者に対する影響が
少ない。
要綱を作り直す必要がな
い。
補助や委託ではないの
で、南足柄の住民団体も
条件を満たせば、提供団
体になれる。

南足柄市域への事業説明をす
る必要があるため、住民及び
地域包括支援センターへの制
度説明会を実施する。

高齢者の集えるところが
増える。

対象者が拡大するため、歳出
が増える。

事業趣旨を徹底させる。

072037

住民主体型サービス利
用助成

介護予防・日常生活支援総合
事業における訪問型サービス
事業、通所型サービス事業の
うち、それぞれの住民主体型
サービスの保険負担分に対す
る助成。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

072038

地域医療介護総合確保
基金事業費補助金

市内において、「神奈川県地域
医療介護総合確保基金（介護
分）事業費補助金交付要綱」に
規定する介護施設等整備事業
のうち、地域密着型サービス等
整備助成事業又は施設開設
準備経費等支援事業の対象と
なる事業を行おうとする者に対
し、事業費補助金を交付する。

介護施設の設置及びその開設
準備を行う者の業務に対し、補
助金を交付することにより、当
該業務実施者を支援すること
を目的とする。 現行どおりとする。

国、県の補助事業であり、両
市ともほぼ同じ事務処理を
行っている。

小田原市のみの実施事業で
あるが、毎年度交付実績のあ
る事業のため、現行規模を維
持したまま実施していく必要
がある。

特になし。特になし。

地域介護・福祉空間等
整備費補助金

市内において、厚生労働省が
定める「地域介護・福祉空間整
備等施設整備交付金及び地域
介護・福祉空間整備推進交付
金実施要綱」に規定する事業
を行おうとする者に対し、整備
費補助金を交付する。

市内において、厚生労働省が
定める「地域介護・福祉空間整
備等施設整備交付金及び地域
介護・福祉空間整備推進交付
金実施要綱」に規定する事業
を行おうとする者に対し、整備
費補助金を交付する。

現行どおりとする。

両市で同内容の事業を行って
いるため、現行のまま存続す
る。
（両市とも、国の補助要綱に
記載された補助率１０/１０の
事業を実施している。）

特になし。 特になし。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原医師会

【補助金額等】
１３，８８５千円

【国、県等からの財源】
国：３９％、県：１９.５％、市：１９.５％、１号保
険料：２２％（２７年度は市単独事業として実
施）

【対象】
小田原歯科医師会

【対象】
足柄歯科医師会

【補助金額等】
４０４，０００円

【補助金額等】
６６，０００円

【国、県等からの財源】
国：３９％、県：１９.５％、市：１９.５％、１号保
険料：２２％

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
次のすべての要件を満たす者
（１）小田原市内に住所を有する者であるこ
と
（２）年齢が満７０歳以上の者（助成を受けよ
うとする年度内に満７０歳に達する者を含
む。）であること
（３）指定施術者から施術を受けようとする者
であること
【補助金額等】
１回１，０００円以上の施術につき、１枚（１，
０００円分）を助成

【国、県等からの財源】
神奈川県後期高齢者医療制度事業補助
金：４，０２６千円（７５歳以上の対象者に係
る助成。平成２７年度実績）
市単独費：１，５２４千円（平成２７年度実績）

【対象】
市内における介護老人保健施設の整備に
伴う工事請負費等

【対象】
市内における介護老人保健施設の整備に
伴う工事請負費等

【補助金額等】
県補助基準額（９３５千円／床）又は実支出
額のうち少ない方の額の２／３（上限２，４０
０万円／施設）

【補助金額等】
県補助基準額（９３５千円／床）の２分の１の
額とする（３，０００万円を上限とする）。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

072041

072042

扶助費が削減できる。

小田原市民へのサービスが低
下する。また、同事業登録事業
所については、利用者減少な
どの間接的な影響は考えられ
る。
市民や登録事業所への事前
周知を行うとともに、小田原鍼
灸マッサージ師会（登録事業
所の約５割が入会）への事前
説明も行う必要がある。

072043

合併後の市において必
要とする施設整備を促進
する効果が見込まれる。

財政負担が生じる。
介護老人保健施設整備
費補助金

市内において介護老人保健施
設を整備する事業者に対し、
整備費補助金を交付する。

市内において介護老人保健施
設を整備する事業者に対し、
整備費補助金を交付する。

南足柄市の事務処理方
法を適用する。
合併時は南足柄市の事
務処理方法を適用する
が、合併後の市の高齢
者福祉介護計画策定時
に、新たな基準額を検討
する。

施設整備を行う事業者への
影響を考慮し、当面の間、南
足柄市の補助基準額を適用
する。ただし、合併後の市の
高齢者福祉介護計画策定時
に、同計画に盛り込まれる施
設整備の考え方を踏まえ、新
たな補助基準額を設定する。

072047

【参考】
包括的支援事業（在宅医療・
介護連携推進事業）として実
施。
足柄上郡一市五町共同で８事
業全てを足柄上医師会に委
託。
H２９．４実施予定（H２８．１０準
備室立上げ予定）

小田原市の事務処理方
式を適用する。

現状では小田原のみの実施
となっているため、小田原医
師会への補助金に南足柄分
を上乗せ、南足柄も含めて実
施する

高齢者はり・きゅう・マッ
サージ等施術費助成

市内に住む７０歳以上の方が、
はり・きゅう等の施術を受ける
場合に、施術費の一部を市が
助成する。

小田原歯科医師会の補助金
に南足柄市分を上乗せ、南足
柄も含めて実施する。

新市において一体的な
展開が図れる。

小田原歯科医師会、足柄歯科
医師会との調整が必要。

両歯科医師会と連携を図り補
助内容の精査・見直しを検討
する。

小田原、南足柄両方の
医療機関、住民、地域包
括支援センターに対して
実施できる。
地域間格差が最小限で
済む。

医師会間の取組の差異によ
り、小田原・南足柄の住民間で
受けるサービスに微妙な差が
出る恐れがある。
補助金を上乗せて支出するた
め、補助金額が増加する。

小田原医師会、足柄上医師会
との調整
補助内容の精査、見直し
県西地区町との負担割合の調
整

在宅歯科医療推進事業
費補助金

小田原歯科医師会が実施する
在宅歯科医療推進事業を補助
し、在宅歯科医療の推進を図
る。

足柄上歯科医師会が実施する
在宅寝たきり老人等歯科診療
事業に負担金を支出する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

地域医療連携推進事業
費補助金

小田原医師会地域医療連携
室に相談窓口を位置付け、医
療・介護関係者等からの在宅
医療・介護連携に関する相談
を受け付ける。

現在実施している小田原
市において、市民や関係
団体（鍼灸マッサージ師
会）への事前周知も図り
つつ、廃止の方向で検討
する。

小田原市では、本事業につい
て、あり方も含めた検討が必
要な事業であると考えてい
る。また、南足柄市でも、過去
に検討を行ったものの、実施
しないと結論付けており、合
併による再実施が現実的で
はないと捉え、本事業につい
ては廃止の方向で検討をす
る。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
当該年度の４月１日に７０歳以上の高齢者
の人数に応じた自治会ごとの補助金額

【補助金額等】
＜７０歳以上の高齢者数に応じた金額＞
○５０人以下　　　　　　　　　１０，０００円
○５１人～１００人以下　　　１５，０００円
○１０１人～１５０人以下　　２５，０００円
○１５１人～２００人以下　　３５，０００円
○２０１人～２５０人以下　　４５，０００円
○２５０人～３００人以下　　５０，０００円
○３０１人～４００人以下　　６０，０００円
○４０１人～５００人以下　　７０，０００円
○５０１人～６００人以下　　８０，０００円
○６０１人～７００人以下　　９０，０００円
○７０１人以上　　　　　　　１００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
（１）生活保護を受けている者及びこれに準
ずる者
（２）成年後見制度の利用に要する費用を負
担することが困難であると市長が認める者

【対象】
（１）生活保護を受けている者及びこれに準
ずる者
（２）成年後見制度の利用に要する費用を負
担することが困難であると市長が認める者

【補助金額等】（１月につき）
○在宅
  ２８，０００円
○施設
  １８，０００円（上限）

【補助金額等】（１月につき）
○在宅
  ２８，０００円
○施設
  １８，０００円（上限）

【国、県等からの財源】
国３９％、県１９．５％、市１９．５％、１号保険
料２２％

【国、県等からの財源】
国３９％、県１９．５％、市１９．５％、１号保険
料２２％

【対象】
介護保険被保険者
※被保険者の所得等によって給付割合・給
付水準が異なる。また災害等の事情がある
被保険者は保険給付率の引上げ（減免）を
行う

【対象】
介護保険被保険者
※被保険者の所得等によって給付割合・給
付水準が異なる。また災害等の事情がある
被保険者は保険給付率の引上げ（減免）を
行う

【補助金額等】
厚生労働省告示に基づき算定される介護報
酬の８割又は９割（特定入所者介護（介護予
防）サービス費等は、政令等の規定に基づく
一定額を超えた額）

【補助金額等】
厚生労働省告示に基づき算定される介護報
酬の８割又は９割（特定入所者介護（介護予
防）サービス費等は、政令等の規定に基づく
一定額を超えた額）

【国、県等からの財源】
国、県、市、被保険者が、介護保険法に規
定された割合に応じて費用負担

【国、県等からの財源】
国、県、市、被保険者が、介護保険法に規
定された割合に応じて費用負担

【対象】
要支援１・２又は基本チェックリスト判定によ
る事業対象者で、当該サービスが必要とし
てケアプランに位置付けられた者

【対象】
要支援１・２又は基本チェックリスト判定によ
る事業対象者で、当該サービスが必要とし
てケアプランに位置付けられた者

【補助金額等】
小田原市告示に基づき算定される介護報酬
の８割又は９割

【補助金額等】
介護報酬の８割又は９割

【国、県等からの財源】
国２５％、県１２．５％、市１２．５％、支払基
金２８％、１号保険料２２％

【国、県等からの財源】
国２５％、県１２．５％、市１２．５％、支払基
金２８％、１号保険料２２％

【対象】
要支援１・２又は基本チェックリスト判定によ
る事業対象者で、当該サービスが必要とし
てケアプランに位置付けられた者

【対象】
要支援１・２又は基本チェックリスト判定によ
る事業対象者で、当該サービスが必要とし
てケアプランに位置付けられた者

【補助金額等】
小田原市告示に基づき算定される介護報酬
の８割又は９割

【補助金額等】
介護報酬の８割又は９割

【国、県等からの財源】
国２５％、県１２．５％、市１２．５％、支払基
金２８％、１号保険料２２％

【国、県等からの財源】
国２５％、県１２．５％、市１２．５％、支払基
金２８％、１号保険料２２％

072048

新たな実施水準につい
て、合併後の市において
協議するため、それぞれ
の地域の意見を踏まえ
た事業となりうる。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

介護保険法に基づく支給であ
る。また事業については先行
して実施している小田原市の
事務処理方式を適用する。

特になし 特になし

特になし 特になし

通所型サービス事業

介護保険法の規定に基づき、
要支援者等が、次のサービス
を利用した場合にかかる費用
の９割又は８割を支給する。
①介護予防訪問介護相当サー
ビス事業（国基準通所型サー
ビス）
②基準緩和型サービス事業

介護保険法の規定に基づき、
要支援者等が、次のサービス
を利用した場合にかかる費用
の９割又は８割を給付する。
①介護予防訪問介護相当サー
ビス事業（国基準通所型サー
ビス）

訪問型サービス事業

介護保険法の規定に基づき、
要支援者等が、次のサービス
を利用した場合にかかる費用
の９割又は８割を支給する。
①介護予防訪問介護相当サー
ビス事業（国基準訪問型サー
ビス）
②基準緩和型サービス事業

介護保険法の規定に基づき、
要支援者等が、次のサービス
を利用した場合にかかる費用
の９割又は８割を給付する。
①介護予防訪問介護相当サー
ビス事業（国基準訪問型サー
ビス）

小田原市の事務処理方
式を適用する。

介護保険法に基づく支給であ
る。また事業については先行
して実施している小田原市の
事務処理方式を適用する。

072052

072053

特になし 特になし介護保険給付事業

介護保険法の規定に基づき、
要支援・要介護認定者が、介
護（介護予防）サービスを利用
した場合に、かかる費用の９割
又は８割を給付する。また、
サービス利用者の費用負担を
軽減するため、特定入所者介
護（介護予防）サービス費や高
額介護（介護予防）サービス費
等を支給する。

介護保険法の規定に基づき、
要支援・要介護認定者が、介
護（介護予防）サービスを利用
した場合に、かかる費用の９割
又は８割を給付する。また、
サービス利用者の費用負担を
軽減するため、特定入所者介
護（介護予防）サービス費や高
額介護（介護予防）サービス費
等を支給する。

現行どおりとする。
介護保険法の規定に基づく
給付内容、給付金額であるた
め。

072051

老人福祉法等の規定に基づ
き、両市ともに同様の方法で
実施しており、引き続き存続
する。

市民サービスが維持さ
れる。

特になし
成年後見制度利用支援
助成

市長が行う後見開始等の審判
請求にかかる費用及び後見人
等に対する報酬を助成する。

市長が行う後見開始等の審判
請求及び後見人等への報酬を
助成する。

現行どおりとする。 072050

合併時に市域で相違が生じて
いるため、合併前の協議・調整
は難しい。

敬老行事補助金

【参考】
敬老行事補助金の規定は無
し。ただし、敬老行事事務委託
についての規定があり、敬老
行事実施団体へ敬老行事対
象者数を基礎として委託料を
支出している。

敬老行事を実施する自治会、
老人会等の団体に対し、地域
敬老行事補助金を交付する。 現行どおりとする。

当面、市域別に両市現
行事業を併用実施する。

市民主体の事業でもあり、両
市の制度に大きな違いがある
ことから、合併時は市域別で
それぞれの現行事業を併用
実施し、合併後、事業のあり
方を協議する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
実施団体（老人会、自治会、福祉会など）

【補助金額等】
６５歳以上の高齢者の参加実数に応じて補
助金を支出（１自治会２回まで（１団体１回））
○参加人数
２０人以下　　 ３，０００円
２０人～４０人 ４，０００円
４０人以上 　　５，０００円

【国、県等からの財源】
国：３９％、県：１９.５％、市：１９.５％、１号保
険料：２２％

【対象】
小田原市成年後見制度における市長が行う
審判の請求に関する要綱に基づき、市長が
家庭裁判所に対して後見開始、保佐開始及
び補助開始の審判の請求を行った者のう
ち、次の各号のいずれかに該当する者とす
る。
(１) 生活保護を受けている者及びこれに準
ずる者
(２) 成年後見制度の利用に要する費用を負
担することが困難であると市長が認める者

【対象】
市長申立てによる後見開始の対象者や低
所得者

【補助金額等】（１月につき）
特別養護老人ホーム等の施設入所者
１８，０００円を上限
その他
２８，０００円を上限

【補助金額等】（１月につき）
特別養護老人ホーム等の施設入所者
１８，０００円を上限
その他
２８，０００円を上限

【国、県等からの財源】
国１/２　県１/４

【国、県等からの財源】
国１/２　県１/４

【対象】
①特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行令別表２に定める両眼、両耳、両上
肢、両下肢、体 幹、精神の重度障がいが重
複し、常時特別な介護を要する在宅の２０歳
以上の者
②特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行令別表１に定める両眼、両耳、両上
肢、両下肢、体幹、精神の重度障がいが重
複し、常時特別な介護を要する在宅の２０歳
以下の者
③障害基礎年金、特別障害者手当の創設
に伴い廃止された福祉手当受給者で、障害
基礎年金、特別障害者手当の支給対象とな

【対象】
①特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行令別表２に定める両眼、両耳、両上
肢、両下肢、体 幹、精神の重度障がいが重
複し、常時特別な介護を要する在宅の２０歳
以上の者
②特別児童扶養手当等の支給に関する法
律施行令別表１に定める両眼、両耳、両上
肢、両下肢、体幹、精神の重度障がいが重
複し、常時特別な介護を要する在宅の２０歳
以下の者
③障害基礎年金、特別障害者手当の創設
に伴い廃止された福祉手当受給者で、障害
基礎年金、特別障害者手当の支給対象とな

【補助金額等】（１月につき）
①２６，８３０円
②③１４，６００円

【補助金額等】（１月につき）
①２６，８３０円
②③１４，６００円

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

072054

特になし 特になし
特別障害者手当等給付
事業

国の手当である①特別障害者
手当、②障害児福祉手当、③
経過的福祉手当を給付する。

①特別障害者手当、②障害児
福祉手当、③経過的福祉手当
の申請受理、認定、給付事務
を行う。

現行どおりとする。

特別児童扶養手当等の支給
に関する法律により実施して
いるため、現行の実施方法を
継続。

073022

現在、同じような基準で行っ
ている。

業務の一本化。 特になし。 073021
成年後見制度利用支援
補助金

知的障がいや精神障がい等に
より、判断能力が十分でない
者に対し、本人に代わり後見
人等が契約行為や財産管理を
行えるよう、家庭裁判所に成年
後見制度の申立てを行う。ま
た、申立てを行った者のうち、
低所得者に対しては、審判請
求に係る費用及び後見人等の
報酬の全部又は一部を助成す
る。

市長が行う後見開始等の審判
請求及び後見人等への報酬助
成

現行どおりとする。

事業内容を踏まえ、ケアタウ
ン推進事業や介護予防・日常
生活支援総合事業（通所型
サービス事業）等と統合する
などの見直しを図る。

他の事業に再編すること
で効率的な行政運営が
図れる。

特になし。
高齢者健康に関する事
業補助金

健康に関する事業を実施した
団体に対して、当日の６５歳以
上の高齢者の参加人数に応じ
て要綱で定める補助金を支
出。

廃止。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
（１）身体障害者手帳１～４級の交付を受け
ている児童の保護者
（２）知能指数５０以下の判定を受けている
児童の保護者
（３）精神保健福祉手帳１、２級の交付を受
けている児童の保護者
ただし、申請時に保護者が１年以上小田原
市に居住していること。
また、児童が国の障害児福祉手当を受給し
ていないこと。

【補助金額等】
２，０００円
※生活困窮者は１，０００円加算
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
神奈川県在宅重度障害者等手当に該当す
る者のうち、市内に１年以上在住している６
５歳未満の方

【補助金額等】（１年につき）
１２，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
障害者総合支援法による（全国一律）

【対象】
障害者総合支援法による（全国一律）

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯 0円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上  ３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯 0円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯 0円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯 0円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）

【対象】
身体障害者・児及び難病患者

【対象】
身体障害者・児及び難病患者

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
・生活保護世帯・市民税非課税世帯  ０円
・市民税課税世帯  ３７,２００円
・市民税額４６０，０００円以上は対象外

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
・生活保護世帯・市民税非課税世帯  ０円
・市民税課税世帯  ３７,２００円
・市民税額４６０，０００円以上は対象外

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）
○障害者自立支援給付費等負担金
  県（４分の１）

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）
○障害者自立支援給付費等負担金
  県（４分の１）

073032

歳出の増加を防ぐため、給付
額を減額する。

財政負担が軽減される。

小田原市の障害児の保護者に
対する補助が減り、特に生活
困窮世帯への影響が心配され
るため、従前の対象者へ丁寧
な説明を行う。

073023

給付額を減額して事業を
実施する。

【補助金額等】
２，０００円
※生活困窮者の加算を
廃止

特になし補装具費

補装具費（厚生労働大臣の定
める者）の交付について支給
決定を行い、補装具の引き渡
し後に給付する。

補装具費（厚生労働大臣の定
める者）の交付について支給
決定を行い、補装具の引き渡
し後に給付する。

現行どおりとする。
障害者総合支援法により実
施しているため、現行の実施
方法を継続する。

特になし

現行どおりとする。
障害者総合支援法により実
施しているため、現行の実施
方法を継続する。

特になし 特になし 073025障がい福祉サービス費

障害福祉サービス（介護給付
費・訓練等給付費・特定障害
者特別給付費・計画相談支給
給付費・高額障害福祉サービ
ス費）を支給する。

障害福祉サービス（介護給付
費・訓練等給付費・特定障害
者特別給付費・計画相談支給
給付費・高額障害福祉サービ
ス費）を支給する。

支給金額を下げることによ
り、歳出削減を図る。

歳出削減を図ることがで
きる。
小田原市でのサービス
向上につながる。

南足柄市でのサービス水準の
低下及び歳出額の増加。

広報・説明会による市民周知。
他事業と調整を図る。

073024

市心身障害児福祉手当
市内に住所を有する２０歳未満
の心身に障がいを有する児童
の保護者に手当を支給する。

市重度障害者等福祉年
金補助金

神奈川県在宅重度障害者等
手当に該当する者のうち、市
内に１年以上在住している６５
歳未満の方に年額１２，０００
円を支給する。

南足柄市の給付条件で
実施するが、支給金額を
下げる。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
①
・身体障害者手帳１級又は２級の者
・知能指数が３５以下の者
・身体障害者手帳３級を所持し、且つ知能指
数が５０以下の者

②
下肢、体幹機能障がいの１級又は２級の移
動が困難な身体障害者　（６５歳未満、児童
は不可）
③
四肢機能障がいの１級又は２級の身体障害
者（児童は不可）

【対象】
①
・下肢、体幹機能障害の身体障害者手帳１
級又は２級の者
・知能指数が３５以下の者
・下肢、体幹機能障害の身体障害者手帳３
級を所持し、且つ知能指数が５０以下の者
②
下肢、体幹機能障がいの１級又は２級の移
動が困難な身体障害者　（６５歳未満、児童
は不可）
③
四肢機能障がいの１級又は２級の身体障害
者（児童は不可）

【補助金額等】
住宅改良工事に要した費用から介護保険の
住宅改修費を控除した額の２分の１。
ただし上限あり。（①８０万円、②１００万円、
③６０万円）

【補助金額等】
住宅改良工事に要した費用から介護保険の
住宅改修費を控除した額の２分の１。
ただし上限あり。（①８０万円、②１００万円、
③６０万円）

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金
  国（１０分の４．５）
○在宅障害者福祉対策推進事業費補助金
  県（２分の１）

【国、県等からの財源】
県（２分の１）、市（２分の１）

【対象】
障がい者入所施設等を退所、又は精神科病
院を退院し、グループホームを利用して生活
の場を地域に移行した者。ただし、生活保護
受給者は除く。
【補助金額等】
１月につき３０，０００円または家賃の２分の
１の少ない方の額

【国、県等からの財源】
県（２分の１）

【対象】
国県補助分（基礎的部分・機能強化事業）、
県単分（地域拠点、専門職員配置、重度障
害者対応、時間延長など）のそれぞれの実
施要件を満たしていること。
○対象団体ひつじの家、第三かもめの家作
業所、小田原なぎさ作業所、わかば会、第３
ありんこホーム作業所、地域作業所ゆう、小
田原スプリングス

【補助金額等】
１　基礎的事業　６００万円
２　機能強化事業(１) 地域活動支援センター
Ⅰ型　６００万円(２) 地域活動支援センター
Ⅲ型　１５０万円
３　メニュー補助事業 在宅障害者福祉対策
推進事業補助金交付要綱（昭和４８年４月１
日神奈川県制定）に定める地域活動支援セ
ンター事業の補助基準額の範囲内において
定める額
４　家賃補助加算 月額２０万円を上限とし
て、事業所の家賃及び事業所用地（送迎用
車両等の駐車場代を含む。）に係る賃借料
に相当する額
５　重度障害者等加算１人月額５，０００円×
４月１日現在において通所する重度障害者
等数。※予算の範囲を上限とする。

【国、県等からの財源】
地域生活支援事業補助金（国１/２、県１/
４）、市町村事業推進交付金（県１/２）、３町
負担金

対象者の増により財政的な負
担が増加するため、他事業と
調整を図る。

グループホーム等利用
者助成金

障がい者の地域移行と移行の
円滑化を目的に、障がい者施
設等を退所してグループホー
ム等に入所した者に、１年間を
限度に実費負担である家賃の
一部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

地域移行の推進のため事業
を継続して実施する。

障がい者の地域移行を
推進する。

073034

小田原市の事務処理方
式を適用する。

両市とも対象要件にほとんど
差がないため、対象要件の広
い小田原市の要件を適用す
る。（支給金額に影響はない
と判断される）

特になし 特になし
重度障がい者住宅設備
改良費助成

障がい者又はその保護者が住
宅設備を障がい者に適するよ
うに改修する場合、その改修
工事費用の一部または全部を
助成して障がい者の日常生活
上の利便を図る。
①住宅設備改良
②天井走行式移動リフト
③環境制御装置

障がい者又はその保護者が住
宅設備を障がい者に適するよ
うに改造する場合、その改造
工事費用の一部または全部を
助成して障がい者の日常生活
上の利便を図ることを目的とす
る。
①住宅設備改良
②天井走行式移動リフト
③環境制御装置

073033

小田原市の事務処理方
式を適用する。
南足柄市の実施方法の
委託を補助金に改める。

国要綱により必須事業の地
域活動支援センター事業を継
続する。

サービスの維持が可能。
また利用者にとっては、
通所する事業所の選択
枝が広がる。

特になし。 073035
障害者地域活動支援セ
ンター事業費補助金

障がい者が通所し、生産活動
や社会参加の機会を提供する
障害者地域活動支援センター
の運営費を助成する。

【参考】
障害者が通所し、創作的活動
及び生産活動の機会の提供、
社会との交流の促進等の便宜
を供与する地域活動支援セン
ター事業に対して委託費を支
出。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
県が指定する事業所
○短期入所拠点事業
足柄療護園
○ホームヘルプ拠点事業
太陽の門ヘルパーステーション

【補助金額等】
１　補助基準額
障害福祉サービス等地域拠点事業所配置
事業費補助金交付要綱（平成２３年４月１日
神奈川県制定）の定めるによる補助基準額
の範囲内で市長が定める額とする。ただし、
補助対象経費が補助基準額を下回る場合
は、当該下回った額とする。
２　補助率　１／２

【国、県等からの財源】
市町村事業推進交付金（県１/２）、１市７町
負担金（中井町は他圏域）

【対象】
国の条件として既に知的障害者生活支援事
業を受託し実施している法人に限定
社会福祉法人よるべ会

【補助金額等】
神奈川県市町村事業推進交付金実施要領
の規定により補助基準額は定額
９，１６２千円

【国、県等からの財源】
市町村事業推進交付金（県１/２）、１市８町
負担金

【対象】
６か月以上継続して雇用される見込みのあ
る３０歳未満か６０歳未満で就労移行支援か
就労継続支援を経由した者、あるいは障害
者能力開発校等を卒業後３年以内の者

【補助金額等】
２０，０００円

【国、県等からの財源】
○地域生活支援事業費補助金
  国（２分の１）
○地域生活支援事業費補助金
  県（４分の１）

【対象】
小田原市視覚障害者福祉会
小田原市肢体障害者福祉会
小田原市聴覚言語障害者福祉会
小田原市肢体不自由児者父母の会
小田原市手をつなぐ育成会
小田原西湘腎友会

【対象】
①南足柄市身体障害者福祉協会
②南足柄市手をつなぐ育成会

【補助金額等】
事業に必要と認められる経費から事業に関
する収入を差し引いた額。
ただし、需用費等の使用目的は別に定め
る。

○会員数割
　　補助総金額×１/２×補助団体会員数÷
全体会員数
○ 均等割
　　補助総金額×１/２÷団体数

【補助金額等】
①７２，０００円
②４５，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

073038

就職した障害者への補
助を水準を下げることな
く実施できる。南足柄市
では新たな補助を受ける
ことができる。

対象者の増(年３件の見込)に
より財政負担が増加するた
め、他事業と調整を図る。

障がい者就職支度金給
付費

障がい者の自立支援と福祉の
増進を目的として、就職時に一
度に必要になる物品の購入に
充てるため、障がい者に支度
金を支給する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の給付水準を維持
し、市民サービスの低下を防
ぐ。

一定の助成が維持でき
る。

団体の活動内容が反映されな
いため、補助対象団体への説
明をする。

事務処理の一本化。 特になし。

障害者団体（福祉・健康
関係団体）運営費補助
金

障がい者団体の運営及び活動
の充実を図り、もって障がい者
の福祉の増進に寄与するため
補助金を交付する。

障がい者団体の運営及び活動
の充実を図り、もって障がい者
の福祉の増進に寄与するため
補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

歳出額の増加を防ぐため、予
算額の範囲内にいて会員数
等で配分する。

073037

073040

特になし。

障害者就業生活支援セ
ンター運営費補助金

障がい者への就業相談、ハ
ローワークや事業主との調整
等、就職後のフォロー等を実施
している障害者就業・生活支援
センターへ補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

事業所への支払額は変わら
ないため、支出合計は変わら
ない。（南足柄市で支出して
いる負担金５６５千円が補助
金に変更）
事務処理は、一本化される。

障害福祉サービス等地
域事業所配置事業費補
助金

在宅の重度心身障がい児者、
強度の行動障害のある支援困
難ケース、緊急的な支援が必
要なケースに対応するため、
県が指定する拠点事業所に対
して補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

事業所への支払額は変わら
ないため、支出合計は変わら
ない。（南足柄市で支出して
いる負担金９４４，０００円が
補助金に変更）
事務処理は、一本化される。

事務処理の一本化。 073036
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
神奈川県障害者スポーツ振興協議会

【対象】
神奈川県障害者スポーツ振興協議会

【補助金額等】
事業に必要と認められる経費から事業に関
する収入を差し引いた額。ただし、予算の範
囲を上限とする。

【補助金額等】
５０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
県西地区みんなのつどい主催者協議会

【対象】
県西地区みんなのつどい主催者協議会

【補助金額等】
５，０００円

【補助金額等】
３０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内在住で、次のいずれかに該当する者
（１）身体障害者手帳１級の障がい者（肢体
不自由・視覚・内部・聴覚言語）
（２）身体障害者手帳２級の障がい者（聴覚
障がい者、上肢の肢体不自由等を除く）
（３）療育手帳Ａ１若しくはＡ２を所持している
者
（４）身体障害者手帳３級を所持し、かつ療
育手帳Ｂ１を所持している者
（５）特定疾患医療受給者証を所持している
者
（６）小児特定疾患医療給付決定通知書を
所持している者

【対象】
身体障害者１級・２級、療育手帳Ａ１、Ａ２、
精神障害者１級で非課税世帯の者

【補助金額等】
○タクシー
  初乗り運賃分
○福祉有償運送（１回につき）
  ５００円
※１か月あたり４枚（腎臓機能障害１級に
あっては６枚）の利用券を交付
※４月に手続きすれば４８枚（腎臓機能障害
１級にあっては７２枚）を交付
※月ごとに順次減る

【補助金額等】
○タクシー（１年につき）
  初乗り等のタクシー券３６枚（じん臓疾患
にあっては７２枚）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
身体障害者手帳１級、２級で本人またはそ
の同居する家屋が所有する自家用自動車
を自ら運転する者のうち、属する世帯全員
の市町村民税の非課税世帯の者

【補助金額等】（１Ｌにつき）
５０円
※限度額２，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

073043

073046

小田原市の事務処理方
式を適用する。

廃止
重度身体障害者自動車
燃料費助成

自ら自動車を運転する身体障
害者に対して燃料費を助成す
る。

市民サービスの低下を防ぐた
め。

現在の小田原市民の
サービス水準を保てる。
現在の南足柄市民の
サービス水準が上がる。
所得確認の作業がなくな
ることにより、事務の効
率化を図ることができ
る。

現在の南足柄市分の経費が
増大する。

歳出額の増加を抑えることを
優先したため。

事務量や歳出の削減を
図ることができる。

南足柄市でのサービス水準が
低下するが、「障がい者福祉タ
クシー利用助成・在宅重度障
害者等福祉タクシー利用助成」
や「障がい者施設等通所者交
通費助成」についてサービスを
充実させることにより、現在の
南足柄市の対象者に対して
サービスの低下をできる限り抑
える。

在宅重度障害者等福祉
タクシー利用助成金

在宅の重度障がい者等の社会
への参加の促進及び通院等の
ためタクシーを利用した場合に
初乗り運賃分等を助成する。

在宅の重度障害者がタクシー
を利用した場合において運賃
の一部を助成する。

市としての補助内容の一本
化。

南足柄市分の補助金を
削減。

１市分の補助金が減少するこ
とで、参加団体の負担金が多
少増加する可能性があるた
め、運営費の縮小を検討す
る。

県西地域みんなのつど
い主催者協議会補助金

スポーツ活動やレクリエーショ
ン活動を通じ、県西地区の障
害児者とその家族等の交流促
進事業の運営を充実し、障害
児者の福祉向上に寄与する。

スポーツ活動やレクリエーショ
ン活動を通じ、県西地区の障
害児者とその家族等の交流促
進事業の運営を充実し、障害
児者の福祉向上に寄与する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

073042

特になし。
障害者スポーツ振興事
業費補助金

県障害者スポーツ大会を開催
する団体へ補助金を交付す
る。

障害者スポーツ振興事業費
（ゆうあいピック）に対して補助
金を交付する。

現行どおりとする。
障害者スポーツ大会参加者
等により、金額を決定してい
る。

現行の補助を継続して
行うことができる。

073041
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
就労移行支援または自立訓練の障害福祉
サービスを利用している者及び身体障害者
更生援護施設に入所している者
【補助金額等】
○訓練のための経費（１月につき）
①視覚障害者更生施設（あんま、はり、きゅ
う科）
  １４，８００円（１５日以上）
  ７，４００円（１５日未満）
②肢体不自由者更生施設、視覚障害者厚
生施設（あんま、はり、きゅう科を除く。）聴
覚・言語障害者更生施設、内部障害者更生
施設
  ６，３００円（１５日以上）
  ３，１５０円（１５日未満）
③身体障害者授産施設、重度身体障害者
授産施設、身体障害者通所授産施設
  ３，１５０円（１５日以上）
  １,６００円（１５日未満）
④重度身体障害者更生援護施設
  ２，１００円（１５日以上）
  １，０５０円（１５日未満）
○通所のための経費
  次の施設別日額に訓練のために通所した
日数を乗じて得た額と支給対象者の当該月
の実支出額とを比較して少ない方の額とす
る。
  肢体不自由者更生施設、重度身体障害者
更生援護施設、視覚障害者更生施設、聴
覚・言語障害者更生施設、内部障害者更生

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
①就労移行支援事業所、指定就労継続支
援Ａ・Ｂ型事業所に通所する者
②自立訓練・生活介護事業所に通所する者
（新体系事業移行前に助成対象であった施
設のみ）
③地域活動支援センターに通所する者
※ただし、①及び②について、サービス報酬
における送迎加算を算定できる事業所は対
【補助金額等】
○バス・電車等
  定期代又は運賃の全額（障害者割引を受
けた後の金額）
○施設所有車両等
  施設車両の利用に係る負担金等の額と次
により算定した額とのいずれか少ない額
　片道５km未満の場合：日額３００円
  片道５km以上の場合：日額５００円
○自家用車等
　片道５km未満の場合：日額１５０円
　片道５km以上の場合：日額２５０円
【国、県等からの財源】
市単独事業
【対象】
肢体不自由１～３級の身体障害者手帳所持
者・障害者総合支援法の対象となる難病の
者であって、市民税非課税者。

【対象】
下肢または体幹機能障害があり、身体障害
者手帳１級、２級で市町村民税が非課税世
帯に属する者

【補助金額等】
上限１０万円（１車両１回限り）

【補助金額等】
操行装置、駆動装置等の改造に要した経費
の２分の１（上限１０万円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

073048

073049

073047

対象者の拡大により市
民サービスが向上する。

歳出が増加するため、他事業
と調整を図る。

特になし
南足柄市更生訓練費支
給

就労移行支援または自立訓練
の障害福祉サービスを利用し
ている者及び身体障害者更生
援護施設に入所している者に
更生訓練費を支給し、社会復
帰の促進を図ることを目的とす
る。

廃止
実績もなく、類似団体も実施
していないため。

特になし

南足柄市の対象者（２割程度
の増見込）分の財政負担が増
加するため、他事業と調整を
図る

身体障がい者自動車改
造費助成費

重度身体障がい者が就労等に
伴い自動車を取得する場合、
その自動車の改造に要する経
費を助成することにより、重度
身体障がい者の社会参加の促
進を図る。

重度身体障がい者が就労等に
伴い自動車を取得する場合、
その自動車の改造に要する経
費を助成することにより、社会
復帰の促進を図ることを目的と
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

市民サービスの観点から、対
象者の基準が広い小田原市
の基準で実施する。

障がい者施設等通所者
交通費助成

社会福祉施設等に通所する障
がい者に対して交通費を助成
することにより、施設等の利用
を促進するとともに、家族及び
本人の経済的負担の軽減を図
る。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市では実施していない
ため、福祉サービスの向上の
ため、通所に係る交通費を助
成する。

施設利用の促進が図ら
れ、福祉サービスの充実
につながる。
利用者の負担軽減が図
られる。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
身体障害者手帳１～４級所持者、療育手帳
所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者
または精神障害を理由に障害年金受給資
格を得た者、障害者総合支援法の対象とな
る難病の者

【対象】
身体障害者１級から４級（下肢障害、体幹障
害、乳幼児期以前の非進行性の脳病変によ
る運動機能障害のうち、移動機能障害また
は心臓、じん臓、呼吸器、肝臓、ぼうこう若し
くは直腸の機能の障害を有するもの）で市町
村民税非課税世帯に属するもの

【補助金額等】
指定自動車教習所において技能教習を受
けるために要した費用の３分の２。（上限１０
万円）

【補助金額等】
指定自動車教習所において技能教習を受
けるために要した費用の３分の２。（上限１０
万円）

【国、県等からの財源】
国１／２　、県１／４

【国、県等からの財源】
県１／２

【対象】
戦傷病者、身体障害者（児）
【補助金額等】
車いすの改造に要する経費の２分の１以内
（上限１０万円）
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
（１）小田原市在住で医療保険各法等加入
者または小田原市国民健康保険被保険者
（ただし、生活保護者、中国残留邦人等を除
く）
（２）身体障害者手帳１級又は２級、療育手
帳Ａ１又はＡ２、精神障害者保健福祉手帳１
級、重複障害（身体障害者手帳３級かつ療

【対象】
身体障害者手帳１級・２級、療育手帳Ａ１・Ａ
２または児童相談所若しくは障害者更生相
談所において、知能指数が３５以下、精神障
害者保健福祉手帳１級の方
※所得制限あり

【補助金額等】
保険診療の自己負担分を全額助成する。た
だし、高額療養費及び家族療養費附加給付
金の支給があるときは、それを控除した額。

【補助金額等】
保険診療の自己負担分を全額助成する。た
だし、高額療養費及び家族療養費附加給付
金の支給があるときは、それを控除した額。

【国、県等からの財源】
県（２分の１）
（ただし、県補助対象外、窓口一部負担金を
除いた額）

【国、県等からの財源】
県（２分の１）
（ただし、県補助対象外、窓口一部負担金を
除いた額）

【対象】
一般社団法人小田原医師会
一般社団法人小田原歯科医師会
公益社団法人小田原薬剤師会
公益社団法人神奈川県柔道整復師会小田
原支部

【補助金額等】
事業に必要と認められる経費から、事業に
関する収入を差し引いた額。ただし予算の
範囲内を上限とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
新規にグループホーム等を設置するもの
で、市長が認めたもの

【対象】
市内にグループホーム等を新規に設置した
社会福祉法人かNPO法人

【補助金額等】
在宅障害者福祉対策推進事業補助金交付
要綱に定める障害者グループホーム等運営
費補助事業（県単）の補助基準額（１件５０
万円）の範囲内で市長が定める額

【補助金額等】
在宅障害者福祉対策推進事業補助金交付
要綱に定める障害者グループホーム等運営
費補助事業（県単）の補助基準額（１件５０
万円）の範囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
市町村事業推進交付金（１０／１０）

【国、県等からの財源】
市町村事業推進交付金（１０／１０）

073053

073052

073051

市民サービスの低下を防ぐた
め。

現在の小田原市民の
サービス水準を保てる。
現在の南足柄市民の
サービス水準が上がる。

現在の南足柄市分の経費が
増大するため、他事業と調整
を図る。

特になし 特になし

小田原市の事務処理方
式を適用する。

車いす改造に関する原
動機取り付け助成金

戦傷病者又は身体障害者が
手動車いすに原動機を取り付
け、原動機付き自転車に改造
する費用の一部を助成する。

廃止
実績もなく、類似団体も実施
していないため。

重度障がい者医療費助
成金

重度障がい者が医療機関等を
受診した場合、保険診療の自
己負担分を全額助成する。

重度障害者の保険診療費・療
養費の自己負担分を助成す
る。

障がい者の日常生活の利便及
び生活圏の拡大を図るととも
に、就労その他社会活動への
参加促進を目的に、自動車運
転免許の取得者に助成を行
う。

下肢等障害者の日常生活の
利便及び生活圏の拡大を図
り、就労等社会活動への参加
を促進するため、自動車運転
免許証を取得者に補助金を交
付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

市民サービスの観点から、対
象者の基準が広い小田原市
の基準で実施する。

073050

医療費助成事業を円滑にす
すめるため、補助金を支出す
る。

事業の継続が可能

南足柄市管内は「足柄上医師
会」に含まれる。足柄上郡５町
との調整が必要。
新たに南足柄市管内の医師会
等へ補助金を支出することで、
財政負担の増となる。

足柄上郡５町と調整をする。
他事業と調整を図る。

対象者の拡大による市
民サービスの向上。

歳出の増加するため、他事業
と調整を図る。

医療費助成協力費補助
金

医療費助成事業を円滑に実施
し、もって地域住民の健康維持
に寄与するため補助金を交付
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

障がい者自動車運転免
許取得費助成費・下肢
等障害者自動車運転訓
練補助金

両市とも実施内容が同じた
め。

特になし。 特になし。
障害者グループホーム
等（新規）設置費補助金

地域における障がい者の生活
の場の整備を促進するため、
グループホームの新設に伴う
初度調弁費用の一部を補助す
る。

事業者が新たに設置するグ
ループホームにおいて利用者
の用に供する備品等を購入し
たものに対し、補助金を交付す
る。

現行どおりとする。 073054
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
県障害者地域生活サポート事業実施要綱
に規定する事業を実施した社会福祉法人等

【補助金額等】
①１社会福祉法人につき年額　１００万円を
上限
②１人につき＠３，３００円／日

【国、県等からの財源】
県１／２

【対象】
ほうあんふじ

【補助金額等】
検便検査に要する費用。ただし予算の範囲
内を上限とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
事業利用者

【対象】
事業利用者

【補助金額等】
児童福祉法による
※利用者負担は原則１割（低所得者層は無
料）

【補助金額等】
児童福祉法による
※利用者負担は原則１割（低所得者層は無
料）

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）
○障害者自立支援給付費等負担金
  県（４分の１）

【国、県等からの財源】
○障害者自立支援給付費等負担金
  国（２分の１）
○障害者自立支援給付費等負担金
  県（４分の１）

【対象】
・身体障害者手帳１級・２級
・療育手帳Ａ１、Ａ２または児童相談所若しく
は障害者更生相談所において、知能指数が
３５以下と判定された方
・身体障害者３級の手帳を有し、かつ児童相
談所等で、知能指数が５０以下の方
・精神障害者保健福祉手帳１級の方

【補助金額等】（２か月につき）
１，５１２円

【国、県等からの財源】
市単独事業

073060廃止
類似団体で事業を実施してい
る市がなく、歳出削減を図る
ため。

事務量や歳出の削減を
図ることができる。

南足柄市でのサービス水準が
低下するため、広報や説明会
により市民周知を図る。

南足柄市障害者の水道
料金助成金

市営水道を利用する障害者の
みの市町村民税非課税世帯に
対し、基本料金を助成する。

特になし 特になし

現行の南足柄市の給付
水準を維持することがで
きる。

小田原市分を追加するため、
予算が増加するため、他事業
と調整を図る。

073057障害児通所給付費

障害児通所支援（児童発達支
援・医療型児童発達支援・放
課後等デイサービス・保育所
等訪問支援・計画相談支給給
付費・高額障害児通所給付
費）を支給する。

障害児通所支援事業を行うも
のから障害児通所支援（児童
発達支援、医療型児童発達支
援、放課後等デイサービス、保
育所等訪問支援）を受けたとき
は、障害児通所給付費を支給
する。

現行どおりとする。
児童福祉法により実施してい
るため。

障害者地域生活サポー
ト事業補助金・地域防災
拠点事業補助金

社会福祉法人等が実施する事
業の経費に対し補助金を交付
する。
①地域防災拠点事業
②重度障害者個別支援事業

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市のサービス水準を
下げないため。

073055

福祉関係団体に現状ど
おりの補助ができる。

特になし。
児童発達支援センター
運営費補助金

児童発達支援センターにおけ
る給食の調理、配膳等に携わ
る職員の検便検査に関する事
業について、補助金を交付す
る。

現行どおりとする。
小田原市の給付水準を維持
し、サービスを維持する。

073056
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳法
の規定により南足柄市の住民基本台帳に
記録され、前年分の市町村民税非課税世帯
に属する者

【補助金額等】
診断書の作成に要した経費に相当する額
（上限２，０００円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
○更生医療
　一定の基準に該当する１８歳以上の身体
障害者手帳所持者
○育成医療
　身体に障害のある１８歳未満の者

【対象】
○更生医療
　一定の基準に該当する１８歳以上の身体
障害者手帳所持者
○育成医療
　身体に障害のある１８歳未満のもの

【補助金額等】
総医療費の医療保険給付分及び自己負担
分（１割）の残りを給付。

【補助金額等】
総医療費の医療保険給付分及び自己負担
分（１割）の残りを給付。

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）、市（４分の１）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）、市（４分の１）

【対象】
四肢体幹機能障がい者、知的障がい者、精
神障がい者

【対象】
（１）身体障害者手帳２級以上で支援の必要
な身体障害者（児）
（２）両上下肢の身体障害者手帳２級以上
で、外出の際主に車椅子を利用する全身性
障害者（児）
（３）療育手帳を所持する知的障害者（児）
（４）精神保健福祉手帳を所持又は自立支
援医療（精神）受給中の精神障害者（児）

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【対象】
身体障害者手帳・療育手帳・精神保健福祉
手帳所持者

【対象】
日中において監護する者がいないため、一
時的に見守り等の支援が必要と市町村が認
めた障害者等

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

073067

073061
事務量や歳出の削減を
図ることができる。

南足柄市でのサービス水準が
低下するため、広報や説明会
により市民周知を図る。

南足柄市障害者診断書
作成料助成金

障害者手帳取得（更新）時の
診断書作成料を助成する。

廃止

現在の給付対象者が南足柄
市１２名と少数であり、類似団
体で事業を実施している市が
なく、歳出削減を図るため。

障害者総合支援法により実
施しているため、現行の実施
方法を継続する。

特になし 特になし

現在の南足柄市分の経費が
増大するため、他事業と調整
を図る。

移動支援サービス事業

屋外での移動に困難がある障
がい児者の外出をガイドヘル
パーが支援し、地域での自立
生活及び社会参加の促進を図
る。

屋外での移動に困難がある障
がい児者の外出をガイドヘル
パーが支援し、地域での自立
生活及び社会参加の促進を図
ることを目的とする。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

市民サービスの低下を防ぐた
め。

現在の小田原市民の
サービス水準を保てる。
現在の南足柄市民の
サービス水準が上がる。

現行どおりとする。

対象者の表記に違いはある
が、市民サービスに影響はな
い（歳出増はなし）と思われる
ため。

特になし

現行どおりとする。

特になし 073068
日中一時支援サービス
事業

介護者が社会的・私的理由に
より一時的に障がい者を介護
できない場合に、日中、施設等
で見守り等を行う。

介護者が社会的・私的理由に
より一時的に障がい者を介護
できない場合に、日中、施設等
で見守り等を行う。

障害者自立支援医療費
給付事業（更生医療・育
成医療）

じん臓や心臓の機能障害など
で一定の基準に該当する身体
障がい者に対し、日常生活や
職業生活により適合するため
の、身体の機能障害を軽減ま
たは改善する治療に対する公
費負担。
障害者本人またはその属する
世帯の所得状況に応じて自己
負担がある。

じん臓や心臓の機能障害など
で一定の基準に該当する身体
障がい者に対し、日常生活や
職業生活により適合するため
の、身体の機能障害を軽減ま
たは改善する治療に対する公
費負担。
障害者本人またはその属する
世帯の所得状況に応じて自己
負担がある。

073066
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
障害者手帳所持者、難病患者等

【対象】
障害者手帳所持者、難病患者等

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）

【補助金額等】
基準額の９割（基本本人負担は１割）
【負担上限額】
○１８歳以上（本人及び配偶者で計算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　９，３００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）
○１８歳未満（住民票上の世帯員全員で計
算）
・生活保護世帯等及び市町村民税非課税世
帯  ０円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円未満　４，６００円
・市町村民税課税世帯 市民税所得割１６万
円以上　３７，２００円（入所者を含む）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【対象】
身体障害者手帳１級・２級・療育手帳Ａ・精
神障害者保健福祉手帳１級又は精神障が
いを事由として障害年金１級の受給資格を
【補助金額等】
訪問入浴サービスに要した金額の９割（低
所得者は全額、市の負担）
【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）、市（４分の１）

【対象】
足柄上医師会加盟医師のうち、南足柄市に
医療機関がある医師で構成される２３医療
機関３１人

【補助金額等】
２５０，０００円（平成２７年度）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
足柄上歯科医師会加盟歯科医師のうち、南
足柄市に歯科診療所がある医師で構成され
る１２歯科１２人

【補助金額等】
２００，０００円（平成２７年度）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
神奈川県柔道整復師会小田原支部

【補助金額等】
１４，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【補助金額等】
（支出額－収入額）以内で、予算の範囲内
において市長が定める額

【補助金額等】
１８，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

074042

073070

074040

074041

歳出が削減できる。
現在の南足柄市民の自己負
担額が増加するため、給付金
額の調整を検討する。

特になし。 特になし。

特になし。
神奈川県柔道整復師会
小田原支部補助金

神奈川県柔道整復師会小田
原支部の活動を補助するため
補助金を交付する。

廃止。
南足柄市への申請、交付で
あるので、合併した場合申請
根拠がない。

特になし。

特になし。 特になし。
小田原看護専門学校運
営費補助金

看護専門学校等の運営を円滑
かつ効率的に遂行し、地域医
療の充実に必要な看護師等を
確保する。

看護専門学校等の運営を円滑
かつ効率的に遂行し、地域医
療の充実に必要な看護師等を
確保する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

看護専門学校の運営を円滑
かつ効率的に遂行し、地域医
療の充実に必要な看護師を
確保するため、運営費の一部
を助成する。
南足柄市の負担金は、補助
金に改める。

074047

特になし。 特になし。

南足柄市歯科医師連盟
補助金

南足柄市歯科医師連盟の活
動を補助するため、補助金を
交付する。

現行どおりとする。

合併に際し、連盟のあり方に
ついて検討していただき、併
せて補助金のあり方について
も検討する。

南足柄市医師連盟補助
金

南足柄市医師連盟の活動を補
助するため、補助金を交付す
る。

現行どおりとする。

合併に際し、連盟のあり方に
ついて検討していただき、併
せて補助金のあり方について
も検討する。

重度障がい者訪問入浴
サービス事業

在宅での入浴が困難な重度身
体障がい者に対して、巡回入
浴者で利用者宅を訪問して入
浴サービスを実施して、心身機
能の維持向上と介護家族の負
担軽減を図る。

《参考》
事業所と契約し、委託料で実
施している。市は、利用者から
直接利用料を徴収している。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市の同事業負担金と
統合による歳出の削減（南足
柄市の委託料を含めて）を図
るため。

特になし 特になし
日常生活用具費給付事
業

障がい者に対し、日常生活用
具を給付することにより、日常
生活の便宜を図る。

障がい者に対し、日常生活用
具を給付することにより、日常
生活の便宜を図る。

現行どおりとする。
両市とも実施内容が同じた
め。

073069
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【補助金額等】
（支出額－収入額）以内で、予算の範囲内
において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【補助金額等】
予算の範囲内において別に定める１日当た
りの単価（１００，０００円）に実施日数を乗じ
て得た額

【国、県等からの財源】
１市８町負担金（平成２７年９月１日現在の
人口割により算定）

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【補助金額等】
予算の範囲内において別に定める１日当た
りの単価（１００，０００円）に実施日数を乗じ
て得た額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
一般社団法人　小田原医師会

【補助金額等】
（支出額－収入額）以内で、予算の範囲内
において市長が定める額

【国、県等からの財源】
１市８町負担金（平成２７年９月１日現在の
人口割により算定）

【対象】
外国籍市民が救急医療機関において救急
医療による治療を受け、当該外国籍市民の
責務により医療費の弁済が行われない前年
度の医療費のうち、原因が当該救急医療機
関の責によらないもので回収に相当な努力
をしたにもかかわらず生じた損失医療費。

【対象】
外国籍市民が救急医療機関において救急
医療による治療を受け、当該外国籍市民の
責務により医療費の弁済が行われない前年
度の医療費のうち、原因が当該救急医療機
関の責によらないもので回収に相当な努力
をしたにもかかわらず生じた損失医療費。

【補助金額等】（１件１人当たり）
１００万円まで（入院１４日以内）

【補助金額等】（１件１人当たり）
１００万円まで（入院１４日以内）

【国、県等からの財源】
県１／２

【国、県等からの財源】
県１／２

074048

特になし。

財政負担が軽減される。
小田原市内の病院の負
担が軽減される。

特になし。

救急医療機関外国籍市
民対策費補助金

医療費の負担能力に欠ける外
国籍市民が、県内の救急医療
機関を受診し、医療費の未収
金が生じることによる医療機関
の損失を補填する。

医療費の負担能力に欠ける外
国籍市民が、県内の救急医療
機関を受診し、医療費の未収
金が生じることによる医療機関
の損失を補填する。

現行どおりとする。

神奈川県の救急医療機関外
国籍県民対策費補助要綱に
おいて、市町村が助成するこ
とになっているほか、１人当た
りの助成金額上限等も決まっ
ている。

特になし。

現行どおりとする。

輪番による当番病院を協議、
決定するための機関は必要
であり、会議運営費用を現行
通り負担する。

各医療機関が会議に参
加することで事務が円滑
に運営される。

特になし。 074054

074055

広域二次救急医療確保
対策調整費補助金

広域二次輪番当番病院を決定
するための調整会議等の経費
を助成する。

特になし。

広域二次病院群補充輪
番制運営費補助金

小田原市独自の施策として、
広域二次輪番当番病院に市外
病院が当たる場合、市民の利
便向上のため、別の市内病院
を補充するための運営費を助
成する。

現行どおりとする。

二次救急医療体制を維持す
るため、補助金の支出及び補
助額は、№２３広域二次病院
群輪番制運営費補助金と同
様とする。

広域二次病院群輪番制
運営費補助金

入院や手術を要する救急患者
及び一次医療機関からの転送
患者に対応するため、県西地
域内の１０病院が輪番により内
科系、外科系の２病院体制で、
毎夜間及び休日昼間に診療を
行うための運営費を助成する。

現行どおりとする。
二次救急医療体制を維持す
るため、補助金の支出及び補
助額は適当である。

特になし。

現行どおりとする。

高等看護専門学校の運営を
円滑かつ効率的に遂行し、地
域医療の充実に必要な看護
師を確保するため、運営費の
一部を助成する。

特になし。 特になし。

074052

074053

小田原高等看護専門学
校運営費補助金

看護専門学校等の運営を円滑
かつ効率的に遂行し、地域医
療の充実に必要な看護師等を
確保する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
一般社団法人　小田原医師会
一般社団法人　小田原歯科医師会
公益社団法人　小田原薬剤師会

【対象】
足柄上衛生組合
足柄歯科医師会

【補助金額等】（別添資料参照）
別に定める単価（別紙）に従事日数を乗じて
得た額

【補助金額等】
３，８１２，０００円

【国、県等からの財源】
県補助金（小児救急医療対策費補助金；対
象経費の１／２）及び１市３町負担金（診療
所及び薬局分は夜間受診者の３か年平均
で按分、歯科診療所分は受診者の３か年平
均で按分）

【国、県等からの財源】
１市５町で負担額を按分し支出。一般財源
単独支出。
足柄上衛生組合　　３，６２２，０００円
足柄歯科医師会　　　　１９０，０００円

【対象】
健康おだわら普及員連絡会

【補助金額等】
（支出額－収入額）以内で、予算の範囲内
において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
分娩を取扱う医療機関で、次の条件を満た
すもの。
１　雇用契約等で、産科医等に対する分娩
手当の支給が明記されていること。
２　一分娩あたり、一般的に入院から退院ま
での分娩費用として徴収する金額が５５万
円未満であること。

【補助金額等】
１０，０００円に年間分娩取扱件数を乗じて
得た金額と、対象事業の年間実支出額を比
較して少ない方の額に、３分の１を乗じて得
た額とする（千円未満切捨て）。

【国、県等からの財源】
県１／３

【対象】
食生活改善推進団体いくみ会南足柄市部
「ぱせりの会」

【補助金額等】
３３，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
地域げんき作戦会議を経て自治会単位で健
康づくりを推進する団体であること。

【補助金額等】（１団体につき）９，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

074060特になし。 特になし。
食生活改善推進団体南
足柄支部助成金

地域において食生活改善活動
を行っている南足柄市食生活
改善推進団体に活動助成及び
事業委託により食に対する知
識の普及・啓発を図る。

廃止。
小田原市の団体と同様に委
託料として支出するため、助
成金を委託料に変える。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
足柄上衛生組合の方向
性に注視し、相互利用も
含め市民サービスの低
下がないように配慮す
る。

従来小田原、足柄上各管内
の双方の住民が各診療所を
負担金を求めず相互利用し
ている。今後も従来通り小田
原医師会、小田原歯科医師
会、小田原薬剤師会に対し、
診療所等に係る運営費を助
成する。

南足柄市が負担してきた
足柄上地区休日急患診
療所運営費負担金及び
足柄上地区年末年始歯
科急患診療事業負担金
はなくなる。

特になし。
休日・夜間急患診療所
運営費補助金

休日及び夜間の一次救急医療
体制を確保するため、小田原
医師会、小田原歯科医師会、
小田原薬剤師会が運営する休
日・夜間急患診療所、休日急
患歯科診療所及び休日・夜間
急患薬局の運営費を助成す
る。

休日昼間の救急診療所の運
営費を、南足柄市、中井町、大
井町、松田町、山北町、開成
町の１市５町で負担。１２／２９
～１／３（６日間）の足柄歯科
医師会歯科保健センター診療
所での診療経費を１市５町で
負担。

健康づくりへの取組に市域内
で差が出るため、他の助成事
業の活用を検討する。

074061

074056

地域げんき作戦活動助
成金

地域げんき作戦会議を経て、
自治会単位で組織した健康づ
くりの団体に対し、その活動費
の一部を助成。（広町、関本、
台河原、生駒の４団体）

現行どおりとする。
合併後、組織のあり方を検討
する。

地域において健康づくり
が推進される。

現行どおりとする。
法律に基づき実施し、補助額
も決まっていることから現行
の水準で実施する。

特になし。 特になし。

特になし。 特になし。

産科医師分娩手当補助
金

地域でお産を支える産科医、
産婦人科医及び助産師の処遇
改善を図ることで、産科医療機
関、助産所及び産科医等の確
保を図る。

074057

074058

地域でつくる健康づくり
支援事業補助金

市民の健康増進を図るため、
地域で主体的に取り組む健康
づくり運動を推進する。

現行どおりとする。
ただし、合併後３年を目
途に補助金のあり方を
見直す。

現在、南足柄市においては、
小田原市のような地区自治会
連合会から推薦を受けた健
康づくりに関する組織がない
ため、合併後、調整が必要で
ある。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
医療保険が適用されない体外受精や顕微
授精
①法律上の婚姻関係にある夫婦
②夫及び妻が特定不妊治療の終了した日
及び助成申請日において南足柄市民である
こと
③国民健康保険や社会保険などの医療保
険に加入していること
④夫婦の前年の所得（１月から５月までの申
請については前々年度の所得）の合計が７
３０万円未満であること
⑤夫及び妻に市税等の滞納がないこと
⑥「神奈川県不妊に悩む方への特定治療支
援事業｣実施要綱による助成の決定を受け
た方

【補助金額等】
対象者が受けた特定不妊治療に要した治
療費（保険外診療）から県要綱による助成
額を控除した額。夫婦１組１回の治療につ
き、１０万円を限度。

【国、県等からの財源】
市単独事業（国・県補助の上乗せ事業）

【対象】
厚生労働省不育症研究機関に属する医療
機関、またはこれと同等の能力を有する医
療機関において夫婦が受けた保険診療対
象外の不育症治療及びその治療に係る検
査
①法律上の婚姻関係にある夫婦
②医療機関で不育症と診断され、治療の必
要が認められ実際に治療した夫婦
③夫婦ともに治療終了日及び申請日とも本
市に住民登録がある
④国民健康保険や社会保険などの医療保
険に加入していること
⑤夫婦の前年の所得（１月から５月までの申
請については前々年度の所得）の合計が７
３０万円未満であること
⑥夫及び妻に市税等の滞納がないこと夫婦
ともに医療保険各法の被保険者等であるこ
と。ただし、夫婦の一方又は双方が住民基
本台帳法の規定による本市の住民基本台
帳に記録されていない期間に係る不育症治
療等の費用は除く。

【対象】
厚生労働省不育症研究機関に属する医療
機関、またはこれと同等の能力を有する医
療機関において夫婦が受けた保険診療対
象外の不育症治療及びその治療に係る検
査
①法律上の婚姻関係にある夫婦
②医療機関で不育症と診断され、治療の必
要が認められ実際に治療した夫婦
③夫婦ともに治療終了日及び申請日とも本
市に住民登録がある
④国民健康保険や社会保険などの医療保
険に加入していること
⑤夫婦の前年の所得（１月から５月までの申
請については前々年度の所得）の合計が７
３０万円未満であること
⑥夫及び妻に市税等の滞納がないこと夫婦
ともに医療保険各法の被保険者等であるこ
と。ただし、夫婦の一方又は双方が住民基
本台帳法の規定による本市の住民基本台
帳に記録されていない期間に係る不育症治
療等の費用は除く。

【補助金額等】
１治療期間につき、助成対象費用の２分の１
の額を、３０万円を上限に助成する。初回申
請日の年度を１年度目とし、１対象者に対し
通算５年度まで助成する。

【補助金額等】
１治療期間につき、助成対象費用の２分の１
の額を、３０万円を上限に助成する。初回申
請日の年度を１年度目とし、１対象者に対し
通算５年度まで助成する。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
国民健康保険被保険者
※被保険者の年齢、所得によって給付割合
が異なる。また、減免制度もある。

【対象】
国民健康保険被保険者
※被保険者の年齢、所得によって給付割合
が異なる。また、減免制度もある。

【補助金額等】
診療報酬（公定価格）の７割～１０割

【補助金額等】
診療報酬（公定価格）の７割～１０割

【国、県等からの財源】
国、県、支払基金のほか、被保険者の保険
料などで、財源率、金額は年度により異な
る。

【国、県等からの財源】
国、県、支払基金のほか、被保険者の保険
料などで、財源率、金額は年度により異な
る。

074065

074064

075017
国民健康保険法等で規定さ
れた給付内容、給付金額であ
るため。

特になし 特になし国民健康保険法定給付
国民健康保険法に基づき、保
険給付を行う。

国民健康保険法に基づき、保
険給付を行う。

現行どおりとする。

特定不妊治療費助成金
特定不妊治療を受けている夫
婦に対し、特定不妊治療に要
する費用の一部を助成する。

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

類似団体はもとより、県内自
治体においても実施している
自治体が多いため。

小田原市民へのサービ
スが新たに増える。

財政負担が大きくなるため、他
の事業で不足の財源を賄う。

現行どおりとする。

不育症のために子どもを持つ
ことが困難な夫婦の経済的負
担を軽減する。類似団体と同
程度の水準であるため継続
する。

特になし 特になし不育症治療費助成金
不育症のために子どもを持つ
ことが困難な夫婦に対し、不育
症治療費の一部を助成する。

不育症のために子どもを持つ
ことが困難な夫婦に対し、不育
症治療費の一部を助成する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
①国民健康保険被保険者
②死亡した国民健康保険被保険者の葬儀
を実施した人

【対象】
①国民健康保険被保険者
②死亡した国民健康保険被保険者の葬儀
を実施した人

【補助金額等】
①４２０，０００円
②５０，０００円

【補助金額等】
①４２０，０００円
②５０，０００円

【国、県等からの財源】
①普通地方税交付金措置
②市単独事業

【国、県等からの財源】
①普通地方税交付金措置
②市単独事業

【対象】
国民健康保険被保険者（４０歳以上）で特定
健診の代わりに人間ドックを受けた人（保険
料に未納が無いこと）
※年度内１回に限る

【対象】
・国民健康保険被保険者（３５歳以上）及び
後期高齢者医療保険被保険者で、特定健
診（はつらつ健診）未受診者
※年度内１回に限る

【補助金額等】
人間ドック費用の２分の１（上限１０，０００
円）

【補助金額等】
人間ドック費用の２分の１（上限１０，０００
円、オプションは除く）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業、広域連合

【対象】
小田原医師会、小田原歯科医師会、小田原
薬剤師会、神奈川県柔道整復師会小田原
支部
○その他
補助金交付要綱に則していること

【補助金額等】
○小田原医師会　　　　　　　９２４，０００円
○小田原歯科医師会　　　　４６０，０００円
○小田原薬剤師会　　　　　 １９２，０００円
○神奈川県柔道整復師会小田原支部
                                      ３８，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
ひとり親家庭等の父又は母と児童

【対象】
ひとり親家庭等の父又は母と児童

【補助金額等】
健康保険各法の規定により、対象者が負担
すべき額

【補助金額等】
健康保険各法の規定により、対象者が負担
すべき額

【国、県等からの財源】
県（２分の１）

【国、県等からの財源】
県（２分の１）

【対象】
入院・通院ともに中学校修了までの者を養
育する者

【対象】
通院は小学校４年生修了までの者を養育す
る者
入院は中学校修了までの者を養育する者

【補助金額等】
健康保険各法の規定により、対象者が負担
すべき額

【補助金額等】
健康保険各法の規定により、対象者が負担
すべき額

【国、県等からの財源】
○未就学児の通院・入院分及び中学校修了
までの入院分、所得限度以内
  県（３分の１）

○未就学児の所得限度以上の通院・入院
分、所得限度以内の小学生から中学校修了
までの通院分
  市単独事業

【国、県等からの財源】
○未就学児の通院・入院分及び中学校修了
までの入院分、所得限度以内
  県（２分の１）
  ※財政力指数１．０未満のため
○未就学児の所得限度以上の通院・入院
分、所得限度以内の小学１年生から４年生
までの通院分
  市単独

【対象】
医師が指定養育医療機関において入院療
育を必要と認めた未熟児

【対象】
医師が指定養育医療機関において入院療
育を必要と認めた未熟児

【補助金額等】
養育に必要な医療を現物給付

【補助金額等】
養育に必要な医療を現物給付

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

【国、県等からの財源】
国（２分の１）、県（４分の１）

075031

075022

075025

081018

081020

081019

特になし 特になし

特になし 特になし

未熟児養育医療費助成
金

医師が指定養育医療機関にお
いて入院療育を必要と認めた
未熟児に対し、満１歳の誕生
日の前々日までの養育に必要
な医療を現物給付する。

医師が指定養育医療機関にお
いて入院療育を必要と認めた
未熟児に対し、満１歳の誕生
日の前々日までの養育に必要
な医療を現物給付する。

ひとり親家庭等医療費助
成

ひとり親家庭等の父又は母と
児童が、療養または医療の給
付を受けた場合に、健康保険
各法の規定により、対象者が
負担すべき額を助成する。

ひとり親家庭等の父又は母と
児童が、療養または医療の給
付を受けた場合に、健康保険
各法の規定により、対象者が
負担すべき額を助成する。

現行どおりとする。

県費補助を受けて実施してお
り、給付水準は両市とも同
一。
県補助要綱では、受診の際
の一部負担金が制度化され
ているものの、両市とも市費
で肩代わりをしている。
県内で一部負担金を課してい
る事例はなく、見直しは難し

医療費助成の対象年齢は中
学校卒業までとしている自治
体が趨勢であることから中学
卒業までを対象としている小
田原市の基準に揃える。

対象者を絞ることで経費の削
減を図る。

予算規模の削減と、事務
量の軽減化が図られる。

南足柄市民にとって、サービス
が低下する。
郵送や支所等での受付の開始
の検討（広域になることも踏ま
え）を行うとともに、後期高齢者
へ他の健診の案内や、特定健
診案内文への掲載、広報紙等
による周知を行う。

人間ドック助成

国民健康保険被保険者が特
定健診と同等の健康診断（人
間ドック等）を受診した場合に
助成する。

国民健康保険被保険者と後期
高齢者医療被保険者が特定
健診と同等の健康診断（人間
ドック等）を受診した場合に助
成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

任意給付として出産育児一時
金及び葬祭費の給付を行う。
①出産育児一時金
②葬祭費

現行どおりとする。

各団体との調整不要。 特になし。

幅広い子育て中の市民
の経済的負担が軽減さ
れる。

財政負担が増す。小児医療費助成

小児が療養または医療の給付
を受けた場合に、健康保険各
法の規定により対象者が負担
すべき額を助成する。

小児が療養または医療の給付
を受けた場合に、健康保険各
法の規定により対象者が負担
すべき額を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

現行どおりとする。

母子保健法に基づく法定受
託事務であり見直しの余地は
なく、両市の給付水準も同一
であるため。

国民健康保険事業協力
補助金

国民健康保険事業を円滑に実
施し、もって地域住民の健康維
持に寄与する事業を行う場合
に補助金を交付する。

現行どおりとする。

医師会、歯科医師会について
は新しい市域で活動すること
を想定しているが、事業内容
に大きな変更は生じないと思
われるため。（薬剤師会、柔
道整復師会はすでに対象エリ
アとなっていることから変更の
必要はない。）

ほとんどの市町村が同じ内
容、金額で実施しており、両
市も同様であるため。

特になし 特になし
国民健康保険任意給付
（出産育児一時金・葬祭
費）

任意給付として出産育児一時
金及び葬祭費の給付を行う。
①出産育児一時金
②葬祭費
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
新設遊園地における遊器具の購入、危険防
止等のための工事事業

【補助金額等】
３０万円を上限として補助対象費用の２分の
１（百円未満切捨）。ただし、市長が特に必
要と認めるときは、増額することができる。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　遊器具又は危険防止等の設備の修理
２　新たに遊器具の購入又は危険防止等の
設備の設置
３　遊器具又は危険防止等の設備の撤去移
設
４　大規模な塗装

【補助金額等】
４２，７００円を上限として補助対象経費の２
分の１（百円未満切捨）。ただし、市長が特
に必要と認めるときは、増額することができ
る。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　さく、植木等の手入れ
２　遊園地内の清掃
３　光熱水の供給
４　その他遊園地維持のために必要な諸資
材購入等

【補助金額等】
１８，０００円を上限として補助対象費用の２
分の１（百円未満切捨）。ただし、市長が特
に必要と認めるときは、増額することができ
る。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
既設遊園地における賠償責任保険に係る
保険料

【補助金額等】
保険料の全額に相当する額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
子育て支援フェスティバルの開催に関する
事業

【補助金額等】
事業費総額の３分の２とする。ただし、予算
額を上限とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

081023

081024

081025

081022

小田原市の事務処理方
式を適用する。
実行委員会の形式の事
業開催と補助金につい
て継続する。南足柄市域
で活動する子育て支援
団体の参加も得て、市域
全体の子育て支援イベ
ントとして拡充していく。

協賛金以外の財源がないた
め、事業の継続には補助金
の支出は必要。
子育て支援団体同士の情報
交換や連携が図られている。

子育て世代や子どもたち
の絶大な支持を得ている
イベントの充実が図れ
る。

現在と変らない負担であっても
イベントの充実が図られること
からデメリットは特にない。

子育て支援フェスティバ
ル補助金

地域における子育て支援を推
進し、もって就学前児童（以下
「児童」という。）の健全育成及
び児童福祉を向上させることを
目的する。

081026

南足柄市域分は市有施設で
一括加入しているため。
（全国市長会　市民総合保障
保険）

特になし。 特になし。
遊園地施設賠償責任保
険料補助金

民間児童遊園地（以下「遊園
地」という。）の普及と遊器具の
整備等を促進し、もって児童に
健全な遊び場を与え、交通事
故等による傷害の防止及び健
康の増進を図る。

現行どおりとする。
現在の小田原市域のみ
補助金による保険料支
払を行っていく。

小田原市と南足柄市では児
童公園設置の経緯が異なり、
統合困難。
当面、それぞれの地域での対
応を継続し、自治会支援のあ
り方などを踏まえて将来的に
見直していく。

特になし。
事務の効率化、財政的な効果
が見込めないため、運営費補
助金の見直しを検討する。

児童遊園地運営費補助
金

民間児童遊園地（以下「遊園
地」という。）の普及と遊器具の
整備等を促進し、もって児童に
健全な遊び場を与え、交通事
故等による傷害の防止及び健
康の増進を図る。

現行どおりとする。
小田原市域のみを対象
とする。

児童遊園地補修・増設、
撤去費補助金

民間児童遊園地（以下「遊園
地」という。）の普及と遊器具の
整備等を促進し、もって児童に
健全な遊び場を与え、交通事
故等による傷害の防止及び健
康の増進を図る。

現行どおりとする。
南足柄市の児童遊園地
は市有財産であるため、
小田原市域のみ補助制
度を継続する。

新設に対する支援は行わな
いこととする。

行政の財政的負担が軽
減される。

新設事業費が全て地域団体等
の負担となるため、子どもの安
全な遊び場の確保が進まなく
なるため、その他の支援方法
を研究する。

児童遊園地管理補助金

民間児童遊園地（以下「遊園
地」という。）の普及と遊器具の
整備等を促進し、もって児童に
健全な遊び場を与え、交通事
故等による傷害の防止及び健
康の増進を図る。

廃止。

児童遊園地の修繕費につい
ては、両市の取扱いの違いが
大きく、南足柄市においては、
直営事業となっている。

特になし。
事務の合理化、財政的な効果
が見込めない。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
父母の離婚や死亡などによって、父または
母と生計を同じくしていない児童を養育して
いるひとり親等世帯

【対象】
父母の離婚や死亡などによって、父または
母と生計を同じくしていない児童を養育して
いるひとり親等世帯

【補助金額等】
○全部支給
  ４２，３３０円
○一部支給
  ４２，３２０円～９，９９０円（所得額により手
当の額を決定）
※第２子加算５，０００円、第３子以降は１人
当たり３，０００円。一部支給者は所得に応じ
て加算額が決定。（平成２８年８月分から、
第２子加算が最大１０，０００円、第３子以降
は１人当たり最大６，０００円）

【補助金額等】
○全部支給
  ４２，３３０円
○一部支給
  ４２，３２０円～９，９９０円（所得額により手
当の額を決定）
※第２子加算５，０００円、第３子以降は１人
当たり３，０００円。一部支給者は所得に応じ
て加算額が決定。（平成２８年８月分から、
第２子加算が最大１０，０００円、第３子以降
は１人当たり最大６，０００円）

【国、県等からの財源】
国（３分の１）

【国、県等からの財源】
国（３分の１）
【対象】
配偶者のない女子又は男子で、２０歳に満
たない者を現に扶養し、本市に居住している
【補助金額等】
上限額２０万円（無利子）
【国、県等からの財源】
市単独事業（南足柄市母子及び父子家庭生
活資金貸付基金）

【対象】
母子福祉資金等を借り入れ、１年間元金を
完納した者
【補助金額等】
１年間元金を完納した者に対してその年に
支払った利息分
【国、県等からの財源】
市単独事業
【対象】
・市内に住所を有する２０歳未満の児童を養
育している母子家庭の母及び父子家庭の父
で、児童扶養手当の支給を受けている者又
はその所得水準にある者
・過去に教育訓練給付金を受けたことがな
い者

【対象】
・市内に住所を有する母子家庭の母又は父
子家庭の父で、児童扶養手当の支給を受け
ている者又はその所得水準にある者。
・過去に教育訓練給付金を受給していない
者。
・雇用保険法に規定する教育訓練給付金の
受給資格を有していない者

【補助金額等】
・雇用保険教育訓練給付金の受給資格を有
しない者は教育訓練経費の６割で上限２０
万円
（１２，０００円を超えない場合は支給しない）
・雇用保険教育訓練給付金の受給資格を有
する者は教育訓練経費の４割で雇用保険と
合わせて上限２０万円（８，０００円を超えな
い場合は支給しない）

【補助金額等】
教育訓練経費の６割で上限２０万円
（１２，０００円を超えない場合は支給しない）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）
※雇用保険教育訓練給付金の受給資格を
有している者の給付金は市単独

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【対象】
・市内に住所を有する２０歳未満の児童を養
育している母子家庭の母及び父子家庭の父
・過去に高等職業訓練給付金を受けたこと
が無い者

【対象】
・市内に住所を有する２０歳未満の児童を養
育している母子家庭の母及び父子家庭の父
・過去に高等職業訓練給付金を受けたこと
が無い者

【補助金額等】（１月につき）
○非課税世帯
  １００，０００円
○課税世帯
  ７０，５００円

【補助金額等】（１月につき）
○非課税世帯
  １００，０００円
○課税世帯
  ７０，５００円

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

081027

081031

081030

081028

081029特になし 特になし

母子家庭等自立支援教
育訓練給付金

母子家庭の母等の主体的な能
力開発を支援するため、就業
につながる技能や資格の取得
を目的に指定講座を受講した
者に費用の一部を支給する。

母子家庭の自立を促進するた
め、教育訓練講座を受講する
母子家庭の母及び父子家庭の
父に対し母子及び父子家庭自
立支援教育訓練給付金を給付
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

両市で実施している事業であ
るが、小田原市では国の助成
基準に対して上乗せがある。
しかし、国の制度が改正さ
れ、小田原市の上乗せ部分
が国制度に吸収される見込
みである。

母子及び父子家庭生活
資金貸付事業

配偶者のない女子又は配偶者
のない男子で、満２０歳に満た
ない児童を現に扶養しているも
のに対し、生活資金の貸付事
業を行い、母子家庭及び父子
家庭の福祉の増進を図る。

合併と同時に廃止し、新
規の貸付はせず返済の
み管理する。
返済の管理に係る実施
方法等については、現行
を引継ぐ。

類似団体事例もなく県の貸付
制度で対応可能のため。

自立を目指すひとり親家
庭の資格取得に対して、
より充実した支援ができ
る。

国の制度改正が確定していな
いため、引き続き市単独での
上乗せとなる場合があるが、
利用者数が少なく、国の制度
改正がない場合であっても影
響は限定的である。

特になし

母子家庭等（高等職業）
自立支援高等職業訓練
促進給付金

母子家庭の母等が就職に有利
な資格の取得を促進するた
め、養成訓練の受講期間中訓
練促進費を支給する。

母子家庭の母等が就職に有利
な資格の取得を促進するた
め、養成訓練の受講期間中訓
練促進費を支給する。

現行どおりとする。

国補助要綱に基づき実施して
いる事業であり、給付水準に
ついては両市とも上乗せはな
いため。

児童扶養手当

父母の離婚や死亡などによっ
て、父または母と生計を同じく
していない児童を養育している
ひとり親等世帯に対し、児童扶
養手当を支給する。

父母の離婚や死亡などによっ
て、父または母と生計を同じく
していない児童を養育している
ひとり親等世帯に対し、児童扶
養手当を支給する。

現行どおりとする。

児童扶養手当法に基づく法
定受託事務であり、給付水準
については両市とも上乗せな
く、同水準であるため。

特になし

市独自の貸付の相談対
応が無くなる。

県の貸付が実行される前に資
金が必要な場合など、緊急に
貸付が必要な場合に対応でき
ない。
市独自の貸付が廃止の周知を
し、計画的な貸付相談を案内
する。

母子福祉資金等利子補
給金

母子福祉資金等を借り入れ、１
年間元金を完納した者に対し
てその年に支払った利息分を
支給する。

合併前に廃止
（経過措置あり。最終は
平成３９年度）

特になし 特になし

本制度は小田原市において
平成２９年４月に廃止予定と
なっている。
（経過措置として平成２８年度
以前に母子福祉資金等の貸
付を受けた者に対する利子
補給は行う。最終は平成３９
年度）
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市母子家庭等自立支援高等職業訓
練促進給付金を支給していた者で養成訓練
の受講が修了した者

【対象】
南足柄市母子及び父子家庭高等技能訓練
促進給付金を支給していた者で養成訓練の
受講が修了した者

【補助金額等】（１月につき）
○非課税世帯
  ５０，０００円
○課税世帯
  ２５，０００円

【補助金額等】（１月につき）
○非課税世帯
  ５０，０００円
○課税世帯
  ２５，０００円

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【国、県等からの財源】
国（４分の３）

【対象】
中学校修了（１５歳に到達後の最初の年度
末）までの児童を養育している公務員以外

【対象】
中学校修了（１５歳に到達後の最初の年度
末）までの児童を養育している公務員以外

【補助金額等】
○０～３歳未満
  １５，０００円
○３歳から小学校卒業まで
  第１子・第２子１０，０００円
  第３子以降１５，０００円
○中学生
  １０，０００円
○所得限度以上者
  ５，０００円

【補助金額等】
○０～３歳未満
  １５，０００円
○３歳から小学校卒業まで
  第１子・第２子１０，０００円
  第３子以降１５，０００円
○中学生
  １０，０００円
○所得限度以上者
  ５，０００円

【国、県等からの財源】
概ね、国（２０分の１４）、県（２０分の３）
※年齢等により負担率が異なる

【国、県等からの財源】
概ね、国（２０分の１４）、県（２０分の３）
※年齢等により負担率が異なる

【対象】
本来、教育標準時間（１号）認定子ども、保
育（２号）認定子ども、保育（３号）認定子ども
の各保護者に対する給付であるが、施設が
代理受領する。

【対象】
本来、教育標準時間（１号）認定子ども、保
育（２号）認定子ども、保育（３号）認定子ども
の各保護者に対する給付であるが、施設が
代理受領する。

【補助金額等】
総額（公定価格×実人員）－利用者負担額

【補助金額等】
総額（公定価格×実人員）－利用者負担額

【国、県等からの財源】
○教育
  全国共通負担部分：国（２分の１）、県（４分
の１）
  地方単独負担部分：県（２分の１）
○保育
  国（２分の１）、県（４分の１）
  ※公立を除く

【国、県等からの財源】
○教育
  全国共通負担部分：国（２分の１）、県（４分
の１）
  地方単独負担部分：県（２分の１）
○保育
  国（２分の１）、県（４分の１）
  ※公立を除く

【対象】
市内民間保育所７園（※新規分は対象外）
社会福祉法人及び民法第３４条に規定する
公益法人が行う施設整備（修繕を含む。）及
び設備整備のための独立行政法人福祉医
療機構、年金福祉事業団又は神奈川県社
会福祉協議会からの借入金償還元金

【対象】
市内民間保育所４園（※平成２８年度補助
金交付対象：補助１園）社会福祉法人及び
民法第３４条に規定する公益法人が行う施
設整備（修繕を含む。）及び設備整備のため
の独立行政法人福祉医療機構、年金福祉
事業団又は神奈川県社会福祉協議会から
の借入金償還元金

【補助金額等】
県の民間保育所特別経常費補助実施要領
及び民間保育所特別経常費補助金交付基
準に基づき算出した額（各園の各年度に係
る償還元金の４分の３が補助額）

【補助金額等】
県の民間保育所特別経常費補助実施要領
及び民間保育所特別経常費補助金交付基
準に基づき算出した額（各園の各年度に係
る償還元金の４分の３が補助額）

【国、県等からの財源】
民間保育所特別経常費補助金
県１／２

【国、県等からの財源】
民間保育所特別経常費補助金
県１／２

081037

081032

081033

081035

特になし

子ども・子育て支援法に基づ
く事務事業であり、両市間の
取扱いに差異はないため。

特になし 特になし

特になし 特になし

子どものための教育・保
育給付費

子ども・子育て支援法に基づ
き、すべての子どもの健やかな
成長等のために子どものため
の教育・保育給付を行う。
①施設型給付費（幼稚園・認
定こども園（幼稚園・保育所））
②施設型給付費（保育所）※
委託費
③地域型保育給付費（小規模
保育等）

子ども・子育て支援法に基づ
き、すべての子どもの健やかな
成長等のために子どものため
の教育・保育給付を行う。
①施設型給付費（幼稚園・認
定こども園（幼稚園・保育所））
②施設型給付費（保育所）※
委託費
③地域型保育給付費（小規模
保育等）

現行どおりとする。

児童手当

中学校修了（１５歳に到達後の
最初の年度末）までの児童を
養育している公務員以外の者
に対し、児童手当を支給する。

中学校修了（１５歳に到達後の
最初の年度末）までの児童を
養育している公務員以外の者
に対し、児童手当を支給する。

現行どおりとする。

児童手当法に基づく法定受
託事務であり、給付水準につ
いては両市とも上乗せはない
ため。

母子家庭等自立支援修
了支援給付金

母子家庭の母等が就職に有利
な資格の取得を促進するた
め、養成訓練の受講修了後に
修了一時金を支給する。

母子家庭の母等が就職に有利
な資格の取得を促進するた
め、養成訓練の受講修了後に
修了一時金を支給する。

現行どおりとする。

国補助要綱に基づき実施して
いる事業であり、給付水準に
ついては両市とも上乗せはな
いため。

特になし

県補助事業に基づき交付して
いる補助金であり、２市間の
取扱いに差異はない。
各園の施設整備のための借
入金の償還元金に対する補
助である。ため維持すべき補
助金である。

特になし。 特になし。民間保育所特別経常費

施設整備のための借入金のう
ち、元金の償還分について補
助する。県の「民間保育所特
別経常費補助金交付要綱」に
基づく。

施設整備のための借入金のう
ち、元金の償還分について補
助する。県の「民間保育所特
別経常費補助金交付要綱」に
基づく。

現行どおりとする。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内民間保育所４園

【補助金額等】
乳幼児の定員に予算の単価（平成２８年度：
１５０円×１２月）を乗じた額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内民間保育所４園

【補助金額等】
３歳以上の幼児の数に予算の単価（平成２８
年度：２４８．４円）を乗じた額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所等２９園（保育所、認定こども
園、小規模保育事業）
※認定こども園は保育部に限る

【対象】
市内民間保育所４園

【補助金額等】
児童１人月額７８５円×在籍児童数（１０月１
日現在入所児童数）×１２月で算出
在籍児童数が定員を超える場合は、定員数
を上限とする。

【補助金額等】
乳幼児の定員に予算の単価（平成２８年度：
５００円）を乗じ、一律予算額（平成２８年度：
８０，０００円）を加えた額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所等２９園（保育所、認定こども
園、小規模保育事業）
※認定こども園は保育部に限る

【対象】
市内民間保育所４園

【補助金額等】
単価２３１円（検査項目：赤痢菌、Ｏ１５７、サ
ルモネラ菌の場合）×実施人数で算出
※保育所等職員のうち給食関係者（調理
員・栄養士・調乳担当者）については、毎月
２回検査が実施されているものに限り、２回
目実施分のみを補助対象とする。

【補助金額等】
それぞれの月の職員等の数に予算の単価
（平成２８年度：５２５円）を乗じた額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所のうち、保育支援員を雇用する
施設（１６園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、保育支援員を
雇用する施設（平成２８年度：０園）

【補助金額等】
国の保育対策総合支援事業費補助金交付
要綱により算出した額
１施設当たり月額９０，０００円×対象月数

【補助金額等】
国の保育対策総合支援事業費補助金交付
要綱により算出した額
１施設当たり月額９０，０００円×対象月数

【国、県等からの財源】
保育対策総合支援事業費補助金
国１／２、県１／４

【国、県等からの財源】
保育対策総合支援事業費補助金
国１／２、県１／４

081047

081038

081041

081045
保育所運営費加給補助
金・民間保育所委託奨
励費補助金

保育所職員の待遇改善、施設
運営の健全化及び児童の処遇
向上等を図るため、在籍児童
の数に応じて補助する。市単
独補助金。

児童福祉法に規定する保育所
（事業所内保育施設を除く。）
の運営経費について予算の範
囲内において補助金を交付。
市単独補助金

廃止。

職員の待遇改善や施設運営
等のための在籍児童数に応
じた補助。
子ども・子育て支援新制度で
は公定価格において職員の
処遇改善等の充実など質の
改善が図られている。
このことを受け、県においても
一律的な運営費補助から課
題解決等のための事業費補
助にシフトしている。

特になし。 特になし。

廃止。

公定価格に、当該補助金の
内容は積算され、当該補助金
は上乗せ補助となっており、
公定価格で充実されるべきも
の。
類似団体３市のうち実施は１
市のみ。

補助単価は減額となるが、南
足柄市域に所在する各園で現
行どおり各職員月１回の実施
や調理員等の月２回実施を促
していく必要がある。

単価については、両市に隔た
りがあるため、合併後に改めて
検討していく必要がある。

081046
細菌検査事業費補助
金・民間保育所検便検
査補助金

保育所等職員の細菌検査にか
かる費用の一部を補助する。
市単独補助金。

児童福祉法に規定する保育所
（事業所内保育施設を除く。）
の運営経費（職員等の便検査
に必要な経費）について予算
の範囲内において補助金を交
付。市単独補助金

小田原市の事務処理方
式を適用する。

食中毒防止等を促進するた
め存続が必要。
調理員等に対する月１回の検
査実施は国の最低基準で定
められており、公定価格で積
算されている。
南足柄市では一部上乗せ補
助となっていることから、基準
を超えて検査の実施を奨励し
ている小田原市の水準で実
施。

歳出減による財政的効
果。

特になし。 特になし。
保育支援員設置事業費
補助金

保育に係る周辺業務を担う保
育支援者の雇入れに要する費
用の一部を補助する。国の「保
育対策総合支援事業費補助
金」の「保育体制強化事業」に
よる。

地域住民や子育て経験者など
の地域の多様な人材（保育支
援者）を保育に係る周辺業務
に活用し、保育士の負担を軽
減することによって、保育の体
制を強化し、保育士の就業継
続及び離職防止を図り、保育
士が働きやすい職場環境を整
備する費用の一部を補助。国
の「保育対策総合支援事業費
補助金」中、「保育体制強化事
業」による。

現行どおりとする。
国の補助事業であり、２市間
で取扱いに差異はない。

特になし。 特になし。

特になし。 特になし。

民間保育所尿検査補助
金

児童福祉法に規定する保育所
（事業所内保育施設を除く。）
の運営経費（児童の尿検査に
必要な経費）について予算の
範囲内において補助金を交
付。市単独補助金

民間保育所児童用一般
生活費補助金

児童福祉法に規定する保育所
（事業所内保育施設を除く。）
の運営経費（児童の採暖及び
給食に必要な経費）について
予算の範囲内において補助金
を交付。市単独補助金

廃止。

入所児童に応じて施設へ支
払われる給付費の単価（公定
価格）に、当該補助金の内容
である給食費や児童採暖費
は積算され、当該補助金は上
乗せ補助となっており、公定
価格で充実されるべきもの。
類似団体においても実施され
ていない。
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【対象】
民間保育所等のうち、定員を超えた児童の
受入れを行う施設（１５園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、定員を超えた
児童の受入れを行う施設（平成２８年度：４
園）

【補助金額等】
県の低年齢児受入対策緊急支援事業実施
要綱に基づき算出した額
入所した児童（１月につき ）
４～６月　　３１６，４０２円
７～１２月　２７９，０６３円
１～３月　　２３５，８２８円

【補助金額等】
県の低年齢児受入対策緊急支援事業実施
要綱に基づき算出した額
入所した児童（１月につき ）
４～６月　　３１６，４０２円
７～１２月　２７９，０６３円
１～３月　　２３５，８２８円

【国、県等からの財源】
低年齢児受入対策緊急支援事業費補助金
県１／２

【国、県等からの財源】
低年齢児受入対策緊急支援事業費補助金
県１／２

【対象】
民間保育所等のうち、地域型保育事業を行
う事業所の保育内容の支援や卒園児の受
入れを行う連携施設となる施設（１園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、地域型保育事
業を行う事業所の保育内容の支援や卒園
児の受入れを行う連携施設となる施設（平
成２８年度：０園）

【補助金額等】
県の地域型保育事業連携対策緊急支援事
業実施要綱に基づき算出した額
月額２４，６００円×連携月数

【補助金額等】
県の地域型保育事業連携対策緊急支援事
業実施要綱に基づき算出した額
月額２４，６００円×連携月数

【国、県等からの財源】
地域型保育事業連携対策緊急支援事業費
補助金　（県）１／２

【国、県等からの財源】
地域型保育事業連携対策緊急支援事業費
補助金（県）１／２

【対象】
民間保育所等のうち、看護師等を雇用する
施設（２園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、看護師等を雇
用する施設（平成２８年度：０園）

【補助金額等】
県の民間保育所健康管理体制強化事業実
施要綱に基づき算出した額
月額 ３０，２００円×看護師等を配置した月
数

【補助金額等】
県の民間保育所健康管理体制強化事業実
施要綱に基づき算出した額
月額 ３０，２００円×看護師等を配置した月
数

【国、県等からの財源】
民間保育所健康管理体制強化事業費補助
金（県）１／２

【国、県等からの財源】
民間保育所健康管理体制強化事業費補助
金（県）１／２

【対象】
民間保育所等のうち、要保護児童等の特別
な支援を要する家庭の児童を受け入れた施
設（３園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、要保護児童等
の特別な支援を要する家庭の児童を受け入
れた施設（平成２８年度：４園）

【補助金額等】
県の要保護児童保育所受入促進事業実施
要綱に基づき算出した額
月額 ５６，１４４円×要保護児童が入所した
月数

【補助金額等】
県の要保護児童保育所受入促進事業実施
要綱に基づき算出した額
月額 ５６，１４４円×要保護児童が入所した
月数

【国、県等からの財源】
要保護児童保育所受入促進事業費補助金
（県）１／２

【国、県等からの財源】
要保護児童保育所受入促進事業費補助金
（県）１／２

081048

081051

081049

081050

特になし。

民間保育所健康管理体
制強化事業費補助金

保健師、看護師を雇用する保
育所に対し、保育士を雇用した
場合との経費の差額の一部を
補助する。県の「民間保育所
健康管理体制強化事業費補
助金」による。

保育所等に通う児童の健康管
理等を図るため、看護師等を
雇用する保育所等を設置する
社会福祉法人等に対し、保育
士を雇用した場合の経費との
差額の一部を補助。県の「民
間保育所健康管理体制強化
事業費補助金」による。

現行どおりとする。

低年齢児の健康管理やアレ
ルギー対応に係る保育士負
担軽減などの課題に対応す
るための県補助事業。
２市間で取扱いに差異はな
い。

現行どおりとする。

ＤＶ等のケースに係る保育士
負担軽減などの課題に対応
するための県補助事業。
２市間で取扱いに差異はな
い。

特になし。 特になし。

特になし。 特になし。

要保護児童保育所受入
促進事業費補助金

虐待等を受けた要保護児童を
受け入れた保育所が保育士を
雇用する経費の一部を補助す
る。県の「要保護児童保育所
受入促進事業費補助金」によ
る。

要保護児童など特別な支援を
要する家庭の児童を受け入れ
た保育所等を設置する社会福
祉法人等に対し、配置基準を
超えて配置する保育士の雇用
経費の一部を補助。県の「要
保護児童保育所受入促進事
業費補助金」による。

地域型保育事業連携対
策緊急支援事業費補助
金

地域型保育事業の確保を図る
ため、連絡調整にかかる人件
費の一部を補助する。県の「地
域型保育事業連携対策緊急
支援事業費補助金」による。

地域型保育事業を行う事業所
の保育内容の支援や卒園児
の受入れを行う連携施設とな
る保育所等を設置する社会福
祉法人等に対し、地域型保育
事業者との連絡調整を行う者
の雇用経費の一部を補助。県
の「地域型保育事業連携対策
緊急支援事業費補助金」によ
る。

現行どおりとする。

新制度の課題（待機児童の
大きなウエイトを占める０～２
歳児に対応するための地域
型保育事業の３歳以降の受
け皿確保となる連携施設設定
のためのインセンティブ）に対
応するための県補助事業。
２市間の取扱いに差異はな
い。

特になし。

現行どおりとする。

待機児童対策のための県補
助事業。
２市間で取扱いに差異はな
い。

特になし。 特になし。
低年齢児受入対策緊急
支援事業費補助金

定員を超えて０～２歳児の受
入を行う保育所に対し、保育士
を雇用する経費の一部を補助
する。県の「低年齢児受入対
策緊急支援事業費補助金」に
よる。

保育所等が０～２歳児につい
て定員を超過して受け入れる
に当たり、配置基準を超えて配
置する保育士の雇用経費の一
部を補助。県の「低年齢児受
入対策緊急支援事業費補助
金」による。
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【対象】
民間保育所のうち、新制度への移行に伴
い、移行前と比較して収入減となる既設の
施設

【対象】
市内民間保育所４園のうち、新制度への移
行に伴い、移行前と比較して収入減となる
既設の施設（平成２８年度：０園）

【補助金額等】
県の民間保育所運営費緊急支援事業実施
要綱に基づき算出した額
○１園当たり補助基準額
年額２，８２９，０００円（上限額）

【補助金額等】
県の民間保育所運営費緊急支援事業実施
要綱に基づき算出した額
○１園当たり補助基準額
年額２，８２９，０００円（上限額）

【国、県等からの財源】
民間保育所運営費緊急支援事業費補助金
（県事業分）※県事業分以外は単独
県１／８　、市１／８

【国、県等からの財源】
民間保育所運営費緊急支援事業費補助金
県１／８

【対象】
民間保育所等（保育所、認定こども園、小規
模保育事業）のうち、障がい児等を受け入れ
た施設
※認定こども園は保育部に限る。対象人数：
年間延べ３９６人

【補助金額等】
児童１人月額４８，７５０円×各月初日に在
籍する補助対象児童数

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所等（保育所、認定こども園、小規
模保育事業）のうち、生後６か月未満の児童
を受け入れた施設
※認定こども園は保育部に限る。対象人数：
８２６人

【補助金額等】
入所時点で生後６か月未満の児童１人月額
４，８６０円×対象児童数（延人数）で算出

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所及び小規模保育事業（２５園）
①１１時間の保育所開所時間を超えて延長
保育を実施の場合
②開所時間内で各施設が設定した短時間
認定児の保育を行う時間を超えて延長保育
を実施の場合

【対象】
市内民間保育所４園のうち、通常の保育時
間を延長して児童を受け入れる施設（平成２
８年度：０園）

【補助金額等】
国の子ども・子育て支援交付金交付要綱を
基礎に市基準で算出した額
※（　）内は平均利用児童数
○３０分延長　３００千円
○１時間延長　３００千円（１～５人）、１，２１
２千円（６～９人）、１，４２２千円（１０～１９
人）ほか
○２時間延長　１，２１２千円（１～２人）、２，
１６６千円（３～６人）ほか○短時間認定は国
基準同額

【補助金額等】
国基準どおり
①保育標準時間認定（１１時間開所）を超え
る分（１事業当たり年額）
○３０分延長　　 　　 ３００千円
○１時間延長　   １，３４２千円
○２～３時間　　　２，１６６千円
○４～５時間　　　４，６２４千円
②保育短時間認定（１人当たり年額）
○１時間延長　　　１７，２００円
○２時間　　　　　　３４，４００円
○３時間　　　　　　５１，６００円

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金（国）１／３、（県）
１／３

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金（国）１／３、（県）
１／３

081055

081052特になし。 特になし。

特になし。 特になし。
時間延長型保育事業費
補助金

通常の保育時間を延長して児
童を受け入れる保育所に対し
て、人件費等の費用を補助す
る。県の「子ども・子育て支援
交付金」による。

保育認定を受けた児童が、や
むを得ない理由により通常の
利用日及び利用時間帯以外の
日及び時間において保育所等
で保育を受けた際に、保護者
が支払うべき時間外保育の費
用の全部又は一部を助成。県
の「子ども・子育て支援交付
金」による。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

国補助事業に基づき交付して
いる補助金。
施設数が多い小田原市の水
準を適用する。
現在、補助実績は小田原市
のみ。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

障がい児保育費補助金
障がい児等を受け入れる保育
所に対し、人件費の一部を補
助する。市単独補助金。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

現在、保育所において課題と
なっている障がい児の受け入
れに対し、適切に保育士を加
配するための補助であり、類
似団体においても実施されて
いる補助事業。

081053

081054

民間保育所運営費緊急
支援事業費補助金

子ども・子育て支援新制度の
導入により、収入減が見込ま
れる保育所に、平成２６年度と
平成２８年度の収入を比較して
収入減となる額を補助する。県
の「民間保育所運営緊急支援
事業費補助金」による。（平成
２８年度で県事業廃止）

子ども・子育て支援新制度へ
の移行により、旧制度より収入
減が見込まれる県所管域の既
設の保育所等を設置する社会
福祉法人等に対し、配置基準
を超えて配置する保育士の雇
用経費の一部を補助。県の
「民間保育所運営緊急支援事
業費補助金」による。
（平成２８年度で県事業廃止）

廃止。
平成２８年度で補助事業廃止
のため廃止。

小田原市のみで実施している
が、近年申し込みが多く課題
となっている低年齢児受入れ
に関連する補助事業のため、
小田原市の水準で実施して
いく。

特になし。
歳出増による財政的影響が伴
うため、補助事業全体の中で
廃止や見直しの整理を行う。

南足柄市域の民間保育
所においても障がい児保
育の充実が図られること
で、障がい児の処遇向
上や受入れ促進、入所
児童の増に繋がる。

歳出増による財政的な影響が
伴うため、補助事業全体の中
で廃止や見直しの整理を行う
ことで歳出増を抑制。

民間保育所産休明け乳
児保育奨励費補助金

生後６月未満の乳児を受け入
れた保育所に対し、対象の乳
児の数に応じて補助する。市
単独補助金。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
次のいずれも満たす施設に対して補助する
（民間保育所１８園）
①１歳児が常時１２人以上入所（４月及び３
月については１１人以上）
②１歳児の保育士配置状況が、児童４人に
対し１名配置されている施設

【補助金額等】
１園当たり年額２，２５０，０８３円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
民間保育所のうち、一時預かり事業を実施
する保育所（１０園）

【対象】
市内民間保育所４園のうち、一時預かり事
業を実施する施設（平成２８年度：０園）

【補助金額等】
国の子ども・子育て支援交付金交付要綱を
基礎に市基準で算出した額
日額（４時間未満９００円：４時間以上１，８０
０円）×年間延べ利用児童数
※上限額
年間延べ利用数２５人以上～３００人未満４
５０千円／３００人以上～９００人未満１，３５
０千円ほか

【補助金額等】
国又は県の補助額を基に算出した額
基準額（年間延べ利用児童数）
３００人未満　　　　　　１，４７３千円
３００～９００人未満１，　 ５８０千円ほか

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金
国１／３　、県１／３

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金
国１／３、県１／３

【対象】
病児保育を実施する施設（１箇所）及び病後
児保育事業を実施する施設（２箇所）
事業対象：就学前児童で市民又は市内保育
所に通所中の児童

【対象】
病児保育事業を実施する施設　（平成２８年
度：０箇所）及び病後児保育事業を実施する
施設（平成２８年度：０箇所）
事業対象：小学校就学前児童で市民又は市
内保育所に通所中の児童

【補助金額等】
国の子ども・子育て支援交付金交付要綱を
基礎に市基準で算出した額　※加算分は一
部を抜粋
○基本分
病児２４０万円、病後児２００万円
○加算分（１か所年額、人数は年間延べ利
用数）
病児９７５万円（８００～１，０００人）、病後児
３１０万円（２００～４００人）

【補助金額等】
国の子ども・子育て支援交付金交付要綱に
基づき算出した額　※加算分は一部を抜粋
○基本分：病児２，４１７千円、病後児２，００
６千円
○加算分（１か所年額、人数は年間延べ利
用数）病児９，８１８千円（８００～１，０００
人）、病後児３，１０９千円（２００～４００人）

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金
（国）１／３　、（県）１／３

【国、県等からの財源】
子ども・子育て支援交付金
（国）１／３、（県）１／３

081056

国補助事業に基づき交付して
いる補助金。
施設数が多い小田原市の水
準を適用する。
現在、補助実績は小田原市
のみ。

特になし。 特になし。

国補助事業に基づき交付して
いる補助金。
事業実施施設の設置は小田
原市のみ。

特になし。 特になし。
病児・病後児保育事業
費補助金

病気の回復期に至らない場合
又は病気の回復期にあるが集
団保育の困難な期間、児童を
一時的に預かる事業を行うとと
もに、病児・病後児保育事業を
運営する施設に対し補助す
る。県の「子ども・子育て支援
交付金」による。

病気の回復期に至らない場合
又は病気の回復期にあるが集
団保育の困難な期間、児童を
一時的に預かる事業を行うとと
もに、病児・病後児保育事業を
運営する施設に対する補助。
県の「子ども・子育て支援交付
金」による。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

一時保育事業費補助金

家庭において一時的に保育を
受けることが困難になった児童
を一時的に預かる保育所に対
し補助する。県の「子ども・子育
て支援交付金」による。

家庭において保育を受けること
が一時的に困難となった乳児
又は幼児について、主として昼
間において、一時的に預かり、
必要な保護を行う保育所等に
対する補助。県の「子ども・子
育て支援交付金」による。

小田原市の事務処理方
式を適用する。 081057

081058

小田原市のみで実施している
が、近年申し込みが多く課題
となっている低年齢児受入れ
に関連する補助事業のため、
小田原市の水準で実施して
いく。

特になし。

歳出増による財政的影響が伴
うため、補助事業全体の中で
廃止や見直しの整理を行う。
補助事業全体の中で廃止や見
直しの整理を行う。

乳児保育推進事業費補
助金

１歳児が１２人以上入所してお
り、１歳児に４対１で保育士を
配置している保育所に対し補
助する。市単独補助金。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
届出保育施設５施設
○事業
入所児童の定期健康診断費用、調理担当
職員等の保菌検査料、施設賠償責任保険
料

【対象】
届出保育施設（平成２８年度：０施設）
○事業
入所児童の定期健康診断費用、調理担当
職員等の保菌検査料、施設加入の賠償責
任保険料

【補助金額等】
県の届出保育施設利用者支援事業実施要
綱に基づき算出した額
○健康診断：１人１回当たり４，０００円
○保菌検査：１人１回当たり月額８４０円（１０
～５月は４７０円）
○賠償責任保険料：施設当たり年額１５，０
００円

【補助金額等】
県の届出保育施設利用者支援事業実施要
綱に基づき算出した額
○健康診断：１人１回当たり４，０００円
○保菌検査：１人１回当たり月額８４０円（１０
～５月は４７０円）
○賠償責任保険料：施設当たり年額１５，０
００円

【国、県等からの財源】
届出保育施設利用者支援事業費補助金
（県）１／２

【国、県等からの財源】
届出保育施設利用者支援事業費補助金
（県）１／３

【対象】
社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定
こども園の設置者に限る。）、公益社団法人
又は公益財団法人等が設置する保育所や
認定こども園（保育部分）

【対象】
社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定
こども園の設置者に限る。）、公益社団法人
又は公益財団法人等が設置する保育所及
び認定こども園（保育部分）（平成２８年度：
補助対象施設なし）

【補助金額等】
県の安心こども交付金事業費補助金交付
要綱、国の保育所等整備交付金交付要綱
により算出した額
本体工事費・設計料等（施設定員毎に補助
基準額上限あり）×補助率１／４
※市負担額上限２，４００万円

【補助金額等】
県の安心こども交付金事業費補助金交付
要綱、国の保育所等整備交付金交付要綱
により算出した額
本体工事費・設計料等（施設定員毎に補助
基準額上限あり）×補助率１／４

【国、県等からの財源】
○安心こども交付金事業費補助金（県）１／
２（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
※（事業者）１／４
○保育所等整備交付金（ 国 ）１／２
（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
※（事業者）１／４

【国、県等からの財源】
○安心こども交付金事業費補助金（県）１／
２（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
０円
※（事業者）１／４
○保育所等整備交付金（ 国 ）１／２
（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
※（事業者）１／４

【対象】
子ども・子育て支援法に基づき特定地域型
保育事業者として市長の確認を受けた者又
は当該確認を受けることが予定されている
者が賃貸借物件等を活用して設置する小規
模保育事業所

【対象】
子ども・子育て支援法に基づき特定地域型
保育事業者として市長の確認を受けた者又
は当該確認を受けることが予定されている
者が賃貸借物件等を活用して設置する小規
模保育事業所（平成２８年度：補助対象施設
なし）

【補助金額等】
県の安心こども交付金交付要綱、国の保育
対策総合支援事業費補助金交付要綱によ
り算出した額
本体工事費・設計料等（補助基準額上限３，
２００万円）×補助率
※市負担額上限２，４００万円

【補助金額等】
県の安心こども交付金事業費補助金交付
要綱又は国の保育所等整備交付金交付要
綱により算出した額
本体工事費・設計料等（補助基準額上限３，
２００万円）×補助率

【国、県等からの財源】
保育対策総合支援事業費補助金（国）２／３
※事業者負担１／４
（待機児童解消加速化計画策定による補助
率）

【国、県等からの財源】
○安心こども交付金事業費補助金（県）１／
２
（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
※（事業者）１／４
○保育所等整備交付金（ 国 ）１／２
（待機児童解消加速化計画策定時２／３）
※（事業者）１／４

081060

民間保育所建設費補助
金

民間保育所等の新増築や大
規模修繕等に係る費用の一部
を補助する。「神奈川県安心こ
ども交付金事業費補助金」又
は国の「保育所等整備交付
金」による。

待機児童解消のための保育所
の創設や老朽改築による保育
環境整備などの保育所の施設
整備に要する費用の一部を補
助。県の「安心こども交付金事
業費補助金」又は国の「保育
所等整備交付金」による。

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

国補助事業に基づき交付して
いる補助金。
現在、小田原市のみ負担上
限額を設定しているが、類似
団体においては設定されてい
ないことや、重要課題である
待機児童解消に向けた施設
整備を進めていく観点から、
国補助事業の負担割合に応
じて補助を行う南足柄市の水
準を適用する。

特になし。 特になし。
小規模保育事業設置促
進事業費補助金

小規模保育事業開設に係る施
設整備費の一部を補助する。
「神奈川県安心こども交付金
事業費補助金」や国の「保育
対策総合支援事業費補助金」
による。

小規模保育事業の実施に当た
り、賃貸物件等による事業所
の設置及び改修等に要する費
用の一部を補助。県の「安心こ
ども交付金事業費補助金」又
は国の「保育所等整備交付
金」による。

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

081062

国補助事業に基づき交付して
いる補助金。
現在、小田原市のみ負担上
限額を設定しているが、類似
団体においては設定されてい
ないことや、重要課題である
待機児童解消に向けた施設
整備を進めていく観点から、
国補助事業の負担割合に応
じて補助を行う南足柄市の水
準を適用する。

国補助事業の負担割合
に応じた額の支出とな
り、事業者負担増を避け
ることができ、整備がし
やすくなる。

施設整備規模等によっては、
歳出増による財政的影響が伴
う可能性がある。

施設整備により必要な保育の
受け皿を確保し、待機児童の
解消を図る。

081061

届出保育施設利用者支
援事業費補助金

届出保育施設に対し、入所児
童の健康診断等に要する費用
の一部を補助する。県の「届出
保育施設利用者支援事業費
補助金」による。。

届出保育施設に対し、入所児
童の健康診断等に要する費用
の一部を補助。県の「届出保
育施設利用者支援事業費補
助金」による。

特になし。現行どおりとする。

認可外保育施設の児童処遇
のための県補助事業であり、
２市間の取扱いに差異はな
い。

特になし。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
南足柄市保育士会

【補助金額等】
予算の範囲内で市長の定める額（平成２８
年度：２７，０００円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
既設遊園地における遊園地遊器具保守点
検料

【補助金額等】
９０万円を上限として点検料の全額に相当
する額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
病児保育事業及び病後児保育事業を実施
する施設

【補助金額等】
整備費の１/２の額又は２，０００千円のいず
れか低い額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
災害を受けた乳児又は幼児の保護者
【補助金額等】
○医療見舞金（入院１日につき）
  ２，０００円
○障害見舞金
  要綱別表に定める障害の等級に対応する
額
  （第１級：１，０００万円～
    第１４級：５０，０００円）
  ※障害が２つ以上存するときは、上位の等
級に対応する額
○死亡見舞金
  １００万円
○特別見舞金
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市子ども会連絡協議会、学区連合子
ども会及び市長が認める子ども会が行う次
に掲げる事業
(１) 子どもの健全な心身の成長を図る事業
(２) 関係団体及び相互の連絡提携

【対象】
南足柄市子ども会連合協議会が行う、次に
掲げる事業
(１)　子どもの健全な心身の成長を図る事業
(２)　関係団体機関との協力

【補助金額等】
（定額分）２８５，０００円 ＋（人数割）@８０×
人数　(平成２７年度交付額 ６１１，６８０円）

【補助金額等】
２７０，０００円（平成２７年度）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市の事務処理方
式を適用する。

両市の子ども会連絡協
議会組織の一本化を図
る

補助金算出に人数割を適用
し、市子ども会連絡協議会を
経由して単位子ども会へも支
援を実施する。

会員数に応じた補助金
交付と全単位子ども会へ
の支援ができる。

人数割単価の見直しや会の運
営に必要な最低限の補助を維
持していく。

子ども会（連合協議会）
補助金

市内各地区の子ども会のとり
まとめをしている小田原市子ど
も会連絡協議会の活動につい
て補助を行い、子ども会活動を
促進し、もって子どもの健全な
心身の成長を図る。

子ども会の健全な発展を図る
とともに児童福祉の増進に寄
与することを目的としている南
足柄市子ども会連合協議会に
補助金を交付する。

082013

廃止

南足柄市のみで実施している
が、近年支給の実績はなく類
似団体においても未実施であ
るため。現在両市が加入して
いる民間の災害給付制度で
対応する。

特になし 特になし保育所事故見舞金

乳児及び幼児が保育所（児童
福祉法第３５条第３項の規定に
基づき設置）の管理下におけ
る事故等により災害を受けた
場合に、保育所事故見舞金を
支給する。

081064

081074

県でも団体に対する運営費補
助は見直しされている
類似団体においても実施して
いない。

特になし。

団体における事業や活動が縮
小される可能性があるため、
合併後、保育所数や保育士数
の多い小田原市保育士会との
統合を検討することを促してい
く（各園負担金等により運営）

市保育士会運営費補助
金

南足柄市における福祉の向上
及び健康の増進を推進する事
業を行う団体として、南足柄市
保育士会に対し、その事業に
要する経費の一部を助成。市
単独補助金

廃止。

子ども・子育て支援新制度に
おける子ども・子育て支援事
業であり、合併後、サービス
の拡大や充実など必要に応
じて補助を実施していく。

特になし。 特になし。
病児・病後児保育事業
整備費補助金

病児保育事業及び病後児保育
事業の実施に必要な施設及び
設備整備に係る費用を補助
し、保育環境の整備及び充実
を図る。

小田原市の事務処理方
式を適用する。 081072

現行どおりとする。
南足柄市の児童遊園地
は市有財産であるため、
小田原市域のみ補助制
度を継続する。

児童遊園地の保守点検料に
ついては、両市の取扱いに違
いがあり、南足柄市において
は、直営事業となっている。

特になし。 特になし。 081071
遊器具保守点検料補助
金

民間児童遊園地（以下「遊園
地」という。）の普及と遊器具の
整備等を促進し、もって児童に
健全な遊び場を与え、交通事
故等による傷害の防止及び健
康の増進を図る。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内２５地区育成組織（うち１地区休会）
○事業
青少年の健全育成に関する事業、社会環境
浄化に関する事業、非行防止に関する事業

【対象】
市内６地区育成会組織
○事業
青少年の健全育成に関する事業、社会環境
浄化に関する事業、非行防止に関する事業

【補助金額等】
均等割
１５，０００円＋世帯数割６，０００～２０，０００
円
（２１，０００円、２３，０００円、２５，０００円、２
７，０００円、２９，０００円、３１，０００円、３５，
０００円の７段階）

【補助金額等】
２２，０００円　（５団体、平成２７・２８年度同
額）
１２，０００円　（１団体、平成２７・２８年度同
額）

【国、県等からの財源】
県補助

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市青少年育成推進員協議会
○事業
青少年の非行防止活動及び健全育成活動
の推進に関する事業、会員の研修に関する
事業、関係諸団体との連携及び協力に関す
る事業等

【対象】
南足柄市青少年育成推進員協議会
○事業
青少年の非行防止活動及び健全育成活動
の推進に関する事業、会員の研修に関する
事業、関係諸団体との連携及び協力に関す
る事業等

【補助金額等】
３１０，０００円

【補助金額等】
１５０，０００円（平成27年度）

【国、県等からの財源】
県交付金（１/３）

【国、県等からの財源】
県交付金（１/２）

【対象】
放課後児童健全育成事業を行う者

【補助金額等】
２２，６９３千円（平成２８年８月３１日現在実
績）

【国、県等からの財源】
国・県１／３

【対象】
本事業を利用する児童の世帯が生活保護
受給世帯、就学援助費受給世帯のいずれ
かに該当し、申請時において利用料の未納
がないこと。

【補助金額等】
○生活保護受給者世帯
利用料の全額（児童１人につき上限額１４，
０００円）
○就学援助費受給世帯
利用料の３０％の額（児童１人につき上限月
額４，０００円。１００円未満切捨て）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内在住又は在学の保育園児、幼稚園児、
小学生、中学生、高校生又は大学生が国、
地方公共団体等が行う全国及び国際的な
規模の大会に参加した場合
【補助金額等】
○個人
  ５，０００円（国内）
  ３０，０００円（海外）
○団体
  ３０人を上限に人数により交付額を定める
【国、県等からの財源】
市単独事業（寄附を財源）

合併までに原資が尽きるた
め。

特になし 特になし
青少年の文化・スポーツ
振興に関する奨励金

市民からの寄付金を財源に、
青少年の文化・スポーツ活動
の振興を図ることを目的とし
て、市内在住又は在学の保育
園児、幼稚園児、小学生、中
学生、高校生又は大学生が
国、地方公共団体等が行う全
国及び国際的な規模の大会等
に参加した場合に、奨励金を
交付する。

廃止 082019

合併時にすべての児童クラブ
が公設で運営されるため、南
足柄市の民設民営方式を廃
止する。

南足柄市の就学援助対
象者の負担が軽減され
る。

南足柄市の就学援助減免拡
大分の財政負担が増える。

放課後児童健全育成事
業利用料助成金

生活保護受給世帯、又は就学
援助費受給世帯に属する児童
が利用した場合に利用料の助
成を行うことにより経済的負担
を軽減し、児童福祉の向上を
図るため助成する。

廃止。
小田原市の減免制度の
適用に伴い南足柄市の
助成制度を廃止する。

082017

合併時にすべての児童クラブ
が公設で運営されるため、南
足柄市の民設民営方式を廃
止する。

合併後の市全域で同等
の見守りサービスの提供
が可能となる。

特になし。

補助額の減による財政
削減効果が見込まれる。

特になし。

放課後児童健全育成事
業運営費補助金

労働等により、放課後保護者
のいない家庭の児童の健全育
成を図るため放課後児童健全
育成事業を運営している学童
保育所に補助金を助成する。

廃止。
小田原市の公設方式を
適用するため補助制度
は廃止とする。

均等割及び世帯割の金額の見
直し。

青少年育成推進員協議
会補助金

青少年育成推進員の資質の
向上と相互の連携を図ることを
目的に設置された同推進員協
議会の活動について補助し、
青少年育成推進員の活動を促
進し、もって青少年の健全育成
に寄与する。

青少年育成推進員協議会活
動の活性化を図るため、補助
金を交付している。(県市町村
事業推進交付金含）

小田原市の事務処理方
式を適用する。
補助金額は平成２８年度
小田原市の補助金額と
する。

一本化された組織への補助
については、現行の高い補助
金額の支出をすることで十分
に活動水準を維持できる。

082014

082015

082016

（青少年）地区健全育成
組織補助金（活動助成
金）

各地域の青少年健全のための
育成会組織が行う地域活動に
ついて活動費の補助を行い、
地域ぐるみの青少年育成活動
体制を確立し、もって青少年の
健全育成及び非行防止活動を
推進する。

市内各地区の育成会活動の
活性化を図るため、市単独補
助金を交付している。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

世帯数に応じた適正な補助を
行うため、補助金算出に７段
階の世帯割を適用する。

育成組織の規模に応じ
た補助交付ができる。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市青少年環境浄化推進委員協議会
○事業
青少年に対する有害環境に対する調査と排
除活動、青少年に対する優良環境の醸成活
動、青少年環境浄化活動の啓発事業

【補助金額等】
５９，０００円

【国、県等からの財源】
県補助　１/３

【対象】
小田原箱根商工会議所
１　商工業等に関する団体で市長が認める
もの
２　商工会議所が行う商工業等の振興及び
勤労者の福祉に関する事業

【対象】
南足柄市商工会
１　商工業等に関する団体で市長が認める
もの
２　市長が認める団体が行う商工業等の振
興及び勤労者の福祉に関する事業

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の運営、実施に
当たり、会費や事業収入、本市以外の補助
金等その他の収入を充てても、なお不足す
る額。
１，１２７万円

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の運営、実施に
当たり、会費や事業収入、本市以外の補助
金等その他の収入を充てても、なお不足す
る額。
６７９万円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市橘商工会
１　商工業等に関する団体で市長が認める
もの
２　小田原市橘商工会が行う商工業等の振
興及び勤労者の福祉に関する事業

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の運営、実施に
当たり、会費や事業収入、本市以外の補助
金等その他の収入を充てても、なお不足す
る額。９３５千円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１　市税を完納している者
２　市内に１年以上事業所等を有し、現に営
業している中小企業者（個人事業主につい
ては市内に１年以上居住し、かつ、１年以上
同一事業を営んでいる者）

【対象】
本市に１箇年以上事業所等を有し現に営業
していること

【補助金額等】
○小田原市中小企業小口資金等
上限１００千円
○県融資の一部
上限６０千円
○小田原市企業振興資金
上限１５０千円

【補助金額等】
中小企業者が保証協会に払い込んだ保証
料に相当する額とする。ただし、１事業者当
たり資金の融資を受けた日が属する年度に
つき、５万円を限度とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

中小企業信用保証料補
助金

返済能力がありながら、金融
信用力が乏しいために金融機
関の融資を受けることの困難
な中小企業者のために、信用
保証料に対する補助金を助成
する。

返済能力がありながら、金融
信用力が乏しいために金融機
関の融資を受けることの困難
な中小企業者のために、信用
保証料に対する補助金を助成
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

補助限度額の引き下げや対
象補助金の縮小は、他市の
補助制度と比較すると、中小
企業支援策として規模が小さ
いため、小田原市の補助制
度を採用する。

当商工会の将来のあり方に
ついては、小田原箱根商工会
議所、南足柄市商工会を含
めて研究を進めていく。

特になし。 特になし。市橘商工会補助金
地域の中小企業支援機構であ
る橘商工会を支援し、効率的
に商工業の発展を図る。

現行どおりとする。

現行と同様の制度を実
施することにより、資金
調達の難しい中小零細
企業を支援することがで
きる。

経費が増加する。

他市の補助制度と比較する
と、中小企業支援策として規模
が小さくなってしまうため、対応
策の提示は難しい。

国の方針は１自治体につき商
工団体１団体ということである
が、地域の特徴に配慮しなが
ら両団体の合併の可能性に
ついて検討する必要があるた
め。

特になし。 特になし。
商工会議所・商工会補
助金

地域の中小企業支援機構であ
る小田原箱根商工会議所を支
援し、効率的に商工業の発展
を図る。

地域の中小企業支援機構であ
る南足柄市商工会を支援し、
効率的に商工業の発展を図
る。

現行どおりとする。

青少年を取り巻く環境浄化活
動については、青少年育成推
進員及びセンター職員で対応
する。

補助金廃止に伴う財政
的効果が見込まれる。

特になし。
青少年環境浄化推進委
員協議会補助金

青少年関係機関・団体等の代
表者で組織された青少年環境
浄化推進委員協議会の活動に
ついて補助を行い、青少年に
好ましくない環境を早期に発見
し、その浄化活動及び優良な
環境の整備を行い、もって青少
年の健全育成を図る。

廃止。 082020

091015

091016

091017
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
「地域経済振興戦略ビジョン」を具現化する
団体である小田原プロモーションフォーラム
が実施する、小田原への集客宣伝と経済効
果の向上に資する具体的な取組

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の実施に当た
り、団体等の負担金や事業収入、本市以外
の補助金等その他の収入を充てても、なお
不足する額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
「小田原市企業誘致推進条例」及び「同施行
規則」に基づいて適用決定を受けた事業計
画に基づいて実施された企業の投資
【補助金額等】
当該立地をする企業等が、当該立地をする
日の属する年の翌年の１月１日において、
当該立地に係る事業の用に供している固定
資産に課する固定資産税の税相当額並び
に土地及び家屋に課する都市計画税の税
相当額を合算した額に２分の１を乗じて得た
額（ただし、当該立地をする日の属する年度
の翌年度以降３年度分に限る。）の１割（上
限１億円。決定した交付額を５年間で分割し
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
「小田原市企業誘致推進条例」及び「同施行
規則」に基づいて適用決定を受けた事業計
画に基づいて実施された企業の投資

【対象】
「南足柄市企業の立地の促進等に関する条
例」及び「同施行規則」に基づいて適用決定
を受けた事業計画に基づいて実施された企
業の投資

【補助金額等】
事業の用に供している固定資産に課する固
定資産税の税相当額並びに土地及び家屋
に課する都市計画税の税相当額を合算した
額に２分の１を乗じて得た額を３年度間、交
付する。ただし拡大再投資の場合は土地に
課する都市計画税は対象外とする。交付の
額は毎年度で変動するが、操業開始日以降
の追加投資に係る税額は対象外とする。

【補助金額等】
対象企業が立地又は拡大再投資の日の属
する年の翌年の１月１日以後最初に賦課さ
れる年度から５年度分（拡大再投資に係るも
のにあっては、４年度分）に限り、固定資産
税を１００分の０．７、都市計画税を１００分の
０．１とする。（拡大再投資に係る奨励措置
は、一事業所につき１回限りとする。）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
「小田原市企業誘致推進条例」及び「同施行
規則」に基づいて適用決定を受けた事業計
画に基づいて実施された企業の投資に伴
い、新たに５人以上の小田原市民を１年以
上継続して雇用する場合を対象とする。ここ
で言う市民とは、操業開始日より６か月以上
前から市内に住所を有するものとする。ただ
し、１０年以上継続して製造業等を営む企業
等は適用対象外とする。

【対象】
「南足柄市企業の立地の促進等に関する条
例」及び「同施行規則」に基づいて決定を受
け立地した企業の投資に伴い、新たに５人
以上の南足柄市民を１年以上継続して雇用
した場合を対象とする。ここで言う市民とは、
操業開始日の１年以上前から市内に住所を
有する者又はその者と生計を一にする家族
が操業開始日の１年前から継続して市内に
住所を有するものものとする。（対象企業が
指定産業集積地域に立地する場合のみ適

【補助金額等】（１人につき）
２０万円（上限１，０００万円・５０人）

【補助金額等】（１人につき）
２０万円（障害者の場合４０万円）
（上限１，４００万円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

南足柄市域への進出を検討す
る企業にとって訴求力が低下
するため、企業等立地奨励金
制度と組み合わせ、メリットを
周知する。

雇用促進奨励金

認定計画に基づき市内の工業
系用途地域に新たに立地する
企業が、新たに５人以上の小
田原市民を１年以上継続して
雇用する場合、雇用人数に応
じて「雇用促進奨励金」を交付
する。

対象企業が立地のため、新た
に５人（中小企業等は２人）以
上の南足柄市民を１年以上継
続して雇用した場合、雇用人
数に応じて「雇用奨励金」とし
て交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

対象事業が多く見込まれる小
田原市の方式に合わせる。

特になし

投資促進奨励金

認定計画に基づき市内の工業
系用途地域に新たに立地する
企業、あるいは市内で１０年以
上製造業等を営む企業の拡大
再投資に対し、土地・建物・償
却資産に係る固定資産税・都
市計画税の税相当額の２分の
１の額を「投資促進奨励金」と
して３年度間、助成する。

市長が指定する「指定産業集
積地域」に立地する企業、ある
いは市内に立地後１０年以上
事業活動を行っている企業の
拡大再投資に対し、土地・建
物・償却資産に係る固定資産
税・都市計画税の税相当額の
２分の１の額を賦課される年度
から５年度分(拡大再投資につ
いては４年度分)助成する。(適
用は１事業所につき１回限り)

企業等立地奨励金

認定計画に基づき市内の工業
系用途地域に新たに立地する
企業、あるいは市内で１０年以
上製造業等を営む企業の拡大
再投資に対し、その投資金額
に対する企業等立地奨励金を
助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

工場適地面積の多い小田原
市に合わせるため。

091022

091023

廃止。
立上り期３年間の補助として
いるため、平成２８年度から
廃止している。

特になし。 特になし。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

収めるべきは収め、払うべき
ものは払う考えに則り、不均
一課税ではなく奨励金制度に
統一する。

税額が満額収入されるこ
とにより企業の新規立地
や拡大再投資の効果が
分かりやすくなる。
南足柄市の５年間の不
均一課税より、３年間の
奨励金措置の方が総体
の負担が少なくなる。

南足柄市域立地企業にとって
は支援額が減少する。
（投資額に対する定額補助で
ある）企業等立地促進奨励金
との組み合わせにより、支援
減少にならないようにする。

南足柄市域への誘致推
進を強化できる。

特になし

091024

小田原プロモーション
フォーラム活動推進事業
費補助金

「地域経済振興戦略ビジョン」
を具現化する団体として設立し
た小田原プロモーションフォー
ラムが実施する事業等を支援
する。

091019
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
「神奈川県企業誘致促進融資要綱」に基づ
く制度融資を受けたもの

【補助金額等】
西湘テクノパークあるいは鬼柳・桑原地区工
業系保留区域のエリアに立地する場合は５
億円までの融資額に係る利子額。
それ以外の地域に立地する場合は１億円ま
での融資額に係る利子額。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内で１年以上継続して同一事業を営む者
（市税を滞納していない者で、法人にあって
は、市内に本店又は主たる事務所を有する
者、個人にあっては、市内に１年以上住所を
有している者に限る。）で、小田原市企業振
興資金融資（以下「市融資」という。）を受け
た者
【補助金額等】
○利子補給金
  市融資を受けた額のうち、１億円以下の額
に対する利子として支払った額に係る利子
の全額（利率２．１％）
○信用保証料補助金
  １５万円を上限として支払った信用保証料
額の全額
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市商店街連合会運営費に対する補
助（小田原市商店街連合会加盟商店会等
が納める会費収入で賄えない部分）

【補助金額等】
概ね、運営費の４分の１程度を目安としてい
る。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市商店街連合会が行う（平成２８年
度）
・商店街フェア事業　・小田原城北條六斎市
事業　・インターネット事業　・一店逸品運動
事業
※対象事業については、予算作成時に商店
街連合会へ確認をとっている。

【補助金額等】
予算の範囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市の事務処理方
式を適用する。

工業系用途地域への移転や
再投資に使える融資とするこ
とで、市内に散在する中小工
場の工業系用途地域への集
積を図る。
利子補給、信用保証料補助
を組み合わせることで、信用
力に乏しい中小企業の融資
利用を支援する。

土地利用の誘導になると
ともに、信用力に乏しい
中小企業への支援とす
ることで投資を促進す
る。

特になし

市外からの新規立地、特
に中小企業の投資意欲
を促進する。
利子補給制度の維持だ
けで、県制度融資のよう
な大規模低金利融資を
アピールでき、投資対効
果が高い。

特になし

企業振興資金融資に係
る利子補給金及び信用
保証料補助金

市内で製造業等を営む中小企
業等が工場適地に移転又は増
設、設備投資等を行う場合に、
小田原市企業振興資金融資を
受けたものに対し、３年間の利
子補給、融資時の信用保証料
補助を実施する。

企業誘致促進融資利子
補給金

工場等の新設、移転又は増設
等を行う企業が、神奈川県企
業誘致促進融資を利用する場
合に、３年間の利子補給を行
う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
神奈川県の制度融資の
変更に合わせ、利子補
給制度も変更し、継続す
る。

神奈川県と協調的に企業誘
致を推進するにあたり、低金
利で据え置き期間があり、雇
用要件付きで最大１０億円ま
での県制度融資は、市外から
の新規立地にあたって特に中
小企業にとっては使いやすい
制度であり、雇用創出にも資
する制度である。県からは金
融機関に対する融資補助金
もあり、前向きな活用が見込
まれることから、県・市が協調
する意義がある。この場合、
神奈川県の制度融資が変更
されるときには市の利子補給
制度もこれに併せて変更す

現行どおりとする。

補助金活用事例を精査し、商
店街連合会との意見交換を
実施し、補助対象の見直しや
補助要綱の改正等が必要と
考える。商店街連合会では、
そのスケールメリットを活か
し、単位商店会では実施でき
ない多彩なイベントを開催す
るなど、地域経済の活性化に
効果をあげていることから支
援を継続する必要がある。

商店街連合会の運営を
補助することで、多種多
様なイベントの開催など
により、地域経済の活性
化が図られる。

「補助金ありき」の意識が残っ
てしまうため、自主財源で事業
展開できるよう促し、補助に関
しては必要最小限のものとな
るよう指導、助言する。

商店からの会費収入が
減っている中、補助を受
けることで基本事務の執
行は継続できる点。

「補助金ありき」の意識が残っ
てしまい、自主性に欠けるた
め、各商店会における新規加
入店舗の獲得を増加させる取
り組みについて、より一層の推
進を促す。

商店街販売促進事業費
補助金

市内商店会の連合体である
「小田原市商店街連合会」が、
スケールメリットを生かして実
施する販売促進事業を支援
し、賑わいのあるまちづくりを
推進し商業の活性化を図る。

小田原市商店街連合会
補助金

本市商業の活性化を図るた
め、市内商店会の連合体であ
る「小田原市商店街連合会」の
活動を支援する。

現行どおりとする。

実際、補助金無しの場合、ど
の程度の支障となるのかをま
ず確認し、補助基準を検討す
る。市内商店会が加盟する商
店街連合会の存続は、その
スケールメリットを利用し、商
店会ではできないイベント等
の実施が可能であり、商店街
活性化に必要不可欠である
ため。

091029

091030

091025

091026
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
商店会が、市内における共同施設として適
切に維持管理する街路灯、アーチ、アー
ケード灯等に使用した電気料金として支払っ
たもの。

【補助金額等】
補助対象者が、該当年次の１月分から１２
月分まで支払った電気料の総額から、防犯
灯維持管理費補助金を控除した額の２分の
１以内の額。ただし、街路灯、アーチ、アー
ケード、その他市長が必要と認めるものの
全部、又は一部をＬＥＤ化した場合にあって
は、電気料金総額から防犯灯維持管理費補
助金及び当該ＬＥＤ化したものの電気料金を
控除した額の２分の１以内の額並びにＬＥＤ
電気料金の３分の２以内の額の合計額を補
助。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
商店街振興組合及び商店街事業協同組
合、任意商店街団体、これらを基盤とした横
断的商業団体
○事業
地域の活気を創出するために行うイベント
等、平成１９年度から平成２４年度の間、商
店街活性化推進事業費補助金の交付を受
けていた事業

【補助金額等】
補助対象事業費から、市長が別に定める公
的機関からの補助金額を減じた額（商店街
負担額）の３分の１以内の額とし、市長が別
に設ける審査会の審査を経て、予算内で配
分する。
○補助金額の配分
・事務局配分
全体予算額の３分の２程度については事務
局枠とし、各商店街団体等が提出した要望
書の内容に基づき、過去の活性化事業への
取り組み状況、事業費の多寡、国・県等の
支援の有無等を加味して配分。
・審査会配分
全体予算額の３分の１程度については審査
会枠とし、委員が各商店街団体等の要望書
の内容を精査して決定した配分順位の基づ
き傾斜配分する。
○補助対象経費
専門家等謝金、使用料、賃借料、印刷製本
費、通信運搬費、広告宣伝費、消耗品費、
備品購入費、燃料費、手数料、保険料、委
託料、資料作成・購入費、原材料費（販売を
目的としたものは除く）、商標権等取得経
費、景品費（補助対象事業費の３０％以
内）、その他市長が適当と認める経費

【国、県等からの財源】
市単独事業

街路灯等は、商店街のシンボ
ルでもあり、また、明るく照ら
すことで住民の安心・安全を
確保するものである。不特定
多数の方が利用することか
ら、補助は必要である。南足
柄市のLED普及状況等を考
慮しての補助率を検討する。

明るい商店街の実現、住
民の安心・安全の確保。

LED化を推奨する際、街路灯
等の老朽化に伴う設備改修費
用が負担となるため、国や県
の補助制度（該当がある場合）
を周知し、利用促進を図る。

商店街街路灯等電気料
補助金

商店街が設置する街路灯や
アーケード灯等を、都市景観の
美化や、通行者の危険防止の
ための安心安全なまちづくりの
施設と捉えることで、商店会の
経費の軽減、良好な環境の維
持となるよう支援する。

イベント等では、一過性に終わ
り、継続的な商店街の活性化
にはつながりにくいため、本補
助以外である「持続可能な商
店街づくり事業費補助金」を活
用するなど、イベントのみに頼
らない商店街活動について、
指導・助言、アドバイザー制度
の活用等を促す。

活気ある商店街づくり事
業費補助金

商店街を地域コミュニティの核
と捉え、商店街が実施する地
域の特性や利点を活かしたイ
ベント事業等に対し支援する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

商店街が、地域コミニュティの
核として機能するため、イベン
ト等により活気づくことが必要
であると考えることから。小田
原市の活用においても利用
が高いことから、南足柄市に
おいても活用すべきと考え
る。

イベント等による商店街
の活性化が図られるこ
と。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

091031

091032
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
商店街振興組合及び商店街事業協同組
合、任意商店街団体、これらを基盤とした横
断的商業団体
○事業
地域の課題の解決や地域に根付いた事業
で、中長期的な計画のもとに新たに取り組
む事業。
例）商店街が自ら出向く出張商店街、防犯・
防災事業など

【補助金額等】
補助対象事業費の３分の２以内の額とし、
上限額は２００万円以内。
補助対象期間は、事業開始から３年以内。
他の公的機関から補助を受けている場合
は、その金額を控除する。

○補助対象経費
専門家等謝金、使用料、借用料、賃借料、
印刷製本費、通信運搬費、広告宣伝費、消
耗品費、備品購入費、燃料費、手数料、保
険料、委託料、資料作成・購入費、原材料
費（販売を目的としたものは除く）、商標権等
取得経費、商品開発・販路開拓費、施設整
備費、賃借料、改装費

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原どん提供店連絡会
○事業
小田原どんの販売促進に関する事業

【補助金額等】
１００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
おだわらスイーツプレミアム提供店連絡会
○事業
おだわらスイーツプレミアムの販売促進に関
する事業

【補助金額等】
１５０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

廃止。
事業を継続し、小田原ど
ん提供店連絡会の自立
が図られた時点（概ね３
年を目処）での補助終了
とする。

提供店連絡会の組織がまだ
確定の域に達しておらず、方
向性を見極めることが必要。

「小田原どん」に関する
事業費の削減。

091035

091036
「おだわらスイーツプレミ
アム」に関する事業費の
削減。

収入が、連絡会会費収入や会
議所からの支援となり、広報宣
伝費用等の縮小を余儀なくさ
れるなど、活動へ支障が生じる
ため、連絡会が自立できるよう
指導、助言をしていく。

連絡会会費収入がメインとなる
ことで、広報宣伝費用等の縮
小を余儀なくされるなど、活動
へ支障が生じるため、連絡会
が自立できるよう指導、助言を
していく。

小田原スイーツ事業費
補助金

小田原産の果物、野菜を原材
料とし、小田原で製造されてい
る器（漆器、寄木、ガラス細工
など）を用いて、飲食店で提供
するなど、新たなブランド「おだ
わらスイーツプレミアム」を支援
するものである。

廃止。
事業を継続するが、平成
２９年度までに提供店連
絡会の自立等を図り、同
年度をもって補助を終了
する。

提供店連絡会の組織につい
て、見極めることが必要であ
るが、事業の充実度を踏ま
え、その期限を平成２９年度と
したものである。

小田原どん事業費補助
金

城下町の歴史により育まれて
きた食文化（食材）と、優れた
地場産品である小田原漆器等
の木製品が結びつき生まれた
「小田原どん」。小田原の魅力
を複合的に発信するツールとし
て、また「食による商店街活性
化」により地域経済の活性化を
図るべく支援をするものであ
る。

本事業により、商店街が
将来的に独立して運営
できる。

本事業では、立ち上げ期の３
年間の支援であるが、補助期
間終了後、事業が滞り、また補
助を受けないと継続できないと
いった点。また、３年間実施し
た中で、事業の課題等が掴め
ずといった事態になる場合等
が考えられる。

事業実施年度末に提出される
実績報告書や、年度途中に行
う次年度の要望ヒアリング等に
より、実態を把握している。当
初の事業予定ができない場合
は、途中での終了も止む無しと
している。

持続可能な商店街づくり
事業費補助金

商店街が地域コミュニティの核
として機能することは、まちづく
りの推進に必要不可欠であ
る。地域に根付いた商店街づく
りにおける商店街団体等が、
新たに実施する中長期的な取
り組みに対し支援する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

商店街の活性化を図る上で、
必要な支援と考えている。小
田原市のみでなく、南足柄市
の商店街についても同制度
の適用を考える。

091033
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
・中心市街地活性化基本計画に定められた
区域内の空き店舗を活用すること。
・活用する空き店舗が、空き店舗として３か
月以上経過していること。
・市税を完納していること。
・新規開業又は市外からの移転であること。
・商店会の区域内の空き店舗を活用する場
合は、商店会の承認を得ること。

【対象】
・空き店舗バンク事業を通じて購入し、又は
賃貸借契約した空き店舗において、 小売
業、飲食業、サービス業その他のこれらに
類する事業を営もうとする個人
・出店しようとする空き店舗において１年以
上継続して営業することが見込まれる者で、
かつ、週３日以上営業を行う者
・空き店舗の所有者と同一世帯でない者又
は生計を一にしない者
・市内で営業している店舗から空き店舗へ
移転したことにより、当該移転前の店舗が空
き店舗の状態にならない者

【補助金額等】
○改装費
２分の１以内　５０万円を限度（年間）
中心市街地の空き店舗を貸借して、店舗及
び業務等として活用する場合に必要な空き
店舗の改装費（概ね６か月以上の建物貸借
契約の締結が必要）
○貸借料
２分の１以内　１２０万円を限度
中心市街地内の空き店舗を店舗及び業務
等として活用する場合に必要な空き店舗の
貸借料（概ね６か月以上の建物貸借契約の
締結が必要。補助期間は最大１年間）

【補助金額等】
対象となる経費の総額の２分の１の額。ただ
し、上限は次のとおり
・南足柄市内に住所を有し、本市の住民基
本台帳に記録されている者　５０万円
・それ以外の者　　　　２５万円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
継続して５年以上一般公開することができ、
展示の目的が製品の宣伝、営利等に止まら
ず、歴史や産業文化の紹介にあることといっ
た要件を備える街かど博物館の代表者
○事業
街かど博物館の公開に必要な設備等の工
事等で法令に違反しないもの。

【補助金額等】
補助対象事業費の２分の１以内

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
街かど博物館館長連絡協議会
○事業
街かど博物館ファンクラブ事業、街かど博物
館体験ツアー、木像がんパズルラリー等、
街かど博物館の魅力を発信する事業

【補助金額等】
１００千円

【国、県等からの財源】
市単独事業

空き店舗活用・起業支援
助成金

中心市街地空き店舗活用事業
について補助金を交付する。

空き店舗活用・起業支援助成
金交付事業

廃止。

支援の対象を商店街（会）を
一つのまとまりと捉えることか
ら、個人店舗への支援は実施
しない。

091037
「商店街を支援する」とい
う基本的理念が維持でき
る。

開業を目指す個人店舗の支援
が行えない。（負担が減らない
という点）

商店街が活性化を図る上で、
空き店舗に店舗を誘致すると
いった事例については支援し
ている。

今後、エリアが広がることとな
れば、博物館の数も多くなり運
営管理に負担が増えることも
考えられるため、現行の会費
の値上げも視野に入れつつ、
対応可能範囲の事業展開を図
る。

街かど博物館魅力発信
事業費補助金

街かど博物館の魅力を広く市
内外に発信し、集客力の向上
やリピーターの確保に寄与す
る事業を支援する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

体験ツアーの実施等により、
小田原市中心市街地の回遊
性向上へつながっている。現
在２０館の認定だが、対象エ
リアを今後どのようにするか
といった検討もあり、現在ある
街かど博物館が継続するよう
図るものである。

現在の認定博物館を継
続し、中心市街地の回遊
性の向上を維持する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

既に認定を受けている博物館
について、維持管理に関わる
問題点もあることから、その
整備のために継続する。

市内の回遊性の向上、
滞在時間の延長が図ら
れる。

認定博物館が増えれば、館の
整備等の支出が増加する懸念
があるため、新規認定の際
は、自分自身（店舗）の意識と
して博物館を運営するよう指導
する。

街かど博物館整備補助
金

街かど博物館を設置して一般
公開する者に対し、その展示
設備等に要する費用の一部を
補助することで、街かど博物館
の設置を促進する。

091039

091038
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
県工芸産業振興協会
・商工業等に関する団体で市長が認めるも
の。
・市長が認める団体が行う商工業等の振興
及び勤労者の福祉に関する事業。
・予算の範囲内で、補助事業の運営、実施
に当たり、会費や事業収入、本市以外の補
助金等その他の収入を充てても、なお不足
する額。
【対象事業】
振興対策事業、考案保護事業など

【補助金額等】
１１４，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市地場産業振興協議会
・商工業等に関する団体で市長が認めるも
の
・市長が認める団体が行う商工業等の振興
及び勤労者の福祉に関する事業
・予算の範囲内で、補助事業の運営、実施
に当たり、会費や事業収入、本市以外の補
助金等その他の収入を充てても、なお不足
する額。
【対象事業】
運営、販路開拓事業、調査研修事業、広告
宣伝事業など

【補助金額等】
１３８，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
①小田原蒲鉾水産加工業協同組合
②小田原・箱根「木・技・匠」の祭典実行委
員会
　商工業等に関する団体で市長が認めるも
の
　市長が認める団体が行う商工業等の振興
及び勤労者の福祉に関する事業
　予算の範囲内で、補助事業の運営、実施
に当たり、会費や事業収入、本市以外の補
助金等その他の収入を充てても、なお不足
する額
【対象事業】
①かまぼこ桜まつり開催事業、小田原蒲鉾
ＰＲ事業
②木のクラフトコンペ事業、体験ふれあい広
場事業、木工市開催（隔年実施）

【補助金額等】
①７７０，０００円　②８００，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

現行どおりとする。

小田原市の地場産業として認
知されている小田原蒲鉾と木
製品のＰＲ事業に対し補助す
ることは多くの地場産業の存
続につながることから支援を
継続するものである。

①特産品である小田原
かまぼこPRイベントの継
続実施に寄与する。
②木製品の職人が、作
品をPRする『小田原箱根
「木・技・匠」の祭典』の
継続実施に寄与する。

公的な資金を支出することにな
る。

特定の業界だけでなく広
く地場産業に対する支援
することができる。

公的な資金を支出することにな
る。

地場産業振興事業費補
助金

①小田原蒲鉾水産加工業協
同組合の実施する小田原かま
ぼこ桜まつりに対して、商工会
議所と協力しながら支援を行
う。

②小田原・箱根「木・技・匠」の
祭典実行委員会が行う小田
原・箱根「木・技・匠」の祭典開
催に対して、県・市町、商工会
議所と連携し、協力しながら支
援を行う。

公的な資金を支出することにな
る。

地場産業振興協議会補
助金

地場産業の振興を図る協議会
の活動に対して、商工会議所
と協力し支援を行う。

現行どおりとする。

いくつもの首都圏での見本市
等に出展するほか、ホーム
ページなどを使って広くＰＲす
るなど、小田原市内の地場産
業全体の活性化につながる
事業を行っていることから、支
援を継続するものである。

県工芸産業振興協会補
助補助金

木製品の振興対策事業及び木
製品の知的財産権の保護を行
う考案保護事業を行う当該協
会に助成する。

現行どおりとする。

考案保護の審査会や伝統的
工芸品展に出展するなどの
活動を通じ、工芸産業の振興
を図る当該団体の活動に補
助をすることが小田原市の代
表的な地場産業のひとつであ
る木製品製造業の存続につ
ながることから支援を継続す
るものである。

木製品の振興対策事業
等を継続して支援でき
る。

091041

091042

091043
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
一般社団法人箱根物産連合会
・商工業等に関する団体で市長が認めるも
の。
・市長が認める団体が行う商工業等の振興
及び勤労者の福祉に関する事業。
・予算の範囲内で、補助事業の運営、実施
に当たり、会費や事業収入、本市以外の補
助金等その他の収入を充てても、なお不足
する額。
【対象事業】
デザイン・技術振興事業（見本市・展示会事
業等）　、情報提供事業、販路開拓事業、常
設展示室事業　、事務受託事業など

【補助金額等】
６７４，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原箱根伝統寄木協同組合
・商工業等に関する団体で市長が認めるも
の
・市長が認める団体が行う商工業等の振興
及び勤労者の福祉に関する事業
・予算の範囲内で、補助事業の運営、実施
に当たり、会費や事業収入、本市以外の補
助金等その他の収入を充てても、なお不足
する額。
【対象事業】
後継者・従事者研修事業、需要開拓事業

【補助金額等】
２９０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
３０歳以下の健康な者で、伝統工芸産業に
関し専門的な知識及び技術を習得した後、
１０年以上市内で当該伝統工芸産業に係る
事業に従事する意思のあるもの
【補助金額等】
予算の範囲内で市長が定める額
【国、県等からの財源】
市単独事業

特になし
伝統工芸産業後継者奨
励金

伝統的工芸産業で後継者が極
めて少ないもののうち、市長が
指定したものについて、専門的
な知識及び技術を習得しようと
する者に対し支援を行う。

現行どおりとする。

小田原市に伝統工芸産業が
存在することが貴重であり、
その貴重な伝統工芸産業に
従事しようとする者に対する
研修等は、業界としても実施
しているところであるが、伝統
工芸産業の衰退抑止につな
がることから現行制度を継続
するものである。

伝統工芸産業に従事し
ようとする者を支援する
ことで、産業を支援する
ことにつながる。

091047

箱根寄木細工の伝統技
術などを継承することに
寄与する。

公的な資金を支出することにな
る。

公的な資金を支出することにな
る。

伝統的工芸品産業産地
振興事業費補助金

箱根寄木細工の伝統技術継
承と需要開拓等産業を振興す
るため、小田原箱根伝統寄木
協同組合に助成をする。

現行どおりとする。

国の伝統的工芸品にも認め
られている箱根寄木細工の
産業振興を図ることを目的
に、共同事業や後継者・従事
者研修などを実施しており、こ
の団体に補助することは、地
場産業の存続につながること
から支援を継続するものであ
る。

一般社団法人箱根物産
連合会補助金

木製品産業界の振興を図る連
合会の活動に対して支援を行
う。

現行どおりとする。

小田原市の特徴的な地場産
業のひとつとして認知されて
いる木製品であるが、企業数
や生産額が年々減少傾向に
あるので、木製品に関係する
多くの事業者が加盟するこの
団体に補助することは、地場
産業の存続につながることか
ら支援を継続するものであ
る。

木製品業界の振興発展
に寄与する。

091044

091046
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
事業協同組合（商店街の事業協同組合を除
く｡）、事業協同小組合、協同組合連合会、
企業組合、協業組合、商工組合、商工組合
連合会
○事業
組合が設置し、所有する施設であり、組合
又は組合員の経営の向上に資するとともに
直接組合の事業に寄与する事業で次に掲
げる事業。
(１)　組合が行う生産、加工、販売、購買、保
管、運送、検査、その他組合の事業に関す
る共同施設の設置
(２) 組合又は組合員が新分野の事業に進
出するための調査、研究、新商品の開発又
は高度な情報基盤の整備等のために組合
が設置し、所有する施設

【補助金額等】
３００万円を上限とし、補助対象費用に次に
掲げる補助対象費用の区分に定める割合
を乗じて得た額。ただし、１，０００円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。
１　５００万円以下の金額　２５％
２　５００万円を越え１，０００万円以下の金
額　１５％
３　１，０００万円を越える金額　　５％

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
地域ブランドの開発事業又は特産品等の開
発事業
（この奨励金以外の補助制度の対象となる
ものは、交付対象としない）
【補助金額等】
事業に要した経費の２分の１以内の額
上限：地域ブランドの開発事業１０万円
        特産品等の開発事業５０万円
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原・足柄地域連合、小田原・足柄地域
勤労者福祉協議会

【対象】
南足柄市労働者協議会

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の運営、実施に
当り、会費や事業収入、本市以外の補助金
等その他の収入を充てても、なお不足する
額

【補助金額等】
予算の範囲内で、活動事業費の一部を助成
する。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

商業振興地域活性化奨
励金

商業振興及び地域活性化が図
られる事業を行う団体に対し、
商業振興及び地域活性化奨励
金を交付する。

廃止
小田原市の類似事業に統合
または個別に支援をし、制度
を廃止する。

091048廃止。
現在は運用していないため廃
止とする。

特になし。 特になし。

事務量の軽減が図られ
る。

特になし 091052

現行どおりとする。
小田原・足柄地域連合
及び小田原・足柄地域勤
労者福祉協議会に対し
て現行額の補助を継続
する。
南足柄市労働者協議会
への助成金については、
前年度収支決算からの
繰越額の状況に応じて
補助を継続するが、今後
のあり方については、小
田原・足柄地域勤労者
福祉協議会への統合も
視野に入れて研究を進
める。

小田原・足柄地域連合と小田
原・足柄地域勤労者福祉協
議会は、２市８町を活動エリア
としており、小田原市と南足
柄市が合併することは団体の
活動に影響するものではな
い。よって、現行の補助制度
は継続すべきである。また、
南足柄市労働者協議会は、タ
クシー会社など産別組合に加
入できない事業者があること
から支援を継続するが、今後
のあり方については、小田
原・足柄地域勤労者福祉協
議会への統合も視野に入れ
て研究を進める。

労働組合の活動が活性
化することは、地域社会
全体の雇用の劣化を防
止することとなり、公益性
が高い。

労働組合に加入していない勤
労者は、補助の利益を享受で
きない。
小田原・足柄地域勤労者福祉
協議会は労働組合に入ってい
ない勤労市民も事業所単位で
加入することができ、労働者協
議会は産別組合に加入できな
い事業所で組織されている。地
域連合も、地域勤労者全般に
わたる労働相談を実施してお
り、こういった活動を拡大する
ことでより多くの勤労者が恩恵
を受けられるように門戸を広げ
ていく。

労働団体補助金・労働
者協議会助成金

地域の勤労市民全般の福祉
増進を図るため、地域労働団
体に対し、事業費の一部に補
助金を交付する。

地域の勤労市民全般の福祉
増進を図るため、地域労働団
体（南足柄市労働者協議会）に
対し、助成金を交付する。

協同組合等共同施設補
助金

協同組合等の活動を促進し、
もって中小企業の振興を図る。

091053
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市勤労者サービスセンター
（平成２８年４月１日付で小田原市勤労者共
済会から名称変更）

【対象】
南足柄市勤労者共済会

【補助金額等】
予算の範囲内で、補助事業の運営、実施に
当り、会費や事業収入、本市以外の補助金
等その他の収入を充てても、なお不足する
額

【補助金額等】
会員数（予算作成年度の４月と９月の会員
数を比較し、会員数の多い月）×１００円×１
２月で算定

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
技能職連絡協議会の実施する事業の一部

【補助金額等】
技能職連絡協議会の会費予算額（１人２,００
０円）と同額を支出

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
１ 市内において１年以上継続して事業を営
んでいる者で、中小企業法第２条に規定す
る中小企業者
２ 市税の納税義務者であって、すでに納期
の経過した市税を完納している者

【補助金額等】
従業員１人につき、支払った掛金の１０％以
内の額（１か月限度額５００円）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
中心市街地の活性化に関する法律に基づ
き設置された中心市街地活性化協議会
○内容
会議開催、調査研究、研修など

【補助金額等】
会費や事業収入、本市以外の補助金等そ
の他収入を充ててもなお不足する額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
特定非営利活動法人　小田原ガイド協会
レンタサイクル事業の運営に係る事業

【補助金額等】
１９５万円

【国、県等からの財源】
市単独事業

本事業については、来訪者の
ニーズも高いことから継続し
て実施するとともに、南足柄
市での事業展開についても研
究する。

案内する観光資源が増
える。

南足柄地区にも拠点を増設す
るとなると、初期投資がかかる
可能性があり、現在委託してい
るNPO法人小田原ガイド協会
の対応だけでは困難となるた
め、初期投資については市で
負担し、貸出業務については、
南足柄地区で対応が可能な
NPO法人等に部分的に委託す
る。

レンタサイクル事業運営
費補助金

主に本市に訪れる観光客の利
便性・回遊性を高めることを目
的に、当初は放置自転車を活
用し、本市とＮＰＯ法人小田原
ガイド協会の協働で事業を開
始。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

中小企業退職金共済制
度奨励補助金

中小企業退職金共済制度に加
入した事業主に対して、共済掛
金の一部を補助する。

廃止。
３年の経過措置を設け廃
止とする。

合併時に新規申請の受付を
取りやめ、加入期間が終了す
る３年後に廃止とする。

事務量の軽減。

中小企業退職金共済制度加
入者減少の恐れがあるため、
未加入事業者を含め、中小企
業退職金共済制度のメリット等
を広く啓発する。

091056

勤労者福利厚生活動支
援事業補助金・勤労者
共済会運営費助成金

中小企業の勤労者等を対象
に、給付事業や福利厚生事業
を行っている小田原市勤労者
サービスセンター（以下「SC」。)
に対して、管理運営費の一部
に補助金を交付している。

中小企業の勤労者等を対象
に、給付事業や福利厚生事業
を行っている南足柄市勤労者
共済会に対して、運営費の一
部に補助金を交付している。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
両市の団体が統合され、
新しい団体を組織した場
合、小田原市の事務処
理方式を適用する。

小田原市勤労者サービスセ
ンターは平成２６年度・２７年
度に在り方検討委員会を立ち
上げ、自立化促進と体制強化
の検証を行っており、サービ
スセンターの運営に当たり、
小田原市勤労者サービスセ
ンターを基準にすることは合
理的であると考える。

091054

財政的な負担が軽減できない
ため、実情に応じた年度ごとの
金額の見直し。

中心市街地活性化協議
会組織体制強化費補助
金

中心市街地の活性化に関する
法律に基づき設置された小田
原市中心市街地活性化協議
会（事務局：小田原箱根商工
会議所）に対する補助

現行どおりとする。
補助対象となっている本
協議会は、平成２９年度
をもって期間満了を迎え
る中心市街地活性化基
本計画と連動して設置が
求められているものであ
ることから、中心市街地
活性化推進事業と同様
の動き（平成２８年度中
に今後の方針を決定）を
予定。

小田原市のみに存在する事
務事業であるため。
中心市街地活性化推進事業
を実施している以上、必要な
事務事業であるため。

中心市街地活性化協議
会の安定的な運営と中
心市街地活性化基本計
画の推進への寄与。

技能職連絡協議会助成
金

南足柄市技能職連絡協議会
の健全な運営を図るため、助
成金を交付する。

現行どおりとする。
当面は現行のまま継続
し、５年を目途に見直し
または廃止。

小田原市に制度がないため、
今後、継続または廃止の方
向を検討する。

継続の場合は、技能職
者の社会的経済的地位
の向上と後継者育成が、
また廃止の場合は、事
務量の軽減が図られる。

技能・技術の継承及び後継者
の育成等について、支障をき
たす可能性がある。

特になし。

南足柄市の補助対象が事業
費であるのに対し、小田原市
は運営費を補助しているため、
合併で増加する事務量相当の
補助を増額する必要がある。

南足柄市の事業費補助を廃止
し、事務増加に係る人件費相
当の運営費補助を追加する。

091055

091057

092008
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市観光協会
○事業
観光行事の開催、観光及び物産の紹介宣
伝、その他観光事業の振興に関する事業

【対象】
南足柄市観光協会
○事業
観光行事の開催、観光及び物産の紹介宣
伝、その他観光事業の振興に関する事業

【補助金額等】
１２７，９８９千円

【補助金額等】
３，３５０千円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
ＡＳＨＩＧＡＲＡ産業フェア実行委員会の実施
する事業の一部

【補助金額等】
６３０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
観光行事の開催、観光及び物産の紹介宣
伝、その他観光事業の振興に関する事業

【補助金額等】
２７０万円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
次のいずれにも該当する者
１　城址公園隣接地において景観に配慮し
た工作物等の整備を行う者
２　市税を滞納していない者

城址公園隣接地における工作物（生垣、塀
等をいい、倉庫、車庫等を除く。）の改築、修
繕等を行う事業で次に掲げる要件に該当す
るもの
１　城址公園の良好な景観の形成に著しく
貢献すること。
２　都市計画課所管の景観形成修景費補助
金又は街なみ環境整備補助金の交付を受
けていないこと。

【補助金額等】
工作物の改築、修繕に係る工事費の２／３
以内で、予算の範囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
国１／２、県１／６、市１／３（平成２４年度実
績）

スケールメリットを活かしなが
ら、経費の節減を行う。

経費節減が図られる。

観光施策に係る地域間格差が
生じる可能性があり、会員の
理解をどう得ていくかという課
題が残る。

地域バランスに配慮しながら、
イベント等、事務量が大きい事
業を減らす一方で、全域一体と
なった（スケールメリットを活か
せる）ＰＲや誘客事業にシフトし
ていくよう誘導する。

平成２４年度以降、本制度に
より補助金を支出した事例は
なく、今後、該当する事業が
出てくる見込みがないことか
ら、本制度については廃止と
する。

事務の軽減につながる。

該当する事業ができた時に
は、新たに同様の補助金制度
を構築しなければならないた
め、その都度、補助金制度を
構築する。

城址公園周辺環境整備
補助金

優れた景観への誘導を促進
し、城址公園の景観形成に寄
与することを目的に経費の一
部を助成する。

廃止。

観光協会補助金

本市の観光資源を活用して、
観光及び宣伝活動を行い、
もって観光事業の振興と健全
な発展に資することを目的に
活動する（一社）小田原市観光
協会の各事業に対し、支援を
行う。

本市の観光資源を活用して、
観光及び宣伝活動を行い、
もって観光事業の振興と健全
な発展に資することを目的に
活動する南足柄市観光協会の
各事業に対し、支援を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
観光協会としては、一定
の期間（３～５年程度）を
設けて、統合に向けた検
討を行い、小田原市の団
体に統合するよう働きか
ける。
統合に当たっては、事業
内容を見直しながら、補
助金についても調整を
図っていく。

「金太郎」を核としたまつ
りを開催し、市内外にＰＲ
することにより、観光客
の誘客が図られる。

事務量の軽減につながらな
い。
根本的な事務量の削減は難し
いが、どのようなことが簡素化
につながるか、再度、事務内
容を見直す。

足柄金太郎まつり補助
金

足柄金太郎まつり実行委員会
の健全な運営を図るため、助
成金を交付する。

現行どおりとする。

観光をはじめとする産業の活
性化を図るため、引き続き助
成金を交付する。実施時期に
ついては、小田原市の他のイ
ベントと重なるため、日程変
更の視野に検討する。

産業フェア助成金
ＡＳＨＩＧＡＲＡ産業フェア実行委
員会の健全な運営を図るた
め、助成金を交付する。

現行どおりとする。
観光をはじめとする産業の活
性化を図るため、引き続き助
成金を交付する。

産業の振興が図られる。

南足柄市エリアのイベントとな
り、合併後の市一体となった
「産業まつり」とはならないた
め、小田原エリアを含めた開催
が可能か研究する。

092010

092011

092009

092012
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
酔芙蓉農道等を良好に維持管理することを
対象とする。(千津島自治会）

【補助金額等】
７３，８００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
春木径を良好に維持管理することを対象と
する。(春木径奉仕会）

【補助金額等】
１７６，４００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
幸せ道を良好に維持管理することを対象と
する。(春木径奉仕会）

【補助金額等】
１７６，４００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
組織育成運営経費、有害鳥獣捕獲経費、鳥
獣生息調査経費、追い払い経費（ツキノワグ
マに限る）防護柵設置経費

【対象】
有害鳥獣捕獲経費（わなの購入・侵入防止
柵等）

【補助金額等】
４,９７８,０００円

【補助金額等】
１,１７９,０００円

【国、県等からの財源】
県、市２分の１ずつ

【国、県等からの財源】
県、市２分の１ずつ

【対象】
地元千津島自治会へ助成金を支出し、対象
区域である公園内の土地及びその上に有
する建物と構築物の維持管理を行う。

【補助金額等】
１５０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

「あしがら花紀行」を継続し、
観光客の誘客を図るととも
に、地域活性化の観点から所
管についても再度検討を行
う。

観光客の誘客が図られ
る。

事務の軽減が図られない。
抜本的な事務の軽減につなが
らないが、事務の簡素化に向
け、事務内容を再度見直す。

一市一団体で取りまとめする
ために協議会を統合するよう
働きかけることで、鳥獣保護
管理対策事業費補助金にお
いても、一団体に交付する。

統一した鳥獣被害対策
を実施できる。

特になし。
鳥獣保護管理対策事業
費補助金・有害鳥獣駆
除活動費助成金

有害鳥獣による農作物への被
害が進む中、有害鳥獣被害防
止実施集団の組織化を進め、
駆除体制の確立と速やかな実
施により農作物被害の事前防
止を図るとともに、出没状況の
監視体制を整備し、被害情報
の迅速な把握を目的とする。

足柄上地区有害鳥獣被害防
止対策協議会へ補助金を交付
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093034

小田原市に該当する事業が
ないため。

公園の維持向上が図ら
れる。

維持経費が施設存続中は継
続するため、維持管理方法の
見直しを行う。

ふくざわ公園等維持管理
助成金

地元自治会と覚書を締結し、
公園の維持管理を実施するた
めの経費を市が助成金として
支出する。

現行どおりとする。

「あしがら花紀行」を継続し、
観光客の誘客を図るととも
に、地域活性化の観点から所
管についても再度検討を行
う。

観光客の誘客が図られ
る。

事務の軽減が図られない。
抜本的な事務の軽減につなが
らないが、事務の簡素化に向
け、事務内容を再度見直す。

幸せ道維持管理助成金

花による地域おこし事業「あし
がら花紀行」に取り組む地域ボ
ランティア団体への助成や各
種イベントへのPR活動や誘客
の協力等を行なう。

現行どおりとする。
地域活性化を目的にし
た事業でもあるため、合
併を機に所管についても
検討する。

春木径維持管理助成金

花による地域おこし事業「あし
がら花紀行」に取り組む地域ボ
ランティア団体への助成や各
種イベントへのPR活動や誘客
の協力等を行なう。

現行どおりとする。
地域活性化を目的にし
た事業でもあるため、合
併を機に所管についても
検討する。

「あしがら花紀行」を継続し、
観光客の誘客を図るととも
に、地域活性化の観点から所
管についても再度検討を行
う。

観光客の誘客が図られ
る。

事務の軽減が図られない。
抜本的な事務の軽減につなが
らないが、事務の簡素化に向
け、事務内容を再度見直す。

酔芙蓉農道等維持管理
助成金

花による地域おこし事業「あし
がら花紀行」に取り組む地域ボ
ランティア団体への助成や各
種イベントへのPR活動や誘客
の協力等を行なう。

現行どおりとする。
地域活性化を目的にし
た事業でもあるため、合
併を機に所管についても
検討する。

092013

092014

092015

093036
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
ネットワークを構築して行う６次産業化を推
進するために実施する次の取組（市が定め
る６次産業化を推進するための戦略に基づ
いて行われる取組として市長が認めるもの
に限る。）に要する経費
(１)　新商品開発・販路開拓の実施
ア新商品開発
イ消費者評価会の実施
ウ販路開拓の実施

【補助金額等】
○国
定額（事業費の１／３以内（ただし、市区町
村戦略（事業実施年度末までに市区町村戦
略を定めることが確実であるものを含む）に
基づいて行われる取組として当該市区町村
が認めるものにあっては、事業費の１／２以
内））
○県
補助対象経費の１／３以内(ただし、市町村
が定める当該市町村の区域における６次産
業化を推進するための戦略に基づいて行わ
れる取組にあっては、補助対象経費の１／２
以内)
○市
県補助金額に、補助対象経費の１／４を乗
じて得られた額を上乗せした額

【国、県等からの財源】
○国
定額（事業費の１／３以内（ただし、市区町
村戦略（事業実施年度末までに市区町村戦
略を定めることが確実であるものを含みま
す。）に基づいて行われる取組として当該市
区町村が認めるものにあっては、事業費の
１／２以内））
○県
補助対象経費の１／３以内(ただし、市町村
が定める当該市町村の区域における６次産
業化を推進するための戦略に基づいて行わ
れる取組にあっては、補助対象経費の１／２
以内)
○市
県補助金額に、補助対象経費の１／４を乗
じて得られた額を上乗せした額

６次産業化ネットワーク
活動補助金

農業者が、多様な事業者との
連携により新商品開発や販路
開拓などを行う場合で、国の
「６次産業化ネットワーク活動
交付金」の交付を受ける者に
対して、国の交付金と併せて
市の補助金を支給する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093041

法に基づく事業である。
南足柄市では実施実績がな
いため、現行の小田原市の
事務処理方式を適用する。

農業者が主体となって、
生産から加工・販売まで
取り組むことで、新たな
付加価値を創出し、産業
と結びつけることで生産
者の所得向上と地域の
活性化を図ることができ
る。

特になし。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市は、国及び県の負担額と市の負担額とを
あわせた額を農業者団体等に交付する。
対象となる取組
○共通取組
　　①化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とカバークロップ（緑肥）の作付け
　　…主作物を栽培していない期間にオオム
ギ等を作付けし、土壌浸食等を防止する取
組
　　②有機農業（化学肥料及び農薬を使用し
ない）
　　③化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減と堆肥の施用
　　…C／N比１０以上の堆肥を一定量施用
する取組
○地域特認取組
　　④化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とIPM（対象作物：施設野菜）
　　…天敵や微生物農薬、防虫ネット及び土
壌還元消毒等による防除を行う取組
　　⑤化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とリビングマルチ（対象作物：畑作物）
　　…主作物の畝間にムギ類や牧草等を作
付けして、土壌浸食等を防止する取組
　　⑥化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減と草生栽培（対象作物：果樹、茶）
　　…主作物の樹園地にムギ類や牧草等を
作付けして、土壌浸食等を防止する取組

【対象】
市は、国及び県の負担額と市の負担額とを
あわせた額を農業者団体等に交付する。
対象となる取組
○共通取組
　　①化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とカバークロップ（緑肥）の作付け
　　…主作物を栽培していない期間にオオム
ギ等を作付けし、土壌浸食等を防止する取
組
　　②有機農業（化学肥料及び農薬を使用し
ない）
　　③化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減と堆肥の施用
　　…C／N比１０以上の堆肥を一定量施用
する取組
　○地域特認取組
　　④化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とIPM（対象作物：施設野菜）
　　…天敵や微生物農薬、防虫ネット及び土
壌還元消毒等による防除を行う取組
　　⑤化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減とリビングマルチ（対象作物：畑作物）
　　…主作物の畝間にムギ類や牧草等を作
付けして、土壌浸食等を防止する取組
　　⑥化学肥料及び化学合成農薬の５割低
減と草生栽培（対象作物：果樹、茶）
　　…主作物の樹園地にムギ類や牧草等を
作付けして、土壌浸食等を防止する取組

【補助金額等】
①②④⑤⑥
（１０aにつき）８,０００円
※国（４,０００円）＋　県（２,０００円）＋市（２,
０００円）
③
（１０aにつき）＝４,４００円
※国（２,２００円）＋　県（１,１００円）＋市（１,
１００円）

【補助金額等】
①②④⑤⑥
（１０aにつき）８,０００円
※国（４,０００円）＋　県（２,０００円）＋市（２,
０００円）
③
（１０aにつき）＝４,４００円
※国（２,２００円）＋　県（１,１００円）＋市（１,
１００円）

【国、県等からの財源】
①②④⑤⑥
（１０aにつき）８,０００円
※国（４,０００円）＋　県（２,０００円）＋市（２,
０００円）
③
（１０aにつき）＝４,４００円
※国（２,２００円）＋　県（１,１００円）＋市（１,
１００円）

【国、県等からの財源】
①②④⑤⑥
（１０aにつき）８,０００円
※国（４,０００円）＋　県（２,０００円）＋市（２,
０００円）
③
（１０aにつき）＝４,４００円
※国（２,２００円）＋　県（１,１００円）＋市（１,
１００円）

【対象】
市長が認める団体が行う園芸、畜産、土地
改良及び林業に関する研究又はこれらの振
興を図るために実施する事業
（対象：小田原市畜産会）

【補助金額等】
事業に必要と認められる経費から事業に関
する収入を除いた額

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

法に基づく事業であり、南足
柄市には現時点で対象となる
団体が存在しないため。

地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高
い営農活動の普及拡大
を図ることができる。

特になし。

団体育成補助金（県共
進会乳牛等運搬事業費
補助ほか）

小田原市畜産会事業に係る費
用及び同会会員により実施さ
れる乳牛預託に係る費用の一
部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093043

093042

小田原市の畜産業の振興と
発展を図るためには必要不
可欠であることから、現状の
事務処理方式を適用するも
の。（南足柄市該当事業なし）

畜産業の振興と発展を
図ることができる。

現状では、団体の育成を目的
として「小田原市畜産会」に補
助をしていることから、個人で
の申請は受け付けられないた
め、小田原市畜産会への加入
などを促す。

環境保全型農業直接支
払交付金

環境保全型農業に取り組む農
業者の組織する団体が対象
で、国から県、市を通じた形で
交付している。平成２８年度分
については、４団体に交付予
定である。

自然環境の保全に資するの業
の生産方式を導入する農業者
団体に対する交付金。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
認定里地里山活動協定に係る活動団体が
当該里地里山活動協定に基づいて行う里地
里山の保全等の活動であること。

【対象】
認定里地里山活動協定に係る活動団体が
当該里地里山活動協定に基づいて行う里地
里山の保全等の活動であること。

【補助金額等】
○農林地等の保全の単価
田（１０ａ）　　　　　１２３,０００円
畑（１０ａ）　　　　　　５４,０００円
樹園地（１０ａ）　　　８７,０００円
二次林（１０ａ）　　　１８,０００円
○体験活動
実施経費の３分の１（事業費上限：１５０,００
０円）
資器材の購入は累計額２００,０００円まで

【補助金額等】
○農林地等の保全の単価
田（１０ａ）　　　　　１２３,０００円
畑（１０ａ）　　　　　　５４,０００円
樹園地（１０ａ）　　　８７,０００円
二次林（１０ａ）　　　１８,０００円
○体験活動
実施経費の３分の１（事業費上限：１５０,００
０円）
資器材の購入は累計額２００,０００円まで

【国、県等からの財源】
保全費：県１０／１０
体験活動：県、市、活動団体それぞれ１／３

【国、県等からの財源】
保全費：県１０／１０
体験活動：県、市、活動団体それぞれ１／３

【対象】
（１）独立・自営就農時の年齢が、原則４５歳
未満であり、農業経営者となることについて
の強い意欲を有していること
（２）独立・自営就農であること
（３）経営開始計画が以下の基準に適合して
いること
（４）人・農地プランへの位置づけ等
（５）生活保護等、生活費を支給する国の他
の事業と重複受給でなく、かつ、原則として
農の雇用事業による助成を受けたことがあ
る農業法人等でないこと
（６）原則として青年新規就農者ネットワーク
（一農ネット）に加入すること
【補助金額等】
年間最大１５０万円
【国、県等からの財源】
国（１０分の１０）

【対象】
神奈川県立かながわ農業アカデミーに在学
している者で、次の要件を満たす者。
(１) 小田原市内に住所を有する者であるこ
と。
(２) かながわ農業アカデミーに入校した年の
３月３１日時点において４８歳未満の者であ
ること。
(３) かながわ農業アカデミー卒業後、小田原
市において農業者として農業経営を行おうと
する農業後継者等であること。
○事業
かながわ農業アカデミーの次に掲げる課程
における農業知識、技術等の習得
(１) 生産技術科
(２) 技術専修科

【補助金額等】
かながわ農業アカデミーでの就学に係る学
費のうち、授業料、教材資材費及び研修費
に係る額の１／２以内（千円未満切り捨て）。
ただし、生産技術科は２年、技術専修科は１
年を限度とし、各年度の上限は１０万円

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

特になし。

青年就農給付金（経営
開始型）・就農支援助成
制度に伴う助成金

青年の就農意欲の喚起と就農
後の定着を図るため、経営が
不安定な就農直後の所得を確
保する給付金を給付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市では未実施である
が、国の法令に基づく事業で
あるため、小田原市の事務処
理方式を適用して実施する。

093047

他市事例において小田原市
と同水準で運用しており、適
正であると考えられることか
ら、小田原市の事務処理方式
を適用するもの。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。
南足柄市域における新
規就農者が対象となる。

事業費及び人件費等コストの
上昇。

新規就農者就学支援事
業費補助金

就農意欲のある農業後継者等
が、農業に関する知識・技術等
を習得することを支援し、もっ
て本市の農業振興に資する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093048

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。
南足柄市域における新
規就農者が対象となる。

事業費及び人件費等が増加す
る。

里地里山保全促進事業
補助金・里地里山づくり
促進事業助成金

里地里山活動協定に基づいて
活動する団体に対して、農林
地等の保全・体験教室・資器
材の購入に係る費用の一部を
助成する。

里地里山活動協定に基づいて
活動する団体に対して、農林
地等の保全・体験教室・資器
材の購入に係る費用の一部を
助成する。

現行どおりとする。
県条例等に基づく事業のた
め。

里山が有する多面的機
能を発揮させ、地域の環
境保全や活性化を図る
ことができる。

093046
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市内で新規就農した者、または就農
のため研修中の者で、次の要件を満たす
者。
　(１) 本市の住民基本台帳に登録があり、
市内に居住している者
　(２) 就農のための研修の開始から５年以
内の者又は農地の賃借を開始した日から５
年以内の者
○事業
１　農地の賃借で次の要件を満たす事業
　(１) 農業経営基盤農業経営基盤強化促進
法（昭和５５年法律第６５号）に基づき、利用
権を設定した農地を耕作していること 。
　(２) 農地中間管理機構から借り受けた農
地を耕作していること。
２　就農した者又は就農のための研修中の
者が居住するために貸家を借りる事業
　(１) 市内において借家の賃貸借契約を締
結している者

【対象】
南足柄市農業委員会に就農計画を提出し
た時に住民基本台帳法の規定により本市の
住民基本台帳に記録されていない者で、農
業委員会から新規就農者認定書の交付を
受けたもの

【補助金額等】
１　農地賃借料補助
(１) 賃借農地１０aあたり年額２０，０００円以
内
(２) １経営体あたり５０a以内
(３) 補助金の額に１，０００円未満の端数が
生じた場合は、その端数を切り捨てた額とす
る。
(４) 年の途中で賃料の変更があった場合の
補助額は、変更の前後を比較して低額のも
のを補助額とする。
２　家賃補助
(１) 月額家賃の１／２以内とし、月額３０，０
００円を限度とする。
(２) 算出した１か月あたりの補助金の額に
１，０００円未満の端数が生じた場合は、そ
の端数を切り捨てた額とする。
(３) 月の途中で月額家賃の変更があった場
合の補助額は、変更の前後を比較して低額
のものを補助額とする。
※経営体の助成期間は、初年度申請から５
年以内とする。

【補助金額等】
交付要綱第３条に規定する助成金の対象と
なる経費の総額の２分の１の額（その額に１,
０００円未満の端数があるときは、その端数
金額を切り捨てた額）とする。ただし、次の各
号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金
額を上限とする。
(１)　助成金の交付を申請した日において南
足柄市内に住所を有し、住民基本台帳法の
規定により本市の住民基本台帳に記録され
ている者　５０万円
(２)　前号に掲げる者以外の者　２５万円

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

小田原市の事務処理方式を
基本として整合をとることで、
円滑に事務が執行できる。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を基本として整合を
とることにより、円滑に事
務が進行できる。
南足柄市域における新
規就農者が対象となる。

事業費及び人件費等コストの
上昇。

新規就農者支援事業補
助金

農地の賃借料を助成すること
により、新規就農者の経済的
な負担を軽減し、就農の促進
を図るとともに、新規就農者及
び農業研修者の家賃の一部を
助成することにより、地域の空
き家の有効活用と市内への定
住促進を図る。

南足柄市外に居住する者が南
足柄市内において農業を開始
するに当たって要した経費に
対し、南足柄市新規就農支援
助成金を交付することにより新
たな農業の担い手を確保し、
農村地域の活性化及び定住の
促進に資する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093049
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内で農業経営を行う者
【対象事業】
市内の農地を新たに使用し、かつ、当該農
地を耕作するために概ね６０歳以上の市民
（農業経営を行う者を除く。以下「非農家市
民」という。）を新たに雇用して行う農業（交
付対象期間中における農地面積又は非農
家市民の雇用数の増減は、一の交付対象
事業における事業内容の変更として取り扱
う。）
【補助金額等】
次に掲げる額の合計額（ただし、１，０００円
未満の端数があるときはこれを切り捨てた
額）
（１）交付対象期間中に被雇用者に支払わ
れた賃金の額（ただし、被雇用者１人につき
１月あたり５０，０００円を上限とする。）
（２）交付対象期間中に被雇用者に営農指
導を行う者（申請者を除く）に支払われた謝
礼の額（ただし、１月あたり２０，０００円を上
限とする。）
（３）交付対象事業を実施するために必要な
肥料その他資材等の購入額（ただし、交付
対象期間中、農地面積１０アールあたり５
０，０００円を上限とする。）
（４）交付対象事業を実施するための被雇用
者を募集するための経費（ただし、交付対象
【国、県等からの財源】
市単独事業
【対象】
神奈川県農業振興資金等利子補給要綱
（平成１１年４月１日施行）第１１条第１項の
規定により担い手育成資金の融資の承認を
【補助金額等】
融資を受けた額のうち、１，８００万円以下の
額に係る利子支払事業（利子補給対象額の
１．３％以内）。
ただし、利子補給対象期間は借入日から起
算して６年以内で、第５回目の利子償還ま
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市特別融資制度推進会議設置要領
（平成７年７月２０日小田原市制定）第２条第
１項の規定により、農業経営基盤強化資金
の貸付けの認定を受けた認定農業者
【補助金額等】
融資を受けた額のうち、１億５，０００万円以
下の額に係る利子支払事業（利子補給対象
額の１．１％以内）。
ただし、利子補給対象期間は利子の支払い
を始めた日の属する月から起算して５年以
内。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市特別融資制度推進会議設置要領
（平成７年７月２０日小田原市制定）第２条第
１項の規定により、農業近代化資金の貸付
けの認定を受けた認定農業者、または、認
定農業者を含む団体等

【対象】
農業振興資金の融資を受けた農業者

【補助金額等】
融資を受けた額のうち、３，６００万円以下の
額に係る利子支払事業（利子補給対象額の
１．１％以内）。
ただし、利子補給対象期間は利子の支払い
を始めた日の属する月から起算して５年以
内。

【補助金額等】
利子補給率は年２．５％以内（ただし、市登
録農家は年３．５％以内）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

利子補給率が低く、市の
財政にかかる負担が少
ない。
小田原市の事務処理方
式を適用する方式を適
用することにより、円滑
に事務が進行できる。
南足柄市域における農
業者が対象となる。

事業費及び人件費等が増加す
る。

農業近代化資金融資利
子補給金
農業振興資金利子補給
金

農業経営の近代化や合理化を
促進するため、農業近代化資
金の融資を受けた農業者につ
いて、利子助成を行う。

農業経営の近代化や合理化を
促進するため、農業近代化資
金の融資を受けた農業者につ
いて、利子助成を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

農業振興に対し必要である制
度であり、小田原市のほうが
明確な要件を定めているた
め。

093053

小田原市の事務処理方
式を適用する。

近年農業経営基盤強化資金
を活用する農業者が増加して
おり、その経営を支援するた
め。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。
南足柄市域における農
業者が対象となる。

事業費及び人件費等が増加す
る。

他市事例に鑑みて補給金額
は妥当と考えられるため。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。
南足柄市域における農
業者が対象となる。

事業費及び人件費等が増加す
る。

小田原市認定農業者対
策資金融資利子補給金

認定農業者の農業経営の安
定及び向上を促進するため、
認定農業者が受けた融資につ
いて、利子助成を行う。

小田原市農業後継者対
策資金融資利子補給金

農業後継者の農業経営の安
定及び向上を促進するため、
農業後継者が受けた融資につ
いて、利子助成を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093051

093052

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093050

県内に実施事例がなく、プロ
ダクティブ・エイジング（生涯
現役社会）実現のため先進的
な事業であるため。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。
南足柄市域における農
業者が対象となる。

事業費及び人件費等が増加す
る。

定年帰農者農業支援事
業奨励金

農業の担い手不足及び耕作放
棄地の解消を図るとともに、市
民が生涯にわたり活躍できる
社会の実現に資することを目
的とする。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
かながわ西湘農業協同組合制定の農作物
災害助成資金の融資を受けた小田原市在
住の者

【対象】
自然災害等により農作物に多大な被害を受
けた者の農業経営の再建、安定及び向上を
図るため、資金の融資を受けた者

【補助金額等】
融資を受けた額のうち、５００万円以下の額
に係る利子支払事業（利子補給対象額の
０．５％以内）。
ただし、利子補給対象期間は利子の支払い
を始めた日の属する月から起算して５年以

【補助金額等】
資金の融資年利率のうち０．５％以内の額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
一般社団法人神奈川県野菜価格安定資金
協会（事務局：ＪＡ全農神奈川県本部）が実
施する野菜価格安定事業に加入している、
「小田原たまねぎ」について補助を行う。

【補助金額等】
平成２６～平成２８年度事業計画
・交付予約数量　　　　　　６００t
・作付面積　　　　　　　　　１５ha
・造成単価　　　　　　　　　１７.３４円／kg
・総造成額　　　　　　　　　１０,４０４千円
・年造成額　　　　　　　　　３,４６８千円
　負担額　県（１／２）　　　１,７３４千円
　　　　　　市（２／１４）　　　４９５千円
　　　　　　会員（５／１４）　１,２３９千円

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

【対象】
市又は地域農業再生協議会による経営所
得安定対策等に関する取組に係る費用であ
ること。

【対象】
市又は地域農業再生協議会による経営所
得安定対策等に関する取組に係る費用であ
ること。

【補助金額等】
申請額による。（精算払い）

【補助金額等】
申請額による。（精算払い）

【国、県等からの財源】
国１０／１０

【国、県等からの財源】
国１０／１０

【対象】
補助対象地域において、集落協定等に基づ
いた農業生産活動等を５年間以上継続して
行うこと。
（対象：久野南舟原集落）

【補助金額等】（１０aにつき）
田＜急傾斜＞１６,８００円

【国、県等からの財源】
国、県、市それぞれ１／３

現状とほぼ変わりなく事
務が遂行できる。

農作物災害助成資金緊
急融資利子補給金
農業災害対策資金利子
補給金

自然災害等により農作物被害
を受けた農家に対して、かなが
わ西湘農業協同組合が貸付け
る「農作物災害助成資金」の融
資利子の補給金を交付するこ
とにより、農業経営の安定及び
向上を促進するため、利子助
成を行う。

自然災害等により農作物被害
を受けた農家に対して、かなが
わ西湘農業協同組合が貸付け
る「農作物災害助成資金」の融
資利子の補給金を交付するこ
とにより、農業経営の安定及び
向上を促進するため、利子助
成を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

ほぼ同一事務であるが、小田
原市の方が明確な要件を定
めているため。

093054特になし

中山間地域の農地の適
切な維持・管理を推進す
ることで、中山間地域が
有する多面的機能の確
保のほか、耕作放棄地
の解消と発生防止を図
ることが可能となる。

特になし。
中山間地域等農業活性
化支援事業費交付金

農業生産の不利な中山間地域
等において、協定を締結し行
われている農業生産活動等を
支援するため必要経費の一部
を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

法に基づく事業のため。 093057

小田原市の事務処理方
式を適用する。

国・県の要綱等に基づく事業
のため、基本的に同じ業務で
ある。小田原市の事務処理方
法の方が効率がよいため。

申請者の増加が見込ま
れる。

畦畔率の違い・配分面積の算
出方法の違い等で生産数量目
標面積に差がでるため、小田
原市に合わせる。

経営所得安定対策等推
進事業費補助金

経営所得安定対策の実施に当
たり、申請手続き全般に係る
費用の助成を受ける。

経営所得安定対策の実施に当
たり、申請手続き全般に係る
費用の助成を受ける。

093056

JA全農神奈川県本部が実施
する事業であり、小田原たま
ねぎ（南足柄市では生産なし）
が対象作物であるため、現行
どおり実施する。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を適用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。

特になし。
野菜価格安定事業費補
助金

野菜の計画的な生産及び出荷
を行うことにより、野菜の安定
的な供給と価格の安定を目的
とし、野菜価格が著しく安くなっ
たとき、あらかじめ積み立てて
おいた資金を取り崩し、生産者
に補填する制度である。

現行どおりとする。 093055
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原オリーブ研究会

【補助金額等】
４００,０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
耕作放棄地の解消事業を行う農業者、農業
者組織、農業協同組合等で、再生された農
地を５か年以上継続して耕作する見込みが
あると市長が認めた者

【対象】
耕作放棄地の解消事業を行っている南足柄
市地域農業再生協議会。
※個人農家等で実施した経過は現在まで
無。ここ数年は市の単独事業として市民菜
園の整備等を行っている。

【補助金額等】
事業実施農地１０aにつき５０，０００円とし、１
０aを超える場合は、１aごとに５,０００円を加
算。
ただし、事業実施に重機を使用する場合は
総額の１／３以内で市長が定める額

【補助金額等】
事業実施農地１０ａにつき５０，０００円（国庫
の場合）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業　（国庫の申請をするならば　１
／２）

【対象】
市内に自ら居住するための住宅を改装、ま
たは新築すること。
小田原産木材を３㎡以上使用すること。

【補助金額等】（１㎡）
①床　７,５００円（上限３０㎡）
②腰壁　３,７００円（上限３０㎡）
③ウッドデッキ　１２,７００円（上限１０㎡）
※①及び②を同時に施工する場合は４０㎡

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市のみの補助金であ
るため、小田原市の事務処理
方式を採用する。

地域産材利用拡大が推
進される。

小田原産木材を助成事業の要
件としているため、南足柄市産
材をどのように統合するか課
題。

南足柄市産材を搬出し、認証
制度も定義すること。また、南
足柄市で本助成制度が必要か
検討。

市民菜園に対する補助では
なく、農業者が耕作を行うた
めの農地に対する補助を実
施するため。

農業者等が行う耕作放
棄地の再生を支援するこ
とにより、地域内の耕作
放棄地の解消と農地の
流動化を促進し、農地の
持つ多面的な機能を発
揮させ、地域の活性化を
図ることができる。

特になし。

小田原産木材住宅リ
フォーム等助成事業補
助金

小田原産木材住宅リフォーム
助成事業は、地域産材の利用
拡大を目的に、小田原産木材
を使用した住宅リフォームに対
して助成を行う

小田原市の事務処理方
式を適用する。

地域特性を活かした農産物
の高付加価値化・ブランド化
を推進する事業であり、現在
は、オリーブを対象に実施し
ている。
南足柄には同様の事業はな
いが、合併後の市全域で産
地形成を図ることにより、地
域農業の振興を図る。

地域特性を活かした農
産物のブランド化による
高付加価値化を図ること
ができる。

特になし。

耕作放棄地解消事業費
補助金

市内の耕作放棄地を解消する
ため、農家や農業者団体が、
耕作放棄地に利用権を設定し
た上で、耕作放棄地再生利用
緊急対策（国庫補助事業）と同
様の事業を実施した場合に補
助をする。

南足柄市地域農業再生協議
会の事業経費として補助金を
交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093062

093063

高付加価値化対応野菜
産地事業費補助金

小田原オリーブ研究会に対し
て補助金を交付する。小田原
オリーブ研究会では苗木購入
の一部を補助している。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093058
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
土地改良施設設置等を行う団体で市長が認
めるもの

【対象】
①酒匂川右岸土地改良区
②内川土地改良区
③壗下自治会、千津島自治会、班目自治会
④石塚堰、田中堰、小芝原堰、筏場堰、源
治堰、上三丁田堰
⑤年間通水している３１堰

【補助金額等】
国県補助対象事業については農道整備事
業及びかんがい排水事業は補助対象事業
費の１０分の１０以内、農地保全事業及び農
業用取水施設整備事業は補助対象事業費
の１０分の９．５以内、圃場整備事業及び暗
きょ排水事業　事業費の１０分の９以内。市
単独補助事業については農業用取水施設
整備事業　事業費の１０分の９．５以内、そ
の他の土地改良事業　事業費の１０分の９
以内

【補助金額等】
①６７０，０００円(平成２７年度実績)
②５９６，０００円(平成２７年度実績)
③６０，０００円（２０，０００円×３自治会）
④８９８，８８１円(平成２７年度実績)
⑤３７２,０００円（平成２７度実績１２，０００×
３１堰）

【国、県等からの財源】
市町村事業推進交付金(１／２)

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

【対象】
国県の補助事業として承認を受けた事業又
は補助対象事業費が２０万円以上の共同し
て行う次に掲げる事業で市長が認めるも
の。
　(１) 果樹対策事業
　(２) 水稲対策事業
　(３) 野菜対策事業
　(４) 花き、花木対策事業
　(５) その他農業振興事業

【補助金額等】
○国庫補助対象事業
国県補助金を含め、補助対象事業費の８／
１０以内で市長が定める額。
○県費補助対象事業（国庫補助対象事業と
ならないものに限る。）
補助対象事業費の８／１０以内で市長が定
める額
○市単独補助事業
補助対象費の５／１０以内で市長が定める
額

【国、県等からの財源】
市単独事業１０／１０（国県補助対象事業含
む）

【対象】
国県の補助事業として承認を受けた事業又
は補助対象事業費が２０万円以上の共同し
て行う畜産対策事業で市長が認めるもので
あること。

【補助金額等】
○国庫補助対象事業
国県補助金を含め、補助対象事業費の８／
１０以内で市長が定める額。
○県費補助対象事業
補助対象事業費の８／１０以内で市長が定
める額。
○市単独補助事業
補助対象事業費の５／１０以内で市長が定
める額。

【国、県等からの財源】
市単独事業１０／１０（国県補助対象事業含
む）

小田原市の事務処理方
式を適用する。

同様の事業を行う他市町の
水準と比較しても同程度であ
るため。

地域社会と調和した畜産
環境の整備を図ることが
できる。

特になし。

他市事例に鑑みて妥当な補
助制度であるため、小田原市
の事務処理方式を適用する
もの。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を採用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。

特になし。

畜産振興施設設置等補
助金

畜産振興施設設置等を行う団
体で市長が認めるものに対し
て、その事業費の一部を助成
する。

農業振興施設設置等補
助金

農業振興施設設置等を行う団
体で市長が認めるものに対し
て、その事業費の一部を助成
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093070

093071

現行維持を継続することが土
地改良施設等の維持管理に
必要な事業であるため。

土地改良施設の管理が
従来どおり可能となり、
行政が直接施設の維持
管理をすることがない。

特になし。
土地改良施設設置等補
助金

農業団体等が実施する農業生
産基盤整備に対して土地改良
施設設置等補助金要綱に基づ
き助成する

・酒匂川右岸土地改良区の区
域に関する事業等の調整及び
運営費補助
・内川土地改良区に関する事
務等の支援及び運営費補助
・二の堰（農業用水路）の維持
管理者に対して助成金を助成
・取水施設の維持費を助成
・農業用水路のうち年間通水
する堰の維持費を助成

現行どおりとする。 093064
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
林業振興施設設置等を行う団体

【補助金額等】
国庫補助対象事業９／１０、県費８／１０、市
単８／１０

【国、県等からの財源】
市単独事業　１０／１０

【対象】
神奈川県造林補助事業費補助金交付要綱
に定める補助対象事業、または神奈川県市
町村事業推進交付金交付要綱のうち造林
事業の補助対象事業で市長が認められるも
の

【対象】
森林整備Ａ・Ｂ・Ｃと水源林管理道整備を実
施する者

【補助金額等】
補助対象事業の１／１０

【補助金額等】
各事業ごと、規定の算出方法により求めら
れる。
○協力協約：９／１０～１／１０
○間伐・枝打：１／６
○足柄グリーン文化基金：受益者負担分(間
伐・枝打のみ)

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
○協力協約：９／１０～１／１０
○間伐・枝打：１／６
○足柄グリーン文化基金：受益者負担分(間
伐・枝打のみ)

【対象】
作業路の開設を行う森林所有者等

【補助金額等】
１０／１０

【国、県等からの財源】
県９／１０

南足柄市で該当する事業が
ないため。

特になし。 特になし。

南足柄市で該当する事業が
ないため。

特になし。 特になし。

水源林管理道整備事業
費補助金

森林整備を目的として、林内作
業者を対象とした作業路の開
設を行い、もって森林整備及び
間伐材の促進に資する事業に
対し、神奈川県より補助を受け
補助金を支出するもの。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

林業振興施設設置等補
助金

林業生産基盤（林道等）整備に
対し、国県補助対象を含め森
林組合等に補助金を支出する
もの。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093072

093074

地域林業形成促進事業
費補助金

植栽から保育までの育林を計
画的・組織的に行い、もって優
良材の生産及び森林保護に資
する事業を行う団体に対し、県
の補助と合わせ上乗せ補助を
行うもの。

優良木材の生産と林業経営の
安定を図るため、間伐及び枝
打を行う森林組合、生産森林
組合及び一部事務組合に対
し、補助金を交付する。

現行どおりとする。
国・県補助事業のため両市の
現状に合わせる。

山林環境の維持・改善
が図られる。

特になし。 093073
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
平成２６年２月の大雪により自己の所有する
農業用施設等が被害を受けた農業者又は
当該農業者が組織する団体であって、今後
も農業経営を継続しようとするもの。
○事業
経営体育成支援事業実施要綱(平成２３年４
月１日付け２２経営第７２９６号農林水産事
務次官依命通知)及び、平成２５年度被災農
業者向け経営体育成支援事業及び平成２６
年度被災農業者向け経営体育成支援事業
の実施ついて（平成２５年度の大雪）（平成２
６年度３月２８日付け２５経営第３９５０号農
林水産省経営局長通知）、神奈川県降雪災
害緊急支援事業補助金交付要綱（平成２６
年４月１日施行）に定める補助対象事業で
市長が認めるもの。

【補助金額等】
○再建・修繕
国及び県の助成額に、補助対象経費に２／
１０を乗じて得られた額を上乗せした額。
○撤去
国及び県の助成額に、補助対象経費に１／
４を乗じて得られた額を上乗せした額が限
度。
※助成単価については施設ごとに規定あ
り。

【国、県等からの財源】
○再建・修繕等
国：５／１０、県：２／１０、市２／１０
○撤去
国：２／４、県：１／４、市：１／４

【対象】
①市長がその都度定める。
②平成２１年度から平成２４年度に植樹した
会場の整備

【補助金額等】
１８０，０００円(９０，０００円×２団体)

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
南足柄市森林組合

【補助金額等】
９０,０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市公設青果出荷推進協議会が実施
する地場産の生鮮野菜の出荷推進事業

【補助金額等】
予算の範囲内で市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市では活動団体が存
在しないため、合併時におい
ては現行のとおり継続する
が、その後のあり方について
は検討を行う。

南足柄市にしか活動団
体が無いため、南足柄
市の方式を採用する事
により、円滑に事務が進
行でき、森林に対しての
意識が高まる。加えて森
林整備が継続可能。

特になし。

特になし。 特になし。
公設青果出荷推進協議
会補助金

地場産の生鮮野菜の出荷推
進を図るため、小田原市公設
青果出荷推進協議会が行う事
業に要する経費に対し、補助
金を交付する。

廃止。
補助金交付対象の出荷推進
協議会が再度復活する見込
みがない。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

国・県の要綱等に基づく事業
のため。

小田原市でのみ実施し
ているため、小田原市の
方式を採用することによ
り、円滑に事務が進行で
きる。

特になし。

093083

農業用施設等雪害対策
事業費補助金

平成２６年２月の大雪による農
業被害を受けた農業者に対
し、施設等再建・修繕・撤去に
係る費用の一部を助成する。

093076

小田原市では森林組合に対
し補助金を支出していない。
南足柄市においても順次減
額してきていることから、合併
時は現状を維持するが、今
後、廃止の可能性を検討して
いく。

南足柄市のみの補助事
業のため、当面の間現
状を維持することでス
ムーズな移行が可能とな
る。
既に減額を進めているこ
とから、廃止の可能性を
検討することで支出が縮
減される。

特になし。
森林組合活性化対策事
業補助金

南足柄市森林組合に対する補
助金
森林の適切な施業の促進と森
林組合の事業の活性化を目的
として、森林組合が森林所有
者に対して森林の管理及び育
成に関して勧誘を行う森林組
合活性化対策事業に要する経
費に対し、予算の範囲内にお
いて補助金を交付する。

現行どおりとする。
合併時は現状を維持す
るが、廃止の可能性を検
討する。

森林関係団体補助金

①森林関係団体(森林ボラン
ティア協議会
②市民植樹祭実行委員会)へ
補助金を支出する。

現行どおりとする。 093077

093082
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
次に掲げるもののうち、市内に住所又は主
たる事務所を有し、かつ、市税を滞納してい
ない者で、全国合同漁業共済組合神奈川県
事務所との間に共済契約を締結しているも
の
・漁業を営む個人、・漁業を営む漁業協同組
合、・　漁業生産組合、・漁業を営む者を構
成員とする団体
【対象事業】
次に掲げる共済掛金の支払事業で市長が
認めるもの
・漁獲共済掛金、・漁具共済掛金、・養殖共
済掛金

【補助金額等】
全国合同漁業共済組合神奈川県事務所と
の間に締結した共済契約に係る共済掛金の
合計額から国、県及び財団法人相模湾水産
振興事業団の補助金額を控除した額の４分
の１に相当する額を超えない範囲内で予算
の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原漁港振興協議会

【補助金額等】
小田原市としての負担分を補助金として支
出
６８，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原さかな普及の会

【補助金額等】
市長が毎年予算の範囲内で補助する
６８，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
漁業振興施設等を行う団体で市長が認める
もの

【補助金額等】
１　国県費補助対象事業
市が交付を受けた国県費補助金額に当該
補助対象事業費から当該補助金額を控除し
た額の２分の１に相当する額を超えない範
囲内で予算の範囲内において市長が定める
額を加えた額
２　市単独補助事業
補助対象事業費の２分の１に相当する額を
超えない範囲内で予算の範囲内において市
長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原さかな普及の会補助
金事務をしているのは、小田
原市だけであり、補助金額は
類似団体と比較しても低い水
準であるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

漁業振興施設設置等補
助金
（稚貝放流事業費補助
金）

水産物の生産向上と生産基盤
の充実を図り、もって漁業振興
に資する。
１　国県補助事業承認を受け
た事業
２　次に掲げる事業で市長が
認めるもの
(１)漁場改良造成事業
(２)種苗放流事業
(３)倉庫及び保管施設設置事
業　(４)漁船保安施設設置事業
(５)その他漁業振興事業

現行どおりとする。

小田原漁港振興協議会補助
金事務をしているのは、小田
原市だけであり、補助金額は
類似団体と比較しても低い水
準であるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

小田原さかな普及の会
補助金

安くておいしい栄養価の高い
魚の普及を図り、食生活を豊
かにし、市民生活に寄与するこ
とを目的とする。

現行どおりとする。 093091

093092

漁獲共済掛金補助金事務を
しているのは、小田原市だけ
であり、補助金額は類似団体
と比較しても同水準であるた
め。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

小田原漁港振興協議会
補助金

小田原漁港の整備促進、調査
研究等を目的に設立された協
議会・関係機関団体との情報
交換・各種大会への参加等

現行どおりとする。 093089

漁業振興施設設置等補助金
事務をしているのは、小田原
市だけであり、補助金額は類
似団体と比較しても同水準で
あるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

漁業共済掛金補助金
（漁獲共済掛金補助金）

漁業共済への加入を促進する
ことにより漁業経営の安定を図
り、もって漁業振興に資する。
小田原市経済部水産海浜課
所管に係る補助金交付要綱別
表２　漁業共済掛金補助金に
基づき、次に掲げる共済掛金
の支払事業で市長が認めるも
の
１漁獲共済掛金
２漁具共済掛金
３養殖共済掛金

現行どおりとする。 093085
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
水産業の振興を図る団体で市長が認める団
体。
予算の範囲内において市長が定める。

【補助金額等】
１　国県費補助対象事業　市が交付を受け
た国県費補助金額に当該補助対象事業費
から当該補助金額を控除した額の３分の１
（多獲魚等の加工研究に関する事業にあっ
ては２分の１）に相当する額を超えない範囲
内で予算の範囲内において市長が定める額
を定める額
２　市単独補助事業　補助対象事業費の３
分の１に相当する額を超えない範囲内で予
算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
水産業の振興を図る団体で市長が認めるも
の

【補助金額等】
予算の範囲内において市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
県要綱第２条第１項第１号に定める神奈川
県漁業災害等資金の借入に係る利子支払
【補助金額等】
年利２％とし、利子補給期間は５年を限度
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
事業費としては、農地維持支払と資源向上
支払のメニューがある。
○農地維持支払
水路・農道等の管理等を目的とした共同活
動、資源向上支払は農地・水道・農道等の
質的向上を図る共同活動が対象
○推進事務費
市町村が当該交付金推進にかかる事務費
が対象

【対象】
事業費としては、農地維持支払と資源向上
支払のメニューがある。
○農地維持支払
水路・農道等の管理等を目的とした共同活
動、資源向上支払は農地・水道・農道等の
質的向上を図る共同活動が対象
○推進事務費
市町村が当該交付金推進にかかる事務費
が対象

【補助金額等】（１aにつき）
○農地維持支払
田３,０００円、畑２,０００円
○資源向上支払
田２,４００円、畑１,４４０円
○推進事務費は申請額による

【補助金額等】（１aにつき）
○農地維持支払
田３,０００円、畑２,０００円
○資源向上支払
田２,４００円、畑１,４４０円
○推進事務費は申請額による

【国、県等からの財源】
事業費は国１／２、県１／４、市１／４
推進事業費は国１０／１０

【国、県等からの財源】
事業費は国１／２、県１／４、市１／４
推進事業費は国１０／１０

093095

小田原市にしか活動団
体が存在しないため、小
田原市の方式を適用す
ることにより、円滑に事
務が進行できる。

漁業災害資金利子補給金事
務をしているのは、小田原市
だけであり、災害時等の救援
制度であるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱が少ない。

特になし
漁業災害資金利子補給
金

災害及び不漁時における漁業
経営の安定を図るため漁業者
等（神奈川県漁業災害等資金
融資要綱（昭和５２年神奈川県
制定。以下「県要綱」という）第
２条第２号に定める者をいう。）
が行う事業に要する経費に対

現行どおりとする。

特になし。多面的機能支払交付金

農業・農村が有する多面的機
能（国土保全、水源涵養、景観
形成等）を適切に発揮させると
ともに、担い手への農地集積を
後押しするために、農業の有
する多面的機能発揮促進事業
のうち、多面的機能支払事業
を推進する。

農業・農村が有する多面的機
能（国土保全、水源涵養、景観
形成等）を適切に発揮させると
ともに、担い手への農地集積を
後押しするために、農業の有
する多面的機能発揮促進事業
のうち、多面的機能支払事業
を推進する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市では活動団体が存
在しないため、小田原市の事
務処理方式を適用するもの。

093096

水産加工業振興事業費補助
金事務をしているのは、小田
原市だけであり、補助金額は
類似団体と比較しても同水準
であるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

団体育成補助金
（鮮度保持対策研修費
等補助金）

水産業団体を育成し、もって水
産業の振興に資する。
１　漁業についての調査研究
及び啓発に関する事業
２　漁港についての調査研究
３　水産物についての調査研
究及び普及
４　海難事故防止の啓発及び
救助活動
５　その他水産業団体が行う水
産業に関する事業

現行どおりとする。

団体育成補助金事務をしてい
るのは、小田原市だけであ
り、補助金額は類似団体と比
較しても同水準であるため。

現行のとおり実施するこ
とで、混乱がない。

特になし。

水産加工業振興事業費
補助金

水産加工業の振興に資する。 現行どおりとする。 093093

093094
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市森林組合

【補助金額等】
事業量による（県の設定する単価による）

【国、県等からの財源】
県１０／１０

【対象】
小田原市内において４か月児健康診断の受
診対象となる方
【補助金額等】
乳児１人につき、誕生祝い品１個、コンセプト
ブック１冊
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
景観計画重点区域（拠点型重点区域（３区
域））内において、優れた景観への誘導を促
進し、景観の形成に寄与する修景事業者

【補助金額等】
補助率　　  　：　１／５
補助限度額　：　１００万円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市景観条例施行規則第１０条に定め
る認定の基準を満たした団体
（区域 ２,０００㎡以上、実質的・継続的な活
動の見込、自治会の同意、規約等）

【補助金額等】（１年につき）
２００千円未満
３年を限度とする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
街なみ環境整備事業区域において、小田原
市地区街づくりルール形成促進条例に規定
する地区街づくり基準に基づく良好な景観
形成に著しく寄与する修景事業を行う者

【補助金額等】
補助率　　　　：　２／３
補助限度額　：　１５０万円（１階部分の壁面
後退を行った場合等は、２００万円）

【国、県等からの財源】
国（社会資本整備総合交付金）１／２　、市
１／２

小田原市の事務処理方
式を適用する。

街なみ環境整備事業区域に
おいて、小田原市地区街づく
りルール形成促進条例による
地区街づくり基準に基づく良
好な景観形成を誘導する必
要があり、南足柄市において
同様の条例及び補助事業が
ないため、現在実施している
小田原市の水準を適用するこ
とが望ましい。

引き続き、補助対象とし
ている街なみ環境整備
事業区域のうち街づくり
基準のある銀座・竹の花
周辺地区において、良好
な景観形成を図ることが
できる。

南足柄市において、補助対象
となる地域がないため、南足柄
市において、同様の街づくり基
準等を有する地域がある場
合、本補助制度の活用を検討
する。

自主的な景観形成活動に対
する支援のためのものであ
り、南足柄市において同様の
補助金がないため、現在制度
のある小田原市の水準を適
用することが望ましい。

今後、景観計画重点区
域の拡大を目指す地域
などで自主的な景観形
成活動が行われる際に、
財政的な支援をすること
が出来る。

合併後、該当する団体が無い
場合がある。

景観計画重点区域の拡大を目
指す地域において、景観に対
する意識向上に関する取組み
を実施する。

街なみ環境整備事業補
助金

街なみ環境整備事業区域にお
いて、小田原市地区街づくり
ルール形成促進条例に規定す
る地区街づくり基準に基づく良
好な景観形成に著しく寄与す
る修景事業に対し補助を行う。

引き続き、補助対象とし
ている景観計画重点区
域（拠点型重点区域（３
区域））において、良好な
景観形成を図ることがで
きる。

南足柄市において、補助対象
となる地域がないため、南足柄
市において重点区域の設定を
した際、本補助制度の活用を
検討する。

景観形成協議会補助金

小田原市景観条例第２０条の
規定に基づき、景観形成協議
会として市長の認定を受け地
域の景観形成の向上に資する
団体に対し活動費の一部を助
成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

101020

101021

景観形成修景費補助金

良好な景観形成を推進するた
め、景観計画重点区域（拠点
型重点区域）内において、優れ
た景観への誘導を促進し、景
観の形成に寄与する修景事業
に対し、その費用の一部を補
助する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

特定の景観計画重点区域内
にて、引き続き良好な景観形
成を誘導する必要があり、南
足柄市において、同様の景観
計画重点区域及び景観形成
修景費補助事業がないため、
現在、実施している小田原市
の水準を適用することが望ま
しい。

101019

小田原市の事務処理方
式を適用する。

093098
南足柄市で該当する事業が
ないため。

特になし

南足柄市では実施しておらず、
南足柄市対象者に対し、配布
する場合の方法を検討する必
要がある。また、財政負担も増
加する。
南足柄市対象者にも配布対象
を拡大することに伴い、配布場
所を増設する。財政負担増に

おだわらウッドスタート誕
生祝い品配付事業

市内に生まれた乳児を持つ親
に対し、木育を啓発するための
コンセプトブック及び地域産木
材を使用した木製おもちゃを配
布するもの。

南足柄市が県施行のエリアで
あることから、合併した場合も
県施行であるため。

特になし。 特になし。
地域水源林長期施業受
委託補助金

かながわ水源環境保全・再生
施策に基づき、水源環境保全・
再生への取組を推進するた
め、施業の集約化を図り、持続
可能な人工林の適切な整備を
行うため、神奈川県より補助を
受け、森林組合に補助金を支
出するもの。

現行どおりとする。 093097
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）による
鉄道事業者（旅客の運送を行うものに限る。
以下同じ。）
○事業
１日当たりの平均的な利用者の人数が５，０
００人以上ある鉄道駅において、鉄道事業
者が行う次に掲げる施設を整備する事業
（１）移動等円滑化のために必要な旅客施設
及び車両等の構造及び設備に関する基準
（平成１８年度国土交通省令第１１１号。以
下「公共交通移動等円滑化基準」という。）
第４条第７項の基準に適合するエレベー
ター
（２）公共交通移動等円滑化基準第４条第８
項の基準に適合するエスカレーター（（１）の
エレベーターを整備することが施設整備上
困難である場合に限る。）
（３）公共交通移動等円滑化基準第１３条か
ら第１５条までの基準に適合する便所

【補助金額等】
次に掲げる施設の区分に応じ、次に定める
額とする。
○補助対象事業（１）及び（２）の施設
補助対象経費（施設本体の整備に係る経費
及び関連付帯工事に係る経費をいう。以下
同じ。）に３分の１を乗じて得た額以内の額と
する。この場合において、補助対象経費は、
施設１基につき５，０００万円を限度とする。
○補助対象事業（３）の施設
補助対象経費に６分の１を乗じて得た額以
内の額とする。この場合において、補助対象
経費は、施設１ケ所につき、１，０００万円を
限度とする。この場合において、当該額に
１，０００円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
優良建築物等整備事業を施行するもの

【補助金額等】
補助対象額の１／３以内

【国、県等からの財源】
国、県、市に各１／３

【対象】
小田原市の社会資本総合整備計画におい
て定める小田原駅周辺地区暮らし・にぎわ
い再生事業のうち、都市機能まちなか立地
支援に関する事業を実施する者

【補助金額等】
補助対象経費の２／３以内

【国、県等からの財源】
補助対象経費に対し、国１／３

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市及び類似団体に当
該事務がないため、小田原市
の方式を適用する。

特になし。 特になし。

南足柄市に当該事務がない
ため、小田原市の方式を適用
する。

特になし。 特になし。

小田原市暮らし・にぎわ
い再生事業費補助金

社会資本整備総合交付金交
付要綱及び社会資本整備総合
交付金交付申請等要領の規
定に基づき、小田原市の社会
資本総合整備計画において定
める小田原駅周辺地区暮らし・
にぎわい再生事業のうち、都
市機能まちなか立地支援に関
する事業を実施する者に対し
て、市がその事業に要する経
費の一部を予算の範囲内にお
いて補助する。

特になし。 特になし。

優良建築物等整備事業
補助金

小田原市の中心市街地におい
て優良建築物等整備事業制度
要綱に基づく優良建築物等整
備事業を行う者に対して、市が
その事業に要する経費の一部
を予算の範囲内において補助
する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

鉄道駅舎バリアフリー施
設整備費補助金

地域公共交通維持確保改善
事業の中の地域公共交通バリ
ア解消促進事業のバリアフ
リー化設備等整備事業であり、
市の補助金交付要綱（鉄道駅
舎バリアフリー施設整備費補
助金）に基づいて補助金交付
を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
合併後の市として、現況
の補助金交付要綱（鉄
道駅舎バリアフリー施設
整備費補助金）に基づい
て補助金交付を行う。
補助金交付要綱は現況
から変更の必要なし。
事務事業の取扱いは現
況から変更なし。

小田原市のみで行っている事
業であり、合併後の市に移行
した場合であっても、要件に
該当する駅については、既に
バリアフリー化が整備されて
いるため。

101023

101024

101025
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
再開発推進団体、再開発準備組合、共同化
推進団体

【補助金額等】
再開発権利者の数に２,０００円を乗じて得た
額に３０万円（共同化推進団体は２０万円）
を加えて得た額の範囲内において市長が定
める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
資金融資要綱により、金融機関から融資を
受けた者。
【補助金額等】
１，０００円
【国、県等からの財源】
市単独事業
【対象】
次に掲げる要件のいずれも満たす者とす
る。
（１）市外に１年以上居住した後、空き家バン
ク事業を通じて購入した空き家に入居し、住
民基本台帳法第２２条に規定する転入の届
出を行った者
（２）５年以上定住する見込みである旨の誓
約書を提出した者
（３）申請日において世帯主の年齢が２０歳
以上であり、その同居する親族のうちに中
【補助金額等】
空き家バンク事業を通じて購入した空き家
に係る売買契約書に記載された代金総額の
２分の１の額（その額に１，０００円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てた
額）とする。ただし、その額が５０万円を超え
る場合は、５０万円を限度とする。
【国、県等からの財源】
市単独事業

南足柄市の事務処理方
式を適用する。

101027
見直しに対する事務が
発生しない。

特になし
大雄山駅前市街地再開
発資金利子補給金

大雄山駅前市街地再開発に伴
う資金の融資に対する利子の
一部を補給する。

現行どおりとする。
南足柄市のみ行っている事
務事業であるため、現行のま
ま継続する。

南足柄市に当該事務がない
ため、小田原市の方式を適用
する。

特になし。 特になし。

南足柄市空き家取得費
助成金

定住促進及び地域の活性化を
図るため、空き家バンク事業を
通じて空き家を購入し、本市に
定住しようとする子育て世帯に
対して、空き家取得費助成金
を交付する事業。

再開発推進団体等補助
金

地域住民の自主的なまちづくり
の推進に寄与するため、再開
発推進団体及び再開発準備組
合並びに共同化推進団体が行
う事業に対し予算の範囲内に
おいて補助金を交付する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市に当該事務がない
ため、南足柄市の方式を適用
する。

小田原市の空き家バン
ク登録物件に対して、補
助できるので更なる定住
促進及び地域の活性化
が図れる。

財政的な負担増が見込まれる
ため、空き家対策等に係る、国
の補助金確保について検討し
ていく。

101026

101028
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に木造住宅を有し、かつ、当該住宅に
居住する者で、次の各号のいずれにも該当
するもの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
一戸建て住宅又は併用住宅
２　当該住宅が昭和５６年６月１日以後に増
築又は改築の工事に着手していないもので
あること。ただし、増築に係る部分の床面積
が既存建築物の延べ面積の２分の１以下の
場合を除く
３　当該住宅が地上２階建て以下の木造住
宅であること。ただし枠組壁工法又はプレハ
ブ工法によるものを除く
４　所有者が市税を滞納していないこと

【対象】
市民が所有し、その所有者または所有者の
家族が居住する木造住宅にかかる耐震診
断や改修で、次のすべての要件に該当する
もの。
１　昭和５６年５月３１日以前に建築された専
用住宅（２世帯住宅を含む）及び店舗・事務
所兼用住宅であるもの（昭和５６年６月１日
以降に増築または改築したものは除く）
２　２階建て以下の在来軸組工法により施工
された木造建築物（枠組壁工法、プレハブ工
法は除く）
３　建築士の資格を有し、「神奈川県木造住
宅耐震実務講習会」を終了した者（耐震診
断技術者）が行う一般診断法に基づいて行
う耐震診断であること。

【補助金額等】
１　高齢者（６５歳以上）のひとり暮らしの世
帯又は高齢者のみで構成され、かつ、世帯
全員の市民税が非課税の世帯の場合
　　耐震診断に要した費用の１０分の１０の
額。ただし、９万円を上限とし、千円未満の
端数があるときは、これを切り捨てるものと
する。

２　１以外の場合
　　耐震診断に要した費用の３分の２の額。
ただし、６万円を上限とし、千円未満の端数
があるときは、これを切り捨てるものとする。

【補助金額等】
耐震診断に要した費用の２分の１の額とし、
３万円を限度とする。補助金の額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県市町村地域防災力強化事業費
補助金
市町村の補助率２／３未満は県５，０００円
／件、
市町村の補助率２／３以上１０／１０未満は
県１５，０００円／件、
市町村の補助率１０／１０は県３０，０００円
／件
○市負担分
上記の残額

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　９／２０
○神奈川県市町村地域防災力強化事業費
補助金
市町村の補助率２／３未満(市１／２)は県
５，０００
円／件
○市負担分
上記の残額

木造住宅耐震診断費補
助金

木造住宅の耐震診断に係る費
用の一部を助成する。

木造住宅の耐震診断に係る費
用の一部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。 102021
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に存する建物の区分所有等に関する
法律第２条第２項に規定する区分所有者の
住居の用に供する部分を有する建物の管理
組合で、次の各号のいずれにも該当するも
の
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　３階建て以上で、延べ面積が１,０００㎡以
上の建築物
３　住戸数の過半を区分所有者の住居の用
に供する建築物
４　住居部分の床面積の合計が建物全体の
床面積の合計の過半である建築物
５　管理組合の集会等において、耐震診断
の実施に関する決議がなされたもの

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震診断に要した
費用に２分の１を乗じて得た額と住戸（市民
が区分所有し自ら居住するものに限る。）の
戸数に４万円を乗じた額のいずれか低い
額。ただし、１２０万円を上限とする。なお、
算出した金額に千円未満の端数が生じた場
合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県市町村地域防災力強化事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

分譲型共同住宅耐震診
断事業費補助金

分譲型共同住宅の耐震診断に
係る費用の一部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。 102022
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市地域防災計画及び小田原市耐震
改修促進計画で指定する地震時に通行を
確保すべき道路沿いの建築物の所有者又
は管理者で次の各号のいずれにも該当する
もの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　建築物の耐震改修の促進に関する法律
第１４条第３号に規定する建築物
３　木造住宅耐震診断費補助金の交付対象
とならない建築物
４　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震診断に要した
費用に２分の１又は次に定める基準額に３
分の２を乗じて得た額のいずれか低い額。
ただし、１棟当たり１２０万円（神奈川県沿道
建築物耐震化支援事業費補助金交付要綱
第３の規定により補助対象と定める緊急輸
送道路沿道建築物にあっては、２４０万円）
を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。
○基準額（１㎡につき）
・面積１,０００㎡以内の部分　２,０００円
・面積１,０００㎡を超えて２,０００㎡以内の部
分　１,５００円
・面積２,０００㎡を超える部分　１,０００円

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

財政負担が増加する。
緊急輸送道路沿道建築
物耐震診断事業費補助
金

緊急輸送道路沿道建築物の
耐震診断に係る費用の一部を
助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

102023
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
建築物の耐震改修の促進に関する法律第１
４条第１項第１号及び第２号に規定する建築
物の所有者又は管理者で、次の各号のい
ずれにも該当するもの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業
費補助金の交付を受けていないもの
３　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震診断に要した
費用に２分の１を乗じて得た額。ただし、１棟
当たり１２０万円（神奈川県要緊急安全確認
大規模建築物等耐震化支援事業費補助金
交付要綱第３の規定により補助対象と定め
る要緊急安全確認大規模建築物にあって
は、２４０万円）を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

多数の者が利用する建
築物耐震診断事業費補
助金

多数の者が利用する建築物の
耐震診断に係る費用の一部を
助成する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財源が増加する。 102024
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に木造住宅を有し、かつ、当該住宅に
居住する者で、次の各号のいずれにも該当
するもの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
一戸建て住宅又は併用住宅
２　当該住宅が昭和５６年６月１日以後に増
築又は改築の工事（防火地域及び準防火地
域における工事にあっては、その工事に係
る部分の床面積が１０㎡を超えるものに限
る。）に着手していないものであること
３　当該住宅が地上２階建て以下の木造住
宅であること。ただし枠組壁工法又はプレハ
ブ工法によるものを除く
４　当該住宅の耐震診断の評点が１.０未満
であること
５　所有者が市税を滞納していないこと

【対象】
市民が所有し、その所有者または所有者の
家族が居住する木造住宅にかかる耐震診
断や改修で、次のすべての要件に該当する
もの。
１　昭和５６年５月３１日以前に建築された専
用住宅（２世帯住宅を含む）及び店舗・事務
所兼用住宅であるもの（昭和５６年６月１日
以降に増築または改築したものは除く）
２　２階建て以下の在来軸組工法により施工
された木造建築物（枠組壁工法、プレハブ工
法は除く）
３　一般診断法に基づいて行う耐震診断の
結果総合評点が１．０未満の居住用木造建
築物が、改修後の耐震診断の結果、総合評
点が１．０以上となる耐震診断技術者の設
計によるものとする。

【補助金額等】
１　設計・工事監理費補助金
耐震改修工事の設計・工事監理に要した費
用の３分の２の額。ただし、１５万円を上限と
し、千円未満の端数があるときは、これを切
り捨てるものとする。
２　改修費補助金
耐震改修工事に要した費用の２分の１の
額。
ただし、５５万円を上限とし、千円未満の端
数があるときは、これを切り捨てるものとす
る。

【補助金額等】
耐震改修工事、工事設計、工事費積算、工
事監理に要した費用の２分の１の額とし、４
０万円を限度とする。補助金の額に千円未
満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県市町村地域防災力強化事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　９／２０
○神奈川県市町村地域防災力強化事業費
補助金　１、１／４
○市負担分
１、１／４

木造住宅耐震改修費補
助金

木造住宅の耐震改修及び耐震
設計・工事監理に係る費用の
一部を助成する。

木造住宅の耐震改修及び耐震
設計・工事監理に係る費用の
一部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。 102029
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に存する建物の区分所有等に関する
法律第２条第２項に規定する区分所有者の
住居の用に供する部分を有する建物の管理
組合で、次の各号のいずれにも該当するも
の
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　３階建て以上で、延べ面積が１,０００㎡以
上の建築物
３　住戸数の過半を区分所有者の住居の用
に供する建築物
４　住居部分の床面積の合計が建物全体の
床面積の合計の過半である建築物
５　管理組合の集会等において、耐震診断
の実施に関する決議がなされたもの
６　当該建築物の耐震診断の結果が、地震
の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性がある建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震設計に要した
費用に２分の１を乗じて得た額と住戸（市民
が区分所有し自ら居住するものに限る。）の
戸数に４万円を乗じた額のいずれか低い
額。ただし、１２０万円を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○市負担分　１／２

102030

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。
分譲型共同住宅耐震設
計事業費補助金

分譲型共同住宅の耐震設計に
係る費用の一部を助成する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内に存する建物の区分所有等に関する
法律第２条第２項に規定する区分所有者の
住居の用に供する部分を有する建物の管理
組合で、次の各号のいずれにも該当するも
の
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　３階建て以上で、延べ面積が１,０００㎡以
上の建築物
３　住戸数の過半を区分所有者の住居の用
に供する建築物
４　住居部分の床面積の合計が建物全体の
床面積の合計の過半である建築物
５　管理組合の集会等において、耐震診断
の実施に関する決議がなされたもの
６　当該建築物の耐震診断の結果が、地震
の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性がある建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、住戸（市民が区分
所有し自ら居住するものに限る。）の戸数に
５５万円を乗じて得た額。ただし、１棟当たり
１,０００万円を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○市負担分　１／２

分譲型共同住宅耐震改
修事業費補助金

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

分譲型共同住宅の耐震改修に
係る費用の一部を助成する。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。 102031
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市地域防災計画及び小田原市耐震
改修促進計画で指定する地震時に通行を
確保すべき道路沿いの建築物の所有者又
は管理者で次の各号のいずれにも該当する
もの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　建築物の耐震改修の促進に関する法律
第１４条第３号に規定する建築物
３　木造住宅耐震改修費補助金の交付対象
とならない建築物
４　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）
５　当該建築物の耐震診断の結果が、地震
の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性がある建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震設計に要した
費用に２分の１又は次に定める基準額に３
分の２を乗じて得た額のいずれか低い額。
ただし、１棟当たり１２０万円（神奈川県沿道
建築物耐震化支援事業費補助金交付要綱
第３の規定により補助対象と定める緊急輸
送道路沿道建築物にあっては、２４０万円）
を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。
○基準額（１㎡につき）
・面積１,０００㎡以内の部分　２,０００円
・面積１,０００㎡を超えて２,０００㎡以内の部
分　１,５００円
・面積２,０００㎡を超える部分は、１,０００円

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。
緊急輸送道路沿道建築
物耐震設計事業費補助
金

緊急輸送道路沿道建築物の
耐震設計に係る費用の一部を
助成する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

102032
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原市地域防災計画及び小田原市耐震
改修促進計画で指定する地震時に通行を
確保すべき道路沿いの建築物の所有者又
は管理者で次の各号のいずれにも該当する
もの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　建築物の耐震改修の促進に関する法律
第１４条第３号に規定する建築物
３　木造住宅耐震改修費補助金の交付対象
とならない建築物
４　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）
５　当該建築物の耐震診断の結果が、地震
の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性がある建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震改修工事に要
した費用に１１.５％を乗じて得た額。ただし、
１棟当たり５００万円（神奈川県沿道建築物
耐震化支援事業費補助金交付要綱第３の
規定により補助対象と定める緊急輸送道路
沿道建築物にあっては、１,０００万円）を上
限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。
緊急輸送道路沿道建築
物耐震改修事業費補助
金

緊急輸送道路沿道建築物の
耐震改修に係る費用の一部を
助成する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

102033
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
建築物の耐震改修の促進に関する法律第１
４条第１項第１号及び第２号に規定する建築
物の所有者又は管理者で、次の各号のい
ずれにも該当するもの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　緊急輸送道路沿道建築物耐震設計事業
費補助金の交付を受けていないもの
３　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）
４　当該建築物の耐震診断の結果、地震の
震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す
る危険性があると診断された建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震設計に要した
費用に２分の１を乗じて得た額。ただし、１棟
当たり１２０万円（神奈川県要緊急安全確認
大規模建築物等耐震化支援事業費補助金
交付要綱第３の規定により補助対象と定め
る要緊急安全確認大規模建築物にあって
は、２４０万円）を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

【対象】
建築物の耐震改修の促進に関する法律第１
４条第１項第１号及び第２号に規定する建築
物の所有者又は管理者で、次の各号のい
ずれにも該当するもの
１　昭和５６年５月３１日以前に建築基準法
による建築確認を得て建築工事に着手した
建築物
２　緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業
費補助金の交付を受けていないもの
３　所有者が市税を滞納していないもの（補
助対象者が建築物の管理者の場合は、当
該管理者も市税を滞納していないもの）
４　当該建築物の耐震診断の結果、地震の
震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す
る危険性があると診断された建築物

【補助金額等】
予算の範囲内において、耐震改修工事に要
した費用に１１.５％を乗じて得た額。ただし、
１棟当たり５００万円（神奈川県要緊急安全
確認大規模建築物等耐震化支援事業費補
助金交付要綱第３の規定により補助対象と
定める要緊急安全確認大規模建築物に
あっては、１,０００万円）を上限とする。
なお、算出した金額に千円未満の端数が生
じた場合は、切り捨てるものとする。

【国、県等からの財源】
○社会資本整備総合交付金　１／２
○神奈川県沿道建築物耐震化支援事業費
補助金　１／４
○市負担分
１／４

多数の者が利用する建
築物耐震改修事業費補
助金

多数の者が利用する建築物の
耐震改修に係る費用の一部を
助成する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。。

小田原市の補助メニューを適
用することにより、市民負担
の軽減及び耐震化の向上を
図る。

市民負担の軽減及び耐
震化の促進が図られる。

財政負担が増加する。

多数の者が利用する建
築物耐震設計事業費補
助金

多数の者が利用する建築物の
耐震設計に係る費用の一部を
助成する

小田原市の事務処理方
式を適用する。

102034

102035
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
私道所有者
※主な要件
一般の交通の用に供されていること。幅員
が３．２ｍ以上であること。

【対象】
私道所有者

【補助金額等】
約７３０万円（過去３年の平均予算額）
補助率
通り抜け道路９０％、行き止まり道路５０％

【補助金額等】
実績なし

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原ダイヤ街商店会、小田原錦通り商店
街協同組合、お堀端商店街振興組合のう
ち、市長と小田原市街なか緑化事業に関す
る協定を締結した団体

【対象】
市内の工場で緑化を行う者

【補助金額等】
１，１００万円以内

【補助金額等】
樹木の植栽本数×１，１５０円及び経費・マ
ウンド形成費　発生土１２５円／㎡×面積及
び購入土２，０５０円／㎡×面積

【国、県等からの財源】
国：１／３以内（間接補助）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
下水道法第１０条第１項又は法第１１条の３
第１項の規定により水洗化を義務づけられ
ている者及び市税・小田原都市計画下水道
事業受益者負担金・下水道使用料を滞納し
ていない者
○事業
下水道法第９条第１項の規定により告示さ
れた供用開始日から３年以内に行った水洗
化工事及び共同住宅（当該共同住宅の各住
戸の所有者がすべて同一であるものに限
る。）の水洗化工事
○補助回数
１回限り

【補助金額等】
○供用開始日から１年以内に水洗化工事を
完了した者　５０，０００円
○供用開始日から２年以内に水洗化工事を
完了した者　２０，０００円
○供用開始日から３年以内に水洗化工事を
完了した者　１０，０００円　（生活保護受給
者は３０，０００円）
○供用開始後３年以内に合併処理浄化槽を
廃止し、水洗化工事を完了した者　７０，００
０円
○所有する共同住宅の水洗化工事を完了し
た者　１住戸につき１０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

①に関して、小田原市緑
の基本計画の緑化目標
を達成できる。
②に係る経費が削減で
きる。

①に関して、財政的な負担増
が見込まれる。

①は、緑の基本計画を見直す
までの間は財政的な措置を行
う。その後、南足柄市の区域を
含めた緑の基本計画を検討
し、新たな緑化目標を設定す
る。（経費拡大、目標年次固
定）

小田原市の事務処理方
式を適用するが、補助単
価について見直しを行
う。

補助金制度を南足柄市域へ
も拡大するが、補助単価を見
直すことにより、経費削減を
図る。

南足柄市域における下
水道接続の促進及び補
助金単価を減額したこと
による経費節減が図ら
れる。

南足柄市分の補助金額の増
及び補助金単価を減額した
（小田原市分）ことによる下水
道接続控えが見込まれるた
め、下水道接続促進PRを徹底
していく。

①は、小田原市の区域にお
ける緑の基本計画に示す緑
化目標は堅持するため、南足
柄市の人口や面積等を加味
した事業費を予算化する。
②は、「小田原市開発事業に
関わる手続き及び基準に関
する条例」による緑化の誘
導、及び「小田原市企業等立
地奨励金」を活用した緑化工
事も可能なため、廃止する。

水洗化工事費補助金

土地の所有者又は使用者等
が行う水洗化工事に必要な経
費に対し、予算の範囲内にお
いて補助金を交付する。

合併の時点で既に要望
が出されている案件につ
いて、速やかな事務処理
が可能となる。

南足柄市は近年実績がないこ
とから、合併に際し南足柄市地
域分から多くの要望が出てくる
可能性があるため、優先順位
を決める。

街なか緑化事業費補助
金・工場緑化事業補助
金

花と緑あふれる、にぎわいのあ
る魅力的な商業空間を創造す
るため、商店街の実施する緑
化を支援する。

緑化事業を実施した工場の代
表者に補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
街なか緑化事業費補助
金（①）は、南足柄市の
人口や面積等を考慮し
拡大継続。
工場緑化事業補助金
(②）は、廃止。

私道整備事業費補助金

要綱の条件を満たした私道に
ついて、私道所有者が行う整
備費用の一部を市の予算の範
囲内で補助金を交付する。

南足柄市私道整備助成要綱
の条件を満たした私道につい
て、私道所有者が行う整備費
用の一部を市の予算の範囲内
で補助金を交付する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

従来の実績を尊重し、小田原
市補助要綱に基づく事務処
理方法及び補助対象要件を
適用する。

111014
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
当該改造工事を行う建築物の所有者又は
占有者であって、市税を滞納していなく、返
還能力がある者、かつ市内在住の満２０歳
以上で、独立して生計を営んでいる連帯保
証人がいる者

【対象】
（１）告示から１年以内に水洗化及び排水設
備工事を同時に実施すること
（２）融資資金の償還能力を有すること
（３）市内に住所があること
（４）市税等を滞納していないこと
（５）連帯保証人を１人たてること

【補助金額等】
４０万円に大便器の数を乗じて得た額（その
額が４００万円を超えるときは、４００万円）を
超えない範囲内

【補助金額等】
便槽１箇所又はし尿浄化槽１基につき５０，
０００円以上４０万円以内で１０，０００円単位
とし、２００万円を限度とする。
共同住宅は便槽１箇所又はし尿浄化槽１基
につき１００万円

【国、県等からの財源】
貸付金元金収入：２，６４４千円
市単独：１，３５６千円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
（１）高等学校等に在学していること
（２）小田原市に住所を有すること
（３）経済的な理由により高等学校等の修学
が困難であること（生活保護の高等学校就
学費の給付を受けている者は対象外）
（４）品行方正であり、かつ学業成績が優良
であること
（５）国、地方公共団体その他のものから奨
学金の支給又は貸付けを受けていないこと

【対象】
（１）県内の高等学校等に在学していること
（２）南足柄市に住所を有するものであること
（３）学資の支弁が困難であること
（４）学業成績が優良で性行が善良であるこ
と

【補助金額等】（１年につき）
３０，０００円

【補助金額等】（１月につき）
９，３００円

【国、県等からの財源】
小田原市奨学基金からの取崩し（一般会計
に繰入れ）

【国、県等からの財源】
南足柄市育英奨学事業及び就学援助事業
に関する基金からの取り崩し

【対象】
市内の私立幼稚園１０園

【対象】
私立幼稚園が実施する園児の内科検診、
歯科検診及び尿検査

【補助金額等】
各園　７１，０００円
※園児に対して実施する検診事業のうち、７
１，０００円を上限として補助金を支給。

【補助金額等】
○内科検診補助金
予算に定める基本給額及び内科管理料の
合計額　　※私立幼稚園が在園児を対象
○歯科検診補助金
園児の数に予算の単価を乗じ、一律予算額
を加えた額 に実施した検診等に係る料
○尿検査補助金
園児の数に予算の単価を乗じた額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市内に居住し、かつ、私立幼稚園又は、幼
児教育施設に在園する園児のいる世帯

【対象】
設置者が、満３歳から小学校就学の始期に
達するまでの園児（当該年度において、私
立幼稚園等に在園し、かつ当該園児の保護
者が市内に住所を有するもの）の保護者の
当該年度に係る保育料等を減免する場合

【補助金額等】（別添資料参照）
別添　私立幼稚園就園奨励費補助金　補助
金額一覧のとおり

【補助金額等】（別添資料参照）
当該年度に納付すべき市町村民税の合計
額による園児の属する世帯の区分に応じて
世帯ごとに要綱別表第１により算出した額
又は別表第２により算出した額のいずれか
高い額の合計額

【国、県等からの財源】
国１／３

【国、県等からの財源】
国１／３

小田原市の事務処理方
式を適用する。

類似の事業であるため。ま
た、募集人数１００人と定めて
いるため、統合しても基金の
取り崩し額が増額になること
はない。南足柄市は月額９，
３００円、小田原市は年額３
０，０００円と異なるが、文科
省の子ども学習費調査の資
料から学用品費を補助する
金額として年額３０，０００円は
妥当であると考えるため。

基金の活用であり一般
財源に影響がない。統合
後も募集人数を現状維
持とするならば、年間の
支出額も変わらない。

統合する基金については、就
学援助事業の取扱いなど、趣
旨等の調整が必要となる。
就学援助事業費については、
合併後の全体的予算（一般財
源）でカバーする。

高等学校等奨学金

市に住所があり高等学校等に
在学する、経済的に修学が困
難で成績が優良な生徒を対象
に奨学金を支給する。

市に住所があり高等学校等に
在学する、経済的に修学が困
難で成績が優良な生徒を対象
に奨学金を支給する。

141034

小田原市の事務処理方
式を適用する。

厳しい財政状況を踏まえ、市
単独の上乗せ補助はせず、
国庫補助対象金額を補助す
る。

私立幼稚園に通園する
園児の保護者にとって、
所得区分に応じた経済
的負担が軽くなる。

特になし。

子ども子育て支援新制度に
移行した園については、別途
補助金が支給されることとな
るが、旧制度のままの園に対
しては、従来小田原市が実施
していた内容で補助を継続し
ていく。

子ども子育て支援新制
度に移行していない園に
ついても、園児の健康管
理に対して、従来小田原
市が実施していた内容で
補助を継続していく。

南足柄市の私立幼稚園にとっ
ては、補助金額が減額となる
ため、財政的な状況を理解し
てもらうとともに、子ども子育て
支援新制度への移行を検討し
てもらう。

私立幼稚園就園（奨励）
費補助金

私立幼稚園在園児のいる世帯
に対して、入園料及び保育料
の負担軽減のため、市民税の
所得割額に応じて一部援助す
る。国の補助メニューに連動し
て対応。（１/３国庫補助対象事
業）

私立幼稚園就園奨励費補助
金

園児内科・歯科検診及び
寄生虫検査事業費補助
金、私立幼稚園検診等
補助金

学校保健安全法に基づき、市
内私立幼稚園の内科・歯科検
診等にかかる費用の一部の補
助を行う。

私立幼稚園検診等補助金（内
科検診補助金、歯科検診補助
金及び尿検査補助金）

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市の事務処理方
式を適用するが、対象要
件については両市の現
状を勘案し、新基準を設
ける。

【対象】
当該改造工事を行う建
築物の所有者又は占有
者（当該改造工事につい
て建築物所有者の同異
を得た場合に限る。）で
あって、当該建築物に居
住しており、市税を滞納
していなく、返還能力が
ある者、かつ市内在住の
満２０歳以上で、独立し
て生計を営んでいる保証

小田原市の貸付事務は、返
還金の滞納という問題を抱え
ていることや貸付実績も少な
いことから廃止とし、南足柄
市が実施している融資あっ旋
（利子補給）型へ切替えてい
く。

現在の小田原市で抱え
る滞納問題の解消、資
金負担の減少、貸付審
査事務の削減及び金融
機関が実施することによ
る返還能力審査の強化
が図られる。

現貸付者の整理（滞納整理含
む）が課題として残る。
新事業へ借換又は一括償還
の依頼又は経過措置として現
貸付者のみ市で直接収納す
る。
滞納者については督促・徴収
を強化し、法的手段も視野に
入れ収納する。場合によって
は放棄の手続きにより債権を
なくす方法を検討・実施する。

水洗便所改造資金貸付
金
融資あっせん事務

公共下水道に接続するために
浄化槽廃止及び汲取り便所改
造工事の資金の貸付及び貸付
金の徴収を行う。

公示から１年以内に水洗化及
び排水設備設置工事を同時に
行う者に対し、その工事に必要
な経費に対し、金融機関から
の融資のあっ旋と利子補給を
する。

121013
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市内の市立小中学校に在籍する児童生徒
の保護者で、
①生活保護法に基づく保護を受けている世
帯（要保護世帯）又は
②生活保護法第６条第２項に規定する要保
護者に準ずる程度に困窮している者等で、
教育委員会が就学の支援が必要と認める
者（準要保護世帯）
※②の所得審査は、当該年度の生活保護
基準の１．３倍以内

【対象】
南足柄市立の小中学校に在籍する児童生
徒の保護者で、
①生活保護法第６条第２項に規定する要保
護者又は
次に該当する者（準要保護者）
②法第２６条の規定による保護の停止又は
廃止
③地方税法第７２条の６２の規定による事業
税の減免
④地方税法第２９５条第１項の規定による市
町村民税の非課税
⑤地方税法第３２３条の規定による市町村
民税の減免
⑥地方税法第３６７条の規定による固定資
産税の減免
⑦国民健康保険法第７７条の規定による保
険料の減免又は徴収の猶予
⑧国民年金法第８９条又は第９０条の規定
による保険料の納付義務の免除
⑨児童扶養手当法第４条の規定による児童
扶養手当の支給
⑩生活福祉資金貸付制度要綱に基づく生
活福祉資金の貸付け
要保護者に準ずる程度に困窮していると南
足柄市教育委員会が認める者
※所得審査は、平成２５年４月の生活保護
基準の１．３倍以内

【補助金額等】
①修学旅行費のみ
②
○学校給食費
・小学生４，３００円×１１月
・中学生５，０００円×１１月（実費負担分支
給）
○学用品費
・小学生１１，４２０円
・中学生２２，３２０円
○通学用品費
・小学生・中学生２，３３０円
○修学旅行費（上限）
・小学６年生２１，１９０円

【補助金額等】
①修学旅行費のみ
②～⑩
○学校給食費
・小学生４，３００円×１１月
・中学生４，７００円×１１月（実費負担分支
給）
○学用品費
・小学生５，７１０円
・中学生１１，１６０円
○通学用品費
・小学生・中学生１，１１５円
○修学旅行費（上限）
・小学６年生２１，１９０円

【国、県等からの財源】
①国庫補助対象事業（２分の１）
②市単独事業

【国、県等からの財源】
①国庫補助対象事業（２分の１）
②～⑩市単独事業

【対象】
（１）小田原市立小・中学校の特別支援学級
に在籍する児童生徒
（２）小田原市立小・中学校在籍で通級指導
教室に通う児童（通学費のみ）
○生活保護基準の２．５倍未満
  学校給食費、修学旅行費、校外活動費、
学用品等購入費、新入学児童生徒学用品
費、通学費
○生活保護基準の２．５倍以上
  通学費のみ
○通級指導教室在籍者
  通学費のみ

【対象】
南足柄市立小・中学校の特別支援学級に在
籍する児童生徒

○生活保護基準の２．５倍未満
  学校給食費、修学旅行費、校外活動費、
学用品購入費、新入学児童生徒学用品費
等、通学費
○生活保護基準の２．５倍以上
  通学費のみ

【補助金額等】
実費負担額の２分の１

【補助金額等】
実費負担額の２分の１

【国、県等からの財源】
国庫補助対象事業（２分の１）

【国、県等からの財源】
国庫補助対象事業（２分の１）

【対象】
南足柄市教育研究会主催の市内特別支援
学級児童生徒を対象とした宿泊学習を実施
する場合

【補助金額等】
４０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

国庫補助対象事業であり、基
本的に自治体間において差
異は少ないため。

統合することにより、人
工が多少削減できる。

特になし
特別支援教育就学奨励
費

特別支援学級在籍の児童生
徒の保護者に家庭の経済状況
に応じて就学に必要な経費を
援助する。要保・準保護は対
象外。（２分の１国庫補助対象
事業）

特別支援学級在籍の児童生
徒の保護者に家庭の経済状況
に応じて就学に必要な経費を
援助する。要保・準保護は対
象外。（２分の１国庫補助対象
事業）

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

対象が、生保基準の１．３倍
以内という点は両市共通であ
る。
しかし、小田原市が当該年度
の生保基準を採用しているこ
とに対し、南足柄市が平成２
５年度の生保基準（生保基準
の引き下げ前）を採用してい
ることから、小田原市に適用
すると、これまで受給できた
人が受給できなくなることが
ある（２％程度を想定）。
一方、学用品費等の支給額
が、南足柄市は小田原市の２
分の１の額であるため、小田
原市の水準を適用すること
で、援助を厚くする。

業務の統合により、人工
を多少削減できる。
（小田原市は就学援助シ
ステムを稼働しているの
で、業務時間の削減を見
込むことができる。）

歳出が増加する。

すでに平成２７年度から南足
柄市でも廃止となっているた
め。

特になし。 特になし。
特別支援学級児童生徒
宿泊学習補助金

南足柄市教育研究会が実施す
る特別支援学級児童生徒宿泊
学習に補助金を支給する。
　（宿泊学習は足柄ふれあい
の村で実施。市内の特別支援
学級在籍の全児童生徒が参
加する。）

廃止。

就学援助費

学校教育法第１９条に基づき、
経済的な理由により就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
就学に必要な経費を援助す
る。（要保護は２分の１国庫補
助対象事業）

学校教育法法第１９条に基づ
き、経済的な理由により就学困
難な児童生徒の保護者に対
し、就学に必要な経費を援助
する。（要保は２分の１国庫補
助対象事業）

141038

141039

141040
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市立小中学校の特別支援学級に交通機関
または自動車を利用して通学する児童生徒
を付き添う保護者

【補助金額等】
○公共交通機関利用
１か月定期代の１／２
○自家用車（１月につき）
５㎞未満　２，７００円、５㎞以上　４，５９０円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
通学距離が自宅から小学校まで片道４㎞以
上、中学校まで６㎞以上かかる児童生徒の
保護者

【補助金額等】
○公共交通機関利用
１か月定期代の１／２
○自家用車（１月につき）
６㎞未満　２，７００円、６㎞以上　４，５９０円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
片浦地区に住所を有する生徒の保護者

【対象】
○北足柄小学校（１～４学年）
・地蔵堂地区
補助対象区間（バス停）地蔵堂から内山ま
で
・矢倉沢地区
補助対象区間（バス停）矢倉沢から内山ま
で
○南足柄中学校（１～３学年まで）
・地蔵堂地区
補助対象区間（バス停）地蔵堂から学校前
まで
・矢倉沢地区
補助対象区間（バス停）矢倉沢から学校前
まで
・内山地区
補助対象区間（バス停）内山から学校前ま
で

【補助金額等】（１月につき）
＠２，６７０円

【補助金額等】
○公共交通機関利用
３ヶ月通学定期乗車券を１年間に１人当たり
４回支給（４月、７月、１０月、１月）
○自家用車
地蔵堂地区に居住する生徒の補助は、通学
定期乗車券の支給に代えて当該通学定期
乗車券の購入に係る経費を補助金として交
付

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

学校の統合に伴う通学
費補助金

片浦中学校が閉校し、片浦地
区在住の生徒が城山中学校に
通学するための通学費を補助
する。（平成３５年度末で終了）

南足柄市立学校に遠距離から
通学する児童及び生徒に係る
通学費を補助することにより、
保護者負担の軽減を図る。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
小田原市の片浦中学校
の統合に伴う通学費補
助金については、現行の
とおり実施する。南足柄
市の通学費補助につい
ては廃止する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市の学校統合に伴う
通学費補助金を廃止した上
で、小田原市の遠距離通学
費補助金の要件に該当する
者には適用していく。

地区ごとではなく、一律
の規準で支出するので
根拠が明確である。基本
的に１/２額補助なので、
全体経費の削減ができ
る。

補助額減になる地域に対して
調整が必要であるため、南足
柄市民に対する住民説明が必
要。

市特別支援学級児童生
徒付添交通費補助金

市立小中学校の特別支援学
級に交通機関または自動車を
利用して通学する児童生徒を
付き添う保護者の交通費の一
部を補助する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

両市ともに学校統合に伴う通
学費補助であるが、南足柄市
については、いつまで補助す
るか期限がないため、両市の
統合の際に廃止する。要件を
満たす者は、小田原市の遠
距離通学費補助金を適用す
る。

特になし。 特になし。

小田原市に統合し、特別支援
級在籍児童生徒の保護者の
負担を軽減するため。

特別支援学級に通学す
る児童生徒の保護者の
負担軽減になる。

南足柄市に制度がないので対
象範囲を広げることとなり、事
業費が増となるため、教育費
事業全体の中で事業費を増と
する場合は、他事業を削減す
る必要がある。

遠距離通学費補助金

通学距離が自宅から小学校ま
で片道４㎞以上、中学校まで６
㎞以上かかる児童生徒の保護
者に対して通学費の一部を補
助する。

141041

141042

141043
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
関東大会及び全国大会を除く各種大会の開
催と選手派遣、その他中学校体育の振興を
図るために実施する事業が対象
○内容
事務費、大会事業費、研修費、派遣費が対
象

【対象】
足柄上・南中学校体育連盟に係る運営費

【補助金額等】
(支出額-収入額)以内で予算に定める額

【補助金額等】
市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
校長が対外運動競技会等に登録した部活
動に要した登録料（登録するために必要な
経費含む）及びそれに係る振込手数料。た
だし、対外運動競技会等の主催者側が登録
料を負担した場合は、その額を差し引いた
額

【補助金額等】
１０/１０以内

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
体育部・文化部の全国大会及び関東大会へ
の派遣参加費で、参加生徒に係る交通費、
宿泊費及び食費

【対象】
体育部・文化部が、全国大会、関東大会又
はこれに順ずる大会に参加する際の生徒の
派遣費（補助割合　定額）
１ 交通費
最も経済的かつ合理的な経路及び手段によ
り算出した交通機関の経費
２ 宿泊費
原則、大会等の主催者が協定した宿泊施設
に宿泊する場合の宿泊費
３ 運搬費等
原則、大会等に出場するため不可欠な物品
の運搬に要する経費、及び大会参加に必要
な参加料等の経費
４ その他
教育委員会が必要と認めたもの

【補助金額等】
関東大会１/３ 全国大会１/２で予算の範囲
内。
○補助限度額（１大会につき）
１ 交通費　実際に要する費用(有料道路代、
楽器等運搬費を含む。)
２ 宿泊費　１泊につき１０，０００円
３ 食費　　　１食につき１，０００円（２回まで）

【補助金額等】
定額（大会要項に基づく登録人員以内の実
人数に係る経費）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市立幼稚園の開園記念事業（５０年
を単位とする事業に限る。）を実施する園

【補助金額等】
予算で定めた範囲内

【国、県等からの財源】
市単独事業

廃止。
小田原市の「中学校体育連
盟補助金」に統合する。

特になし。 特になし。

市立中学校各種大会参
加費補助金（体育部・文
化部）・市立中学校部活
動生徒派遣費補助金

体育部・文化部が全国大会、
関東大会に参加する際の生徒
の派遣費の一部を補助する。
（補助割合　関東大会１/３ 全
国大会１/２）

体育部・文化部が、全国大会、
関東大会又はこれに順ずる大
会に参加する際の生徒の派遣
費を補助する。（補助割合　定
額）

市立幼稚園開園記念事
業費補助金

小田原市立幼稚園の開園記
念事業（５０年を単位とする事
業に限る。）を円滑に実施し、
もって小田原市立幼稚園教育
の発展を図るため補助金を支
給する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

南足柄市では、当初予算を超
えた場合は補正予算対応し
ているが、小田原市の事務処
理方式を適用し、予算の範囲
内で補助する。

南足柄市は、当初予算
を超えて申請があった場
合に補正予算で対応し
ているが、小田原市の事
務処理方式を適用した
場合には、当初予算を超
えて申請が上がった場
合、圧縮して当初予算の
範囲内で補助すること
で、経費を節減できる。

記念式典は幼稚園の歴史を
示すものでもあり、記念誌や
記念式典は社会的な側面も
あるため、その時の財政状況
を踏まえ、派手にならない範
囲で補助を行う。

幼稚園の歴史を広く知ら
しめ、市民の教育に対す
る意識を高めることがで
きる。

特定の幼稚園に対する補助で
あり、財政的負担が生じるた
め、　式典や記念誌の内容を
検討することにより、不要な補
助は行わない。

市立中学校部活動協会
等登録料補助金

市立中学校の校長が、対外運
動競技会等に当該中学校の部
活動を学校教育活動として登
録した場合に、当該部活動に
要した登録料を補助する。（補
助割合　１０/１０以内）

中学校体育連盟補助
金・助成金

市中学校体育連盟への補助
金を支出事務
市中学校総合体育大会及び新
人大会の開催
県大会、県西ブロック大会への
派遣選手の交通費補助
大会開催にあたり、審判技術
向上のための研修会など

足柄上・南中学校体育連盟へ
の補助金及び負担金を支出す
る。 小田原市の事務処理方

式を適用する。

特になし。

類似の事業であるため。な
お、南足柄市の「市立中学校
部活動協会等登録料補助
金」も統合する。

特になし。 特になし。 141044

141046

141047

141045
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
小田原地区高等学校定時制教育振興会に
係る運営費

【対象】
小田原地区高等学校定時制教育振興会に
係る運営費

【補助金額等】
市長が定める額

【補助金額等】
市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
県高等学校定通教育振興会に係る運営費

【対象】
県高等学校定通教育振興会に係る運営費

【補助金額等】
市長が定める額
○算定基準
基礎金額は、
１　（人口×０.１３５円）＋（生徒数×１３円）
２　暫定金額は基礎金額の千円未満を四捨
五入して算出する。
３　補助金等申請要望額の最低額を４，００
０円とする。
４　政令市を除く人口が５０万人を超える自
治体については、特別会費として５０，０００
円を加算して要望する。

【補助金額等】
市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
開校５０周年、１００周年等の周年行事を開
催するにあたり、記念誌発行や記念行事に
かかる費用

【補助金額等】
７３５，０００円（１００万円の要求に対し）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
市教育研究会に係る運営費

【補助金額等】
市長が定める額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
教職員が受診した人間ドック（３５歳以上）に
係る経費及び受診等に係る事務費

【補助金額等】
○事務費：１０/１０
○人間ドック補助：４，０００円／１件
○メンタルヘルスチェック：２，５９２円／１件

【国、県等からの財源】
市単独事業

検討経過を尊重し補助事業を
継続する。

経済的な困窮等から退
学せざるを得ない状況等
をふまえ、就学精進する
生徒の支援を行うことが
できる。

行革の観点から、補助金の廃
止が求められるため、地元企
業も協力し会費負担している
が、さらに会員を拡大する。

特になし。 特になし。

教職員の研修等に係る
経費について、行政が直
接執行することで、より
適正な執行を図ることが
できる。

担当職員の事務負担が増加す
る。

西湘地区教職員互助会
補助金

学校保健安全法にある健康診
断に替わる人間ドック（３５歳以
上）の受診を助成することによ
り教職員の健康づくりを推進す
る

廃止。 類似事業へ統合する。

市教育研究会補助金 市教育研究会補助金の支出 廃止。
補助金を廃止し、小田原市の
類似事業に統合する。

141055

141056

小田原市の事務処理方
式を適用する。

一律の補助金額を設定する
のではなく、申請内容を審査
のうえ、補助金額を決定す
る。

学校は地域の人々の歴
史を象徴するものであ
り、節目において記念行
事を行い、歴史を振り返
ることができる。

行政負担が軽減できないた
め、行政として負担する補助対
象を明確化し、補助対象範囲
を限定することで、適正な補助
を行う

小田原市立学校開校記
念事業補助金（助成金
等）

開校５０周年、１００周年等の
周年行儀にあたり、小田原市
教育委員会教育部教育総務
課所管に係る補助金交付要綱
に基づき、小田原市立学校開
校記念事業補助金を交付す
る。

現行どおりとする。

定時制及び通信制に学ぶ生
徒は１３，６３８人、小田原市
内には１７６人、南足柄市に
は３５人となっており、定通生
徒の福利厚生を目的とした補
助金の趣旨をふまえ、一定の
負担を行う。県高等学校定通
教育振興会補助金の算定基
準に従い、新市の人口及び
生徒数により、補助金を支出
する。

定時制高校の優良生徒
表彰、会報発行、体育活
動、文化活動等に対して
支援することができる。

行政負担が軽減できないた
め、負担割合を定め、広く負担
する制度となっている。

県高等学校定通教育振
興会負担金

神奈川県高等学校定通教育
振興会負担金
県内に所在する高等学校の定
時制通信制教育の振興を図
る。

神奈川県高等学校定通教育
振興会負担金
県内に所在する高等学校の定
時制通信制教育の振興を図
る。

小田原地区高等学校定
時制教育振興会補助金

小田原地区高等学校定時制
教育振興会補助金
小田原地区高等学校定時制
教育振興会は、勤労生徒の就
学を援助し、より良い社会人、
産業人を育成するため、小田
原市区の定時制教育の振興と
発展を図ることを目的とし、学
校、行政（２市８町）、地元企業
が力を合わせて活動している。
小田原高校、小田原城北工業
高校の地区別生徒数割合に応
じて、２市８町の補助金の負担
額を定めている。（奨学金、就
学精進生徒の表彰、クラブ等
援助費、会報発行に使われて
いる。）

小田原地区高等学校定時制
教育振興会補助金の支出

現行どおりとする。 141049

141050

141051
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小田原市 南足柄市 小田原市 南足柄市
デメリットと対応策事務事業名

概    要 現    況
調整（案） 調整内容決定の考え方 メリット 事務事業番号

【対象】
市教育研究会が実施する事業（音楽会、陸
上大会、文化活動発表会）に児童生徒が参
加するための交通費

【補助金額等】
定額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
預かり保育を実施する運営委員会

【補助金額等】
限度額４０，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
県西地区２市８町、大磯町及び二宮町に住
所を有する者又は構成員の２分の１以上が
南足柄市在住の団体（いずれも１８歳未満）
若しくは足柄高校の団体が全国規模の協議
会、発表会において最高位入賞した場合等
【補助金額等】
○団体表彰
  団体の構成人数に５０，０００円を乗じた額
（上限１００万円）
○個人表彰
  ５０，０００円
○指導者表彰
  ２０万円
【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
公立小・中学校、幼稚園（児童・生徒・幼児）

【対象】
公立小・中学校、幼稚園（児童・生徒・幼児）

【補助金額等】（１人につき）
○日本スポーツ振興センター災害給付
  一般児童・生徒　９４５円
  準要保護  ７１５円
  要保護  ５５円
  幼稚園  ２９５円
○学校災害見舞金
  ７４．１７円（財物加入  ３．８２円）

【補助金額等】（１人につき）
○日本スポーツ振興センター災害給付
  一般児童・生徒  ９４５円
  準要保護  ７１５円
  要保護  ５５円
  幼稚園  ２９５円
○学校災害見舞金
  ７０．３５円（財物補償なし）

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市学校保健会
小学校・中学校・幼稚園の教職員及び学校
医（内科・耳鼻科・眼科・歯科）、学校薬剤師
並びに全保護者

【対象】
足柄上地区学校保健会

【補助金額等】
２７３，０００円

【補助金額等】
１６，０００円

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
小田原市学校給食会

【補助金額等】
予算の範囲内

【国、県等からの財源】
市単独事業

小田原市学校給食会補
助金

学校給食会の円滑な運営を図
るため、会の運営に関わる経
費の補助及び保存用の給食食
材費を補助することを目的に
小田原市学校給食会への補
助金を交付する。

小田原市学校保健会補
助金（助成金等）

小中学校及び幼稚園の保健活
動の円滑な運営と発展を図る
ため、教育委員会が諮問にこ
たえると同時にその活動に協
力する。

スポーツ振興センターの掛金
は決まっており、両市間で事
務的処理の差異は少ない
が、学校災害賠償補償の水
準は小田原市（財物補償あ
り）に合わせる。

特になし

学校賠償に加入している保険
の型（財物補償の有無）を小田
原の水準に合わせると、学校
災害賠償補償保険の金額が
異なるため、歳出が大きくな
る。
財物補償は必要な補償である
ことから、１人当たりの単価増
の予算措置をする。

保健教育事業
（学校災害給付事業）

児童生徒等が安全な学校（園）
生活が送れるよう事故防止の
ための安全教育を徹底し事故
発生時には的確に対応できる
よう、学校災害見舞金、学校災
害賠償補償、日本スポーツ振
興センター災害給付事務を行
う。

児童生徒等が安全な学校（園）
生活が送れるよう事故防止の
ための安全教育を徹底し事故
発生時には的確に対応できる
よう、学校災害見舞金、学校災
害賠償補償、日本スポーツ振
興センター災害給付事務、緊
急車両の支出を行う。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

安心安全な給食提供のため
の体制を維持していくため、
物資会計・運営会計のうち運
営会計についての補助金は
そのままとする。

経費削減、事業内容の
見直しが図れる
南足柄市で各校ごとに
行う材料費等購入などに
際し、安全性・透明性の
向上経費削減、資金管
理の安全性向上、現場
の事務の効率化などが
見込まれる。

特になし。

現行の小田原の補助金額内
で調整し統合する。活動内容
については小田原方式に合
わせる。

統一的な事務処理、経
費の削除が図られる。

役員が各団体(学校（校長、養
護教諭）学校医（内科、耳鼻
科、眼科、学校歯科医、薬剤
師）保護者、栄養士、幼稚園
長)との調整が必要。

医師会と歯科医師会は小田原
市と南足柄市のエリアが異な
るため調整が必要である。ま
た、南足柄市は現在の組織を
脱退する必要があるため、十
分な調整を図る。

学校保健関係者の有機的管
理と各専門的領域の充実を図
り、足柄上地区学校保健の推
進に寄与する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。
南足柄市と同様の目的
及び組織構成であり統
合する。関係団体や足
柄上郡他町から組織離
脱、補助金額等との調整
が必要となる。

142009

142010

142008

南足柄市の単独事業であり、
対象に一部小田原市が含ま
れるため、現在の内容を維持
する。

特別会計のため、毎年
一定の財源を確保できる
ため、当面の間事業を継
続できる。
元々、個人表彰の対象
者に小田原市在住者も
含まれているので、その
まま継続してもあまり支
障がないと思われる。

特になし横溝千鶴子教育表彰金

教育、文化、スポーツ等で優秀
な成績または成果を収めた団
体及び個人や顕著な指導実績
を有している指導者等を表彰
し、教育、文化、スポーツの高
揚を図る。

現行どおりとする。 141066

特になし。 特になし。

南足柄市立幼稚園預か
り保育事業運営補助金

南足柄市立幼稚園預かり保育
事業運営補助金

廃止。

市教育研究会各種事業
派遣費補助金

南足柄市教育研究会が主催す
る各種事業への児童、生徒の
派遣費を支出する。

廃止。
小田原市の類似事業へ統合
する。

141057

141059

公立幼稚園における延長保
育事業は、両市で実施してい
る中、本事業（補助金）は、南
足柄市のみで実施（交付）し
ており、小田原市はもとより、
類似団体においても未実施
（未交付）のため、廃止する。

経費の節減が図られる。 特になし。
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【対象】
各月１日（基準日）に議員の職にある者

【対象】
会派（所属議員が１人の場合を含む）

【補助金額等】
議員１人あたり月額６５，０００円
（年額７８０，０００円）

【補助金額等】
各月１日（基準日）における当該会派の所属
議員数に１万円を乗じて得た額

【国、県等からの財源】
市単独事業

【国、県等からの財源】
市単独事業

【対象】
議員懇話会が実施する次の事業
１消化器検診及び健康診断
２人間ドック
３研修会

【補助金額等】
○消化器検診及び健康診断
事業に係る経費の１００分の１００
○人間ドック
実費相当（１５,０００円を上限）
○研修会
事業に係る経費の３分の２

【国、県等からの財源】
市単独事業

両市の政務活動費の水準に
差異はあるが、合併後の市議
会での具体的な協議におい
て調整可能な内容である。事
業の継続性を踏まえ、小田原
市の事務処理方式を基準とし
ながら合併時までに調整して
いく。

小田原市への編入合併
を想定した内容に即し、
小田原市の水準に基づ
き運用することができ
る。

使途基準や執行マニュアル等
の実務面での調整が必要であ
るため、合併後の市議会にお
いて、使途基準や執行マニュ
アル等の具体的な内容を精査
する。

政務活動費
議員の調査研究その他の活動
に資するため必要な経費の一
部として議員に対し交付する。

議員の調査研究その他の活動
に資するため必要な経費の一
部として、条例に基づき、議員
に対し、月額10,000円（年額
120,000円）の政務活動費を交
付する。議長宛てに提出され
た前年度の交付に係る収支報
告書等の確認を行い、一般の
閲覧に供するほか、市議会HP
で公開する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市の事務処理方
式を適用する。

小田原市にのみ存在する事
務事業で、事務の性質上対
象や実施内容が限定されて
いる。また、これまでの経緯を
踏まえ、現行のまま合併後の
市に引き継ぐもの。

議員の福利増進及び厚
生を図ることにより、健
康状態の把握や研修活
動を通して円滑な議員活
動をサポートできる。

類似団体等との差異が認めら
れるため、社会情勢や他市の
状況等を踏まえて制度や基準
の見直しを検討する。

議員福利厚生費補助金

議員懇話会（会長：議長）が行
う事業（消化器検診及び健康
診断、人間ドック、研修会）に
要する経費に対し、予算の範
囲内で交付する。

151004

151003
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